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１．概要

 本資料は、再処理施設の技術基準に関する規則「第 29 条  保安電源設

備」に関して、基本設計方針に記載する事項、添付書類に記載すべき

事項、補足説明すべき事項について整理した結果を示すものである。

 整理にあたっては、「共通０６：本文（基本設計方針、仕様表等）、添付

書類（計算書、説明書）、添付図面で記載すべき事項」及び「共通０７：

添付書類等を踏まえた補足説明すべき項目の明確化」を踏まえて実施

した。

２．本資料の構成

 「共通０６：本文（基本設計方針、仕様表等）、添付書類（計算書、説

明書）、添付図面で記載すべき事項」及び「共通０７：添付書類等を踏

まえた補足説明すべき項目の明確化」を踏まえて本資料において整理

結果を別紙として示し、別紙を以下の通り構成する。

 別紙１：基本設計方針の許可整合性、発電炉との比較

事業変更許可  本文、添付書類の記載をもとに設定した基本設

計方針と発電炉の基本設計方針を比較し、記載程度の適正化等

を図る。

 別紙２：基本設計方針を踏まえた添付書類の記載及び申請回次

の展開

基本設計方針の項目ごとに要求種別、対象設備、添付書類等への

展開事項の分類、第１回申請の対象、第２回以降の申請書ごとの

対象設備を展開する。

 別紙３：基本設計方針の添付書類への展開

基本設計方針の項目に対して、展開事項の分類をもとに、添付書

類単位で記載すべき事項を展開する。

 別紙４：添付書類の発電炉との比較

添付書類の記載内容に対して項目単位でその記載程度を発電炉

と比較し、記載すべき事項の抜けや論点として扱うべき差がな

いかを確認する。なお、規則の名称、添付書類の名称など差があ

ることが明らかな項目は比較対象としない（概要などは比較対

象外）。

 別紙５：補足説明すべき項目の抽出

基本設計方針を起点として、添付書類での記載事項に対して補

足が必要な事項を展開する。発電炉の補足説明資料の実績との

比較を行い、添付書類等から展開した補足説明資料の項目に追

加すべきものを抽出する。

 別紙６：変更前記載事項の既設工認等との紐づけ

基本設計方針の変更前の記載事項に対し、既認可等との紐づけ

を示す。
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別紙 

：商業機密の観点から公開できない箇所
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再処理施設　設工認に係る補足説明資料　別紙リスト 令和5年1月5日　Ｒ3

資料№ 名称 提出日 Rev

別紙１ 基本設計方針の許可整合性、発電炉との比較 1/5 3

別紙２ 基本設計方針を踏まえた添付書類の記載及び申請回次の展開 1/5 3

別紙３ 基本設計方針の添付書類への展開 1/5 0 別紙３②については電源00-01に示す。

別紙４ 添付書類の発電炉との比較 1/5 0 別紙４については電源00-01に示す。

別紙５ 補足説明すべき項目の抽出 1/5 0 別紙５②，別紙５③については電源00-01に示す。

別紙６ 変更前記載事項の既設工認等との紐づけ 1/5 0

保安電源00-01　【本文、添付書類、補足説明項目への展開（保安電源）】

別紙
備考

(1/1) 4



令和５年１月５日 Ｒ３ 

別紙１ 

基本設計方針の許可整合性、 

発電炉との比較 
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別紙１①

基本設計方針の許可整合性、発電炉との比較 第二十九条 （保安電源設備）（1 / 27） 

技術基準規則 設工認申請書 基本設計方針 事業変更許可申請書 本文 事業変更許可申請書 添付書類六 発電炉設工認 基本設計方針 備考 
（保安電源設備） 

第二十九条 

４  再処理施設に接続する電

線路のうち少なくとも二回線

は、当該再処理施設において

受電可能なものであり、か

つ、これらにより当該再処理

施設を電力系統に連系するも

のでなければならない。⑤-1, 

⑤—2

 再処理施設には、外部電源

系統からの電気の供給が停止

した場合において、再処理施

設の安全性を確保するために

必要な設備の機能を維持する

ために、内燃機関を原動力と

する発電設備又はこれと同等

以上の機能を有する非常用電

源設備が設けられていなけれ

ばならない。①-1 

２  再処理施設の安全性を確

保するために特に必要な設備

には、無停電電源装置又はこ

れと同等以上の機能を有する

設備が設けられていなければ

ならない。②-1 

7.その他再処理設備の附属施設

7.1 動力装置及び非常用動力装置

7.1.1 電気設備

電気設備の設計に係る共通的な設計

方針については，第１章 共通項目の

「２．地盤」，「３．自然現象等」，

「５．火災等による損傷の防止」，

「６．再処理施設内における溢水によ

る損傷の防止」，「７．再処理施設内

における化学薬品の漏えいによる損傷

の防止」，「９．設備に対する要求」

及び「10．その他」に基づくものとす

る。 

再処理施設は，安全上重要な施設が

その機能を維持するために必要となる

電力を当該安全上重要な施設に供給す

るため，電力系統に連系した設計とす

る。⑤—1 

再処理施設に接続する再処理施設内

開閉所の外の電力系統（以下「電線

路」という。）のうち少なくとも２回

線は，電力系統と非常用所内電源系統

とを接続する外部電源系統を２つ以上

設ける設計とすることにより，再処理

施設において受電可能な設計とし，か

つ，それにより再処理施設を電力系統

に連系する設計とする。⑤—2 

再処理施設には，非常用電源設備

（安全機能を有する施設に属するもの

に限る。）を設ける設計とする。①—1 

再処理施設の安全性を確保するため

に特に必要な設備には，無停電電源装

置又はこれと同等以上の機能を有する

設備を設ける設計とする。 ②-1 

ロ．再処理施設の一般構造

(ｑ) 保安電源設備

再処理施設は，安全上重要な施設がそ

の機能を維持するために必要となる電力

を当該安全上重要な施設に供給するた

め，電力系統に連系した設計とする。⑤

—1 

また，再処理施設には，非常用電源設

備（安全機能を有する施設に属するもの

に限る。）を設ける設計とする。①—1 

1.6.3.22 非常用電源建屋 

非常用電源建屋は，鉄筋コンクリート

造で，地上２階（地上高さ約 14ｍ），

地下１階，平面が約 25ｍ（南北方向）

×約 50ｍ（東西方向）の建物であり，

堅固な規模版上に設置する。⑨-1 

1.9.25 保安電源設備 

（保安電源設備） 

第二十五条 再処理施設は、安全上重要

な施設がその機能を維持するために必要

となる電力を当該安全上重要な施設に供

給するため、電力系統に連系したもので

なければならない。◇1  

２ 再処理施設には、非常用電源設備

（安全機能を有する施設に属するものに

限る。以下この条において同じ。）を設

けなければならない。◇1  

３ 保安電源設備（安全機能を有する施

設へ電力を供給するための設備をい

う。）は、電線路及び非常用電源設備か

ら安全機能を有する施設への電力の供給

が停止することがないよう、機器の損

壊、故障その他の異常を検知するととも

に、その拡大を防止するものでなければ

ならない。◇1  

４ 再処理施設に接続する電線路のうち

少なくとも二回線は、当該再処理施設に

おいて受電可能なものであり、かつ、そ

れにより当該再処理施設を電力系統に連

系するものでなければならない。◇1  

５ 非常用電源設備及びその附属設備

は、多重性を確保し、及び独立性を確保

し、その系統を構成する機械又は器具の

単一故障が発生した場合であっても、運

転時の異常な過渡変化時又は設計基準事

故時において安全上重要な施設及び設計

基準事故に対処するための設備がその機

能を確保するために十分な容量を有する

ものでなければならない。◇1  

第１章 共通項目 

非常用電源設備の共通項目である「1. 

地盤等，2. 自然現象，3. 火災，4. 溢

水等，5. 設備に対する要求（5.6 逆止

め弁を除く。），6. その他」の基本設

計方針については，原子炉冷却系統施設

の基本設計方針「第１章 共通項目」に

基づく設計とする。 

第２章 個別項目 

発電用原子炉施設は，重要安全施設が

その機能を維持するために必要となる電

力を当該重要安全施設に供給するため，

電力系統に連系した設計とする。 

発電用原子炉施設には，電線路及び当該

発電用原子炉施設において常時使用され

る発電機からの電力の供給が停止した場

合において発電用原子炉施設の安全性を

確保するために必要な装置の機能を維持

するため，内燃機関を原動力とする非常

用電源設備を設ける設計とする。 

 

 

 

 

 

 

⑨-1（P3 へ）

⑤—2（P3 から）

①—1（P8，9 へ）

②—1（P9 から）

下線：基本設計方針に記載する事項(丸数字で紐づけ) 
波線：基本設計方針と許可の記載の内容変更部分 
灰色ハッチング：基本設計方針に記載しない事項 
黄色ハッチング：発電炉設工認と基本設計方針の記載内容が一致する箇所 
紫字：ＳＡ設備に関する記載（比較対象外箇所） 

：発電炉との差異の理由     ：許可からの変更点等

【凡例】 

【許可からの変更点】 

許可の要求では「無停電電源装

置」について要求がなく，技術

基準規則で明確な要求となった

ため。 

【許可からの変更点】 

「電線路」の説明について，電

力系統の連係の記載をまとめた

ことから，前段の記載箇所で説

明する。 

① P5 から

② P5 から

（双方の記載） 

＜不一致の理由＞ 

発電炉と再処理施

設の用語が異なる

ため。 
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別紙１① 
基本設計方針の許可整合性、発電炉との比較 第二十九条 （保安電源設備）（2 / 27） 

 

技術基準規則 設工認申請書 基本設計方針 事業変更許可申請書 本文 事業変更許可申請書 添付書類六 発電炉設工認 基本設計方針 備考 
３  保安電源設備 (事業指定

基準規則第二十五条第三項に

規定する保安電源設備をい

う。) は、外部電源系統及び

非常用電源設備から再処理施

設の安全性を確保するために

必要な設備への電力の供給が

停止することがないよう、次

に掲げる措置が講じられたも

のでなければならない。③，

④ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

二 前号に掲げるもののほ

か、機器の損壊、故障その他

の異常を検知し、及びその拡

大を防止するために必要な措

置 ④-1，④-2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一 高エネルギーのアーク

放電による電気盤の損壊の拡

大を防止するために必要な措

置 ③-1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

再処理施設の保安電源設備（安全機

能を有する施設へ電力を供給するため

の設備をいう。）は，電線路及び非常

用電源設備から安全機能を有する施設

への電力の供給が停止することがない

よう，送電線，変圧器，母線，発電機

に保護継電器を設置し，電気系統の機

器の短絡，地絡，母線の低電圧，過電

流，過電圧を感知した場合は，ガス絶

縁開閉装置あるいはメタルクラッド開

閉装置，パワーセンタ及びモータコン

トロールセンタの遮断器により故障箇

所を隔離することによって，故障によ

る影響を局所化できるとともに，他の

安全機能への影響を限定できる設計と

する。④-1 

 

 

 

 

 

 

また，外部電源に直接接続している

受電変圧器の一次側において３相のう

ちの１相の電路の開放が生じた場合，

安全機能を有する施設への電力の供給

が不安定になったことを検知し，故障

箇所の隔離又は非常用母線の接続変更

その他の異常の拡大を防止する対策

（手動操作による対策を含む。）を講

ずることによって，安全機能を有する

施設への電力の供給が停止することの

ないように，電力供給の安定性を回復

できる設計とする。④—2 

 

 

安全上重要な施設への電力供給に係

る電気盤及び当該電気盤に影響を与え

るおそれのある電気盤（安全上重要な

施設を除く。）について，遮断器の遮

断時間の適切な設定，非常用ディーゼ

ル発電機の停止により，高エネルギー

のアーク放電によるこれらの電気盤の

損壊の拡大を防止することができる設

計とする。③—1 

 

 

 

 

 

 

 

 

再処理施設の保安電源設備（安全機能

を有する施設へ電力を供給するための設

備をいう。）は，再処理施設内開閉所の

外の電力系統（以下「電線路」とい

う。）及び非常用電源設備から安全機能

を有する施設への電力の供給が停止する

ことがないよう，送電線，変圧器，母線

等に保護継電器を設置し，電気系統の機

器の短絡，地絡，母線の低電圧，過電流

等を感知した場合は，ガス絶縁開閉装置

あるいはメタルクラッド開閉装置等の遮

断器により故障箇所を隔離することによ

って，故障による影響を局所化できると

ともに，他の安全機能への影響を限定で

きる設計とする。④-1 

 

 

 

 

 

 

 

また，外部電源に直接接続している受

電変圧器の一次側において３相のうちの

１相の電路の開放が生じた場合，安全機

能を有する施設への電力の供給が不安定

になったことを検知し，故障箇所の隔離

又は非常用母線の接続変更その他の異常

の拡大を防止する対策（手動操作による

対策を含む。）を講ずることによって，

安全機能を有する施設への電力の供給が

停止することのないように，電力供給の

安定性を回復できる設計とする。④—2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

適合のための設計方針 

第１項について 

再処理施設は，安全上重要な施設がそ

の機能を維持するために必要となる電力

を当該安全上重要な施設に供給するた

め，154ｋＶ送電線２回線で電力系統に

連系した設計とする。◇1  

 

第２項について 

再処理施設には，非常用電源設備とし

て，非常用交流電源設備である非常用デ

ィーゼル発電機及び非常用直流電源設備

である非常用蓄電池を設ける設計とす

る。使用済燃料受入れ・貯蔵建屋には，

非常用ディーゼル発電機として第１非常

用ディーゼル発電機を設置するととも

に，非常用蓄電池として第１非常用蓄電

池を設置する。また，非常用電源建屋に

は，非常用ディーゼル発電機として第２

非常用ディーゼル発電機を設置するとと

もに，非常用蓄電池として第２非常用蓄

電池を設置する。さらに，これらに必要

な燃料等を備える設計とする。◇1  

 

第３項について 

再処理施設の保安電源設備（安全機能

を有する施設へ電力を供給するための設

備をいう。）は，再処理施設に接続する

再処理施設内開閉所の外の電力系統（以

下「電線路」という。）及び非常用電源

設備から安全機能を有する施設への電力

の供給が停止することがないよう，外部

電源，非常用電源設備，その他の関連す

る電気系統機器の短絡若しくは地絡又は

母線の低電圧若しくは過電流等を保護継

電器にて検知できる設計とする。【◇1 】

また，故障を検知した場合は，ガス絶縁

開閉装置あるいはメタルクラッド開閉装

置等の遮断器により故障箇所を隔離する

ことによって，故障による影響を局所化

できるとともに，他の安全機能への影響

を限定できる設計とする。受電変圧器の

一次側において３相のうちの１相の電路

の開放が生じ，安全機能を有する施設へ

の電力の供給が不安定になった場合にお

いては，自動（地絡や過電流による保護

継電器の動作により）又は手動操作で，

故障箇所の隔離，非常用母線の健全な電

源からの受電への切替え，その他の異常

の拡大を防止する対策により，安全機能

を有する施設への電力の供給の安定性を

回復できる設計とする。また，送電線

は，巡視点検による異常の早期検知がで

安全施設へ電力を供給する保安電源設備

は，電線路，発電用原子炉施設において

常時使用される発電機，外部電源系及び

非常用所内電源系から安全施設への電力

の供給が停止することがないよう，発電

機，送電線，変圧器，母線等に保護継電

器を設置し，機器の損壊，故障その他の

異常を検知するとともに，異常を検知し

た場合は，ガス絶縁開閉装置あるいはメ

タルクラッド開閉装置等の遮断器が動作

することにより，その拡大を防止する設

計とする。 

 

 

また，高圧及び低圧母線等で故障が発

生した際は，遮断器により故障箇所を隔

離できる設計とし，故障による影響を局

所化できるとともに，他の安全施設への

影響を限定できる設計とする。 

 

 

 

変圧器一次側において3 相のうちの1 

相の電路の開放が生じた場合に検知でき

るよう，変圧器一次側の電路は，電路を

筐体に内包する変圧器やガス絶縁開閉装

置等により構成し，3 相のうちの1 相の

電路の開放が生じた場合に保護継電器に

て自動で故障箇所の隔離及び非常用母線

の受電切替ができる設計とし，電力の供

給の安定性を回復できる設計とする。 

 

 

 

 

 

重要安全施設への電力供給に係る電気

盤及び当該電気盤に影響を与えるおそれ

のある電気盤（安全施設（重要安全施設

を除く。）への電力供給に係るものに限

る。）について，遮断器の遮断時間の適

切な設定，非常用ディーゼル発電機の停

止等により，高エネルギーのアーク放電

によるこれらの電気盤の損壊の拡大を防

止することができる設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（発電炉の記載） 

＜不一致の理由＞ 

東海第二では高エ

ネルギーのアーク

損傷の記載がない

ため，最新の発電

炉の記載をし，比

較をした。 

【許可からの変更点】 

「過電流等」について対象を明

確にした。 

【許可からの変更点】 

「母線等」について対象を

明確にした。 

【許可からの変更点】 

許可の要求では「高エネル

ギーのアーク放電による電

気盤の損壊の拡大を防止す

るために必要な措置」につ

いて要求がなく，技術基準

規則で明確な要求となった

ため。 

【許可からの変更点】 

「メタルクラッド開閉装

置等」について対象を明

確にした。 

③ P10 から 

⑤ P11 から 

④ P11 から 
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５  非常用電源設備及びその

附属設備は、多重性を確保

し、及び独立性を確保し、そ

の系統を構成する機械又は器

具の単一故障が発生した場合

であっても、運転時の異常な

過渡変化時又は設計基準事故

時において安全上重要な施設

及び設計基準事故に対処する

ための設備がその機能を保す

るために十分な容量を有する

ものでなければならない。⑥—

1,⑥—2,⑥—3,⑥—4,⑥—5,⑥—6,

⑥—7,⑥—8,⑥—9,⑥—10,⑥—11 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

再処理施設の非常用電源設備及びそ

の附属設備（非常用所内電源設備（非

常用ディーゼル発電機，非常用蓄電

池，燃料貯蔵設備等）及び安全上重要

な施設への電力供給設備（非常用メタ

ルクラッド開閉装置，非常用パワーセ

ンタ，非常用モータコントロールセン

タ，ケーブル））は，多重性を確保

し，及び独立性を確保し,その系統を構

成する機械又は器具の単一故障が発生

した場合であっても，運転時の異常な

過渡変化時又は設計基準事故時におい

て安全上重要な施設及び設計基準事故

に対処するための設備がその機能を確

保するため，７日間の外部電源喪失を

仮定しても非常用ディーゼル発電機の

連続運転により電力を供給できる設計

とする。⑥—1 

 

非常用ディーゼル発電機の燃料を貯

蔵する燃料貯蔵設備（耐震Ｓクラス）

は，７日分の連続運転に必要な容量以

上の燃料を事業所内に貯蔵できる設計

とする。⑥—2 

 

 

 

 

 

 保安電源設備は受電開閉設備，変圧

器，所内高圧系統，所内低圧系統，デ

ィーゼル発電機，直流電源設備，計測

制御用電源設備及びケーブルで構成す

る設計とする。⑦-14 

 

 

 

非常用電源建屋は，地上２階，地下

１階の建物とする設計とする。⑨-1 

 

 

 

 

 

 

再処理施設に接続する電線路のうち少

なくとも２回線は，電力系統と非常用所

内電源系統とを接続する外部電源系統を

２つ以上設ける設計とすることにより，

再処理施設において受電可能な設計と

し，かつ，それにより再処理施設を電力

系統に連系する設計とする。⑤—2 

 

再処理施設の非常用電源設備及びその

附属設備（非常用所内電源設備（非常用

ディーゼル発電機，非常用蓄電池，燃料

貯蔵設備等）及び安全上重要な施設への

電力供給設備（非常用メタルクラッド開

閉装置，ケーブル等））は，多重性を確

保し，及び独立性を確保し,その系統を

構成する機械又は器具の単一故障が発生

した場合であっても，運転時の異常な過

渡変化時又は設計基準事故時において安

全上重要な施設及び設計基準事故に対処

するための設備がその機能を確保するた

め，７日間の外部電源喪失を仮定しても

非常用ディーゼル発電機の連続運転によ

り電力を供給できる設計とする。⑥—1 

 

 

 

 

非常用ディーゼル発電機の燃料を貯蔵

する燃料貯蔵設備（耐震Ｓクラス）は，

７日分の連続運転に必要な容量以上の燃

料を事業所内に貯蔵できる設計とする。

⑥—2 

 

 

リ．その他再処理設備の附属施設の構

造及び設備 

(１) 動力装置及び非常用動力装置の

構造及び設備 

(ⅰ) 電気設備 

(ａ) 構 造 

(イ) 設計基準対象の施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

きるよう，送電線引留部の外観確認が可

能な設計とする。◇7  

 

 

第４項について 

再処理施設に接続する電線路のうち少

なくとも２回線は，電力系統と非常用所

内電源系統とを接続する外部電源系統を

少なくとも２つ以上設けることにより，

当該再処理施設において受電可能な設計

とし，かつ，それにより当該再処理施設

を電力系統に連系する設計とする。 

また，154ｋＶ送電線は，約３ｋｍ離

れた東北電力ネットワーク株式会社六ヶ

所変電所に連系する設計とする。◇1  

 

第５項について 

再処理施設の第１非常用ディーゼル発

電機及びその附属設備は，多重性及び独

立性を考慮し，必要な容量のものを使用

済燃料受入れ・貯蔵建屋内の各々異なる

区画に２台備え，それぞれ 6.9ｋＶ非常

用母線に接続する設計とする。第２非常

用ディーゼル発電機及びその附属設備

は，多重性及び独立性を考慮し，必要な

容量のものを非常用電源建屋内の各々異

なる区画に２台備え，それぞれ 6.9ｋＶ

非常用主母線に接続する設計とする。ま

た，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋及び非

常用電源建屋に非常用ディーゼル発電機

用として，燃料貯蔵設備をそれぞれ各々

異なる区画に２系統を設置し，多重性及

び独立性を確保する設計とする。◇1  

 

非常用直流電源設備として，使用済燃

料受入れ・貯蔵建屋に第１非常用直流電

源設備（110Ｖ）を，その他非常用所内

電源を必要とする建物ごとに第２非常用

直流電源設備（110Ｖ）を，さらに制御

建屋に第２非常用直流電源設備（220

Ｖ）をそれぞれ２系統ずつ，各々異なる

区画に設置し，多重性及び独立性を確保

する設計とする。◇1  

 

これらにより，いずれか１系統の単一

故障が発生した場合でも，残りの系統に

より安全上重要な施設及び設計基準事故

に対処するための設備の機能を確保する

容量を有する設計とする。◇1  

設計基準事故に対処するために必要な

非常用ディーゼル発電機等の連続運転に

必要とする燃料を貯蔵する設備として，

第１非常用ディーゼル発電機用に重油タ

 

 

 

 

 

 

 

 

非常用電源設備及びその付属設備は，

多重性又は多様性を確保し，及び独立性

を確保し，その系統を構成する機械又は

器具の単一故障が発生した場合であって

も，運転時の異常な過渡変化時又は設計

基準事故時において，工学的安全施設及

び設計基準事故に対処するための設備が

その機能を確保するために十分な容量を

有する設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤—2（P1 へ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑨-1（P1 から） 

 

 

 

 

 

 

【「等」の解説】 

「非常用所内電源設備（非

常用ディーゼル発電機，非

常用蓄電池，燃料貯蔵設備

等）」の示す内容は非常用

ディーゼル発電機を動作さ

せる附属設備の総称として

の記載であることから許可

の記載を用いた。 

【許可からの変更点】 

「非常用メタルクラッド開

閉装置等」について対象を

明確にした。 

【許可からの変更点】 

電気設備のうち保安電源設

備について，冒頭で設備の

構成を明確にした。 

⑥ P6 から 

（当社の記載） 

＜不一致の理由＞ 

許可本文の記載を受け

て，電気設備を主とし

て設置している建屋を

示すため。 

（発電炉の記載） 

＜不一致の理由＞ 

発電炉は多重性又

は多様性と要求が

あるが，再処理施

設は多様性の要求

は無く多重性のみ

の要求であるた

め。 

（双方の記載） 

＜不一致の理由＞ 

法令に基づく用語

が異なるため。 

（双方の記載） 

＜不一致の理由＞ 

再処理施設では十分

な容量を７日間と定

めているため。 
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7.1.1.1 受電開閉設備 

再処理施設の電力は，外部から 154ｋ

Ｖ送電線２回線で受電し，所要の電圧

に降圧し再処理施設へ給電する設計と

する。⑤—3 

 

送電線２回線の停止時に備えて，非

常用ディーゼル発電機，非常用蓄電

池，燃料貯蔵設備等で構成する非常用

電源設備及びその附属設備を設置する

設計とする。①—2 

 

受電開閉設備は，廃棄物管理施設及

びＭＯＸ燃料加工施設と共用する設計

とする。⑧—1 

 

受電開閉設備は，廃棄物管理施設及

びＭＯＸ燃料加工施設との共用によっ

て安全機能を有する施設への電力の供

給が停止することがないよう，廃棄物

管理施設及びＭＯＸ燃料加工施設への

給電を考慮しても十分な容量を有する

ことから，共用によって再処理施設の

安全性を損なわない設計とする。⑧—2 

 

7.1.1.2 変圧器 

受電開閉設備で受電し，受電変圧器

を通して 6.9ｋＶに降圧した後，再処理

施設へ給電する設計とする。⑦—1 

 

受電変圧器は，廃棄物管理施設及び

ＭＯＸ燃料加工施設と共用する設計と

する。⑧—3 

 

受電変圧器は，廃棄物管理施設及び

ＭＯＸ燃料加工施設との共用によって

安全機能を有する施設への電力の供給

が停止することがないよう，MOX 燃料

加工施設及び廃棄物管理施設への給電

を考慮しても十分な容量を有すること

から，共用によって再処理施設の安全

性を損なわない設計とする。⑧—4 

 

7.1.1.3 所内高圧系統 

非常用の所内高圧系統（メタルクラ

ッド開閉装置で構成）は，高圧主母線

及び高圧母線で構成し，多重性を持た

せた２系統の母線で安全上重要な負荷

等に給電する設計とする。⑦—2 

また，動力用変圧器を通して降圧

し，非常用の所内低圧系統（パワーセ

ンタ及びモータコントロールセンタで

再処理施設の電力は，外部から154ｋ

Ｖ送電線２回線で受電し，所要の電圧に

降圧し再処理施設へ給電する設計とす

る。⑤—3 

 

 

送電線２回線の停止時に備えて，非常

用ディーゼル発電機，非常用蓄電池，燃

料貯蔵設備等で構成する非常用電源設備

及びその附属設備を設置する。①—2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ンクを，第２非常用ディーゼル発電機用

に燃料油貯蔵タンクを設置し，それぞれ

７日間の連続運転に必要な容量以上の燃

料を貯蔵する設計とする。◇1  

 

9.2 電気設備 

9.2.1 設計基準対象の施設 

9.2.1.1 概要 

 再処理施設は，安全上重要な施設がそ

の機能を維持するために必要となる電力

を当該安全上重要な施設に供給するた

め，154ｋＶ送電線２回線で電力系統に

連系した設計とする。◇1  

 

電線路のうち少なくとも２回線は，電

力系統と非常用所内電源系統とを接続す

る外部電源系統を２つ以上設ける設計と

することにより，当該再処理施設におい

て受電可能な設計とし，かつ，それによ

り当該再処理施設を電力系統に連系する

設計とする。◇1  

 

154ｋＶ送電線は，１回線停止時にお

いても再処理施設及び当該送電線を共用

する施設のいずれも運転可能な送電能力

を有する設計とする。◇1  

再処理施設の電力は，東北電力ネット

ワーク株式会社電力系統の 154ｋＶ送電

線２回線（約 30ｋｍ先の上北変電所か

ら六ヶ所変電所を経由）から【◇1 】受電

開閉設備で受電し，受電変圧器を通して

6.9ｋＶに降圧した後，再処理施設へ給

電する設計とする。⑦—1 

 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設

並びに非常用電源建屋に非常用ディーゼ

ル発電機を設けるとともに，安全上重要

な施設を有する建屋に非常用蓄電池を設

ける設計とする。◇1  

 

保安電源設備は，安全機能を有する施

設への電力の供給が停止することがない

よう，機器の損壊，故障その他の異常を

検知するとともに，その拡大を防止でき

るよう，遮断器により故障箇所を隔離

し，故障による影響を局所化し，他の安

全機能への影響を限定できる構成とす

る。◇1  

 

外部電源に直接接続している受電変圧

器の一次側において３相のうち１相の電

路の開放が発生した場合，系統の電圧低

下の警報により使用している受電変圧器

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1. 非常用電源設備の電源系統 

1.1 非常用電源系統 

非常用高圧母線（メタルクラッド開閉

装置で構成）は，多重性を持たせ，3 系

統の母線で構成し，工学的安全施設に関

係する高圧補機と発電所の保安に必要な

高圧補機へ給電する設計とする。 

 

また，動力変圧器を通して降圧し，非

常用低圧母線（パワーセンタ及びモータ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑧—1（P10 から） 

 

 

 

 

⑧—2（P7 から） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑧—3（P10 から） 

 

 

 

 

 

 

⑧—4（P7 から） 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑦—2（P6 から） 

 

 

 

【許可からの変更点】 

電気設備の構成について 

所内高圧系統の構成につい

て明確に記載した。 

（当社の記載） 

＜不一致の理由＞ 

再処理施設は第十六条

５項の要求で電気設備

の一部を廃棄物管理施

設及びＭＯＸ燃料加工

施設と共用するため。 
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構成）へ給電する設計とする。⑦—3 

常用及び運転予備用の所内高圧系統

は，主母線として，常用主母線及び運

転予備用主母線で構成し，母線とし

て，常用母線及び運転予備用母線で構

成し，給電する設計とする。それぞれ

の母線から動力変圧器を通して降圧

し，常用及び運転予備用の所内低圧系

統（パワーセンタ及びモータコントロ

ールセンタで構成）へ給電する設計と

する。⑦—4 

 

所内高圧系統の一部は，廃棄物管理

施設及びＭＯＸ燃料加工施設と共用す

る設計とする。⑧—5 

 

所内高圧系統の一部は，廃棄物管理

施設及びＭＯＸ燃料加工施設との共用

によって安全機能を有する施設への電

力の供給が停止することがないよう，

機器の損壊，故障その他の異常を検知

した場合，常用主母線又は運転予備用

主母線の遮断器により故障箇所を隔離

し，故障による影響を局所化し，他の

安全機能への影響を限定することか

ら，共用によって再処理施設の安全性

を損なわない設計とする。⑧—6 

 

また，所内高圧系統のうち廃棄物管

理施設及びＭＯＸ燃料加工施設と共用

する所内高圧系統は，共用する負荷が

接続されているが，共用する負荷を新

たに追加するものではないため必要と

なる容量が増加するものではないこと

から，共用によって再処理施設の安全

性を損なわない設計とする。⑧—7 

 

7.1.1.4 所内低圧系統 

非常用の所内低圧系統は，低圧母線

で構成し，多重性を持たせた２系統の

母線で安全上重要な負荷等に給電する

設計とする。⑦—5 

常用及び運転予備用の所内低圧系統

は，低圧母線で構成し，安全機能を有

する負荷等に給電する設計とする。⑦—

6 

 

所内低圧系統の一部は，廃棄物管理

施設及びＭＯＸ燃料加工施設と共用す

る設計とする。⑧—8 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

が自動で切り替わる設計とする。◇7  

 

また，受電変圧器が自動で切り替わら

ない場合には手動にて受電変圧器の切替

えを実施する設計とする。なお，受電変

圧器の切替えが実施できない場合には，

手動にて１相開放故障が発生した受電変

圧器を切り離すことにより，ディーゼル

発電機を起動させ，安全機能を有する施

設に電力を供給し，再処理施設の非常用

所内電源系統を安定状態に移行させる設

計とする。◇7  

 

母線構成は，極力簡単にし，母線の切

替操作を容易，かつ，信頼性の高いもの

にするとともに，誤操作を防止するため

の措置を講ずる。非常用所内電源系統に

は，必要に応じ環境の条件を模擬した試

験により健全性を確認したものを使用す

る設計とする。◇5  

 

非常用所内電源系統は，再処理施設の

運転中又は停止中に定期的に試験及び検

査ができるとともに，その安全機能を健

全に維持するための適切な保守及び修理

ができる設計とする。◇5  

 

非常用電源設備及びその附属設備は，

多重性及び独立性を確保する設計とす

る。具体的には，独立した２箇所に非常

用電源設備及びその附属設備を設置し，

それぞれ必要な容量を有する非常用ディ

ーゼル発電機に接続する設計とするとと

もに，非常用の直流電源設備を独立した

２箇所に設置する設計とする。◇1  

 

非常用所内電源系統は，安全上重要な

負荷等への電源として，電気的及び物理

的に相互に分離独立した電源を確保し，

共通原因により機能を失うことなく，少

なくとも１系統は機能の維持及び人の接

近性を確保できる設計とする。非常用所

内電源系統のみの運転下又は外部電源系

統のみの運転下で，単一故障を仮定して

も，安全上重要な施設の安全機能を失う

ことのない設計とする。◇1  

 

これらにより，その系統を構成する機

器の単一故障が発生した場合にも，機能

が確保できる設計とする。なお，使用済

燃料受入れ・貯蔵建屋には第１非常用デ

ィーゼル発電機及び第１非常用蓄電池

を，再処理施設（使用済燃料の受入れ施

コントロールセンタで構成）へ給電す

る。 

非常用低圧母線も同様に多重性を持た

せ3 系統の母線で構成し，工学的安全施

設に関係する低圧補機と発電所の保安に

必要な低圧補機へ給電する設計とする。 

また，高圧及び低圧母線等で故障が発

生した際は，遮断器により故障箇所を隔

離できる設計とし，故障による影響を局

所化できるとともに，他の安全施設への

影響を限定できる設計とする。 

さらに，非常用所内電源系からの受電

時の母線切替操作が容易な設計とする。 

これらの母線は，独立性を確保し，そ

れぞれ区画分離された部屋に配置する設

計とする。 

 

原子炉緊急停止系並びに工学的安全施設

に関係する多重性を持つ動力回路に使用

するケーブルは，負荷の容量に応じたケ

ーブルを使用し，多重化したそれぞれの

ケーブルについて相互に物理的分離を図

る設計とするとともに制御回路や計装回

路への電気的影響を考慮した設計とす

る。 

 

 

2. 交流電源設備 

2.1 非常用交流電源設備 

 

発電用原子炉施設は，重要安全施設が

その機能を維持するために必要となる電

力を当該重要安全施設に供給するため，

電力系統に連系した設計とする。 

 

 

発電用原子炉施設には，電線路及び当

該発電用原子炉施設において常時使用さ

れる発電機からの電力の供給が停止した

場合において発電用原子炉施設の安全性

を確保するために必要な装置の機能を維

持するため，内燃機関を原動力とする非

常用電源設備を設ける設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑦—3（P6 から） 

 

 

 

 

 

 

⑦—4（P6 から） 

 

 

 

 

 

⑧—5（P10 から） 

 

 

 

 

 

 

⑧—6（P7 から） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑧—7（P7 から） 

 

 

 

 

 

 

 

⑦—5（P6 から） 

 

 

 

 

⑦—6（P6 から） 

 

 

⑧—8（P10 から） 

 

 

 

 

① P1 へ 

② P1 へ 

【許可からの変更点】 

電気設備の構成について 

所内低圧系統の構成につい

て明確に記載した。 

⑧ P9 へ 
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所内低圧系統のうち廃棄物管理施設

及びＭＯＸ燃料加工施設と共用する所

内低圧系統は，共用する負荷が接続さ

れているが，共用する負荷を新たに追

加するものではないため必要となる容

量が増加するものではないことから，

共用によって再処理施設の安全性を損

なわない設計とする。⑧—9 

 

 

7.1.1.5 ディーゼル発電機 

非常用ディーゼル発電機として，使

用済燃料受入れ・貯蔵建屋に第１非常

用ディーゼル発電機を，非常用電源建

屋に第２非常用ディーゼル発電機を設

置する設計とする。①—3 

また，ユーティリティ建屋に運転予

備用ディーゼル発電機を，第２ユーテ

ィリティ建屋に第２運転予備用ディー

ゼル発電機を設置する設計とする。⑦—

7 

 

外部電源が完全に喪失した場合で

も，第１非常用ディーゼル発電機で使

用済燃料の受入れ及び貯蔵に必要な施

設の安全を確保するための負荷に対し

て給電可能な設計とする。①—4 

また，第２非常用ディーゼル発電機

で再処理施設（使用済燃料の受入れ及

び貯蔵に必要な施設を除く。）の安全

を確保するための負荷に対して給電可

能な設計とする。①—5 

 

なお，運転予備用ディーゼル発電機

からユーティリティ建屋の運転予備用

主母線，第２運転予備用ディーゼル発

電機から第２ユーティリティ建屋の運

転予備用主母線に給電できる設計とす

る。⑦—8 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

非常用ディーゼル発電機として，使用

済燃料受入れ・貯蔵建屋に第１非常用デ

ィーゼル発電機を，非常用電源建屋に第

２非常用ディーゼル発電機を設置する。

①—3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設及び貯蔵施設を除く。）には第２非常

用ディーゼル発電機及び第２非常用蓄電

池を各々異なる区画に設置する設計とす

る。◇1  

 

非常用ディーゼル発電機は，７日間の

外部電源喪失を仮定しても電力を供給で

きるよう，７日間以上連続運転できる燃

料貯蔵設備を敷地内に設け，非常用ディ

ーゼル発電機の燃料油系により，運転時

に連続して燃料を供給できる設計とす

る。◇1  

 

再処理施設の電源構成について，6.9

ｋＶ主母線は，常用４母線，運転予備用

４母線及び非常用２母線で構成し，6.9

ｋＶ母線は，常用 11 母線，運転予備用

９母線及び非常用９母線で構成する。ま

た，460Ｖ母線は，常用 27 母線，運転予

備用 23 母線及び非常用 19 母線で構成す

る。⑦—2，⑦—3, ⑦—4, ⑦—5，⑦—6 

 

 

再処理施設内の機器は，安全上重要な

負荷等とその他の機器で電源が必要な機

器（以下「一般負荷」という。）に分

け，それぞれ非常用母線，常用母線に接

続する設計とする。また，一般負荷のう

ち運転機能保護のために必要な負荷（以

下「運転予備負荷」という。）は，運転

予備用母線に接続する設計とする。◇9  

 

ディーゼル発電機は，非常用４台及び

運転予備用２台で構成する設計とする。

◇8  

 

直流電源設備は，非常用 20 系統及び常

用 31 系統で構成する。計測制御用交流

電源設備は，非常用の無停電交流母線

16 母線及び計測母線 10 母線並びに常用

の無停電交流母線 22 母線及び計測母線

18 母線で構成する設計とする。⑦—9，

⑦—10，⑦—11，⑦—12，⑦—13 

 

電気設備は，上記設備の他に照明及び

作業用電源設備，ケーブル及び電線路で

構成する設計とする。◇9  

 

東北電力ネットワーク株式会社電力系

統の 154ｋＶ送電線２回線から受電開閉

設備で受電し，受電変圧器を通して再処

理施設に給電を行っているが，当該電気

設備のうち，受電開閉設備，ユーティリ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

発電用原子炉施設の安全性を確保する

ために必要な装置（非常用電源設備及び

その燃料補給設備，使用済燃料プールへ

の補給設備，原子炉格納容器内の圧力，

温度，酸素・水素濃度，放射性物質の濃

度及び線量当量率の監視設備並びに中央

制御室外からの原子炉停止設備）は，内

燃機関を原動力とする非常用電源設備の

非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプ

レイ系ディーゼル発電機を含む。）から

の電源供給が可能な設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

非常用電源設備及びその付属設備は，

多重性又は多様性を確保し，及び独立性

を確保し，その系統を構成する機械又は

器具の単一故障が発生した場合であって

も，運転時の異常な過渡変化時又は設計

基準事故時において，工学的安全施設及

び設計基準事故に対処するための設備が

その機能を確保するために十分な容量を

有する設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑧—9（P7 から） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑦—7（P15 から） 

 

①—4（P10，11 から） 

⑦—2（P4 へ） 

⑦—3（P5 へ） 

⑦—4（P5 へ） 

⑦—5（P5 へ） 

⑦—6（P5 へ） 

①—5（P11 から） 

 

 

 

 

 

 

⑦—8（P15，18，19 か

ら） 

 

 

⑦—9（P8 へ） 

⑦—10（P8 へ） 

⑦—11（P9 へ） 

⑦—12（P9 へ） 

⑦—13（P9 へ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【許可からの変更点】 

運転予備用ディーゼル発電

機の設置場所について明確

に記載した。 

（発電炉の記載） 

＜不一致の理由＞ 

発電炉特有であ

り，再処理施設の

設備構成に該当し

ないことから，記

載しない。 

⑥ P3 へ 

【許可からの変更点】 

安全を確保するための負荷

にモニタリングポストも含

んでいることから，記載し

ない。 

【許可からの変更点】 

運転予備用ディーゼル発電

機及び第２運転予備用ディ

ーゼル発電機の構成を明確

にした。 

（再処理の記載） 

＜不一致の理由＞ 

発電炉とは設備構成が

異なり，再処理施設に

は運転予備用のディー

ゼル発電機及び第２運

転予備用ディーゼル発

電機があるため。 

（再処理の記載） 

＜不一致の理由＞ 

発電炉とは設備構成が

異なり，再処理施設に

は運転予備用のディー

ゼル発電機及び第２運

転予備用ディーゼル発

電機があるため。 
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非常用ディーゼル発電機は,非常用所

内電源系統低電圧信号で起動し，設計

基準事故における安全上重要な施設の

設備の作動開始時間を満足する時間で

ある 15 秒以内に電圧を確立した後は，

各非常用主母線に接続し，負荷に給電

する設計とする。①—6 

 

 

 

 

 

 

 

 

燃料貯蔵設備として，第１非常用デ

ィーゼル発電機用に重油タンクを，第

２非常用ディーゼル発電機用に燃料油

貯蔵タンクを設置する設計とする。⑥—

3 

 

重油タンク及び燃料油貯蔵タンク

は，７日間の外部電源喪失を仮定して

も，設計基準事故に対処するために必

要な第１非常用ディーゼル発電機及び

第２非常用ディーゼル発電機をそれぞ

れ７日間運転することにより必要とす

る電力を供給できる容量以上の燃料を

事業所内に貯蔵する設計とする。⑥—4 

 

ディーゼル発電機の一部は，廃棄物

管理施設及びＭＯＸ燃料加工施設と共

用する設計とする。⑧—10 

 

ディーゼル発電機のうちＭＯＸ燃料

加工施設と共用する第１非常用ディー

ゼル発電機及びその燃料を供給する重

油タンクは，共用する負荷が接続され

ているが，共用する負荷を新たに追加

するものではないため必要となる容量

が増加するものではないことから，共

用によって再処理施設の安全性を損な

わない設計とする。⑧—11 

 

ディーゼル発電機のうちＭＯＸ燃料

加工施設と共用する第２運転予備用デ

ィーゼル発電機及びその燃料を供給す

る燃料貯蔵設備は，ＭＯＸ燃料加工施

設との共用によって安全機能を有する

施設への電力の供給が停止することが

ないよう，ＭＯＸ燃料加工施設への給

電を考慮しても十分な容量を有するこ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

さらに，燃料貯蔵設備として，第１非

常用ディーゼル発電機用に重油タンク

を，第２非常用ディーゼル発電機用に燃

料油貯蔵タンクを設置する。⑥—3 

 

 

重油タンク及び燃料油貯蔵タンクは，

７日間の外部電源喪失を仮定しても，設

計基準事故に対処するために必要な第１

非常用ディーゼル発電機２台及び第２非

常用ディーゼル発電機２台をそれぞれ７

日間運転することにより必要とする電力

を供給できる容量以上の燃料を事業所内

に貯蔵する設計とする。⑥—4 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ティ建屋の１号受電変圧器及び２号受電

変圧器，所内高圧系統のうち 6.9ｋＶ常

用主母線を廃棄物管理施設及びＭＯＸ燃

料加工施設と共用し，給電を行う設計と

する。◇1  

 

また，受電開閉設備，第２ユーティリ

ティ建屋の３号受電変圧器及び４号受電

変圧器，所内高圧系統並びに第２運転予

備用ディーゼル発電機をＭＯＸ燃料加工

施設と共用し，給電を行う設計とする。

なお，ＭＯＸ燃料加工施設と共用する放

射線監視設備のモニタリングポストは，

第１非常用ディーゼル発電機を非常用電

源とする設計とすることから，使用済燃

料の受入れ施設及び貯蔵施設の 6.9ｋＶ

常用母線，6.9ｋＶ非常用母線，460Ｖ非

常用母線，第１非常用ディーゼル発電機

及びその燃料を供給する重油タンクにつ

いても，ＭＯＸ燃料加工施設と共用す

る。◇1  

 

また，再処理施設は廃棄物管理施設及

びＭＯＸ燃料加工施設との共用によって

安全機能を有する施設への電力の供給が

停止することがないよう，機器の損壊，

故障その他の異常を検知した場合，常用

主母線又は運転予備用主母線の遮断器に

より故障箇所を隔離し，故障による影響

を局所化し，他の安全機能への影響を限

定するとともに，受電変圧器について

は，廃棄物管理施設及びＭＯＸ燃料加工

施設への給電を考慮しても十分な容量を

有することから，共用によって再処理施

設の安全性を損なわない設計とする。⑧

—2，⑧—4，⑧—6，⑧—7，⑧—9，⑧—11，

⑧—12，⑧—13 

 

照明設備は通常時に使用する照明の他

に，安全避難通路にその位置を明確かつ

恒久的に表示することにより容易に識別

でき，照明用の電源が喪失した場合にお

いても機能を損なわない避難用照明と設

計基準事故が発生した場合において，昼

夜及び場所を問わず事故対策のための作

業が生じた場合に作業が可能となるよ

う，避難用の照明とは別に作業用照明を

設ける設計とする。また，現場作業の緊

急性との関連において，仮設照明の準備

に時間的猶予がある場合には，可搬型照

明を活用する設計とする。◇3  

 

 

非常用ディーゼル発電機（高圧炉心ス

プレイ系ディーゼル発電機を含む。）

は，非常用高圧母線低電圧信号又は非常

用炉心冷却設備作動信号で起動し，設置

（変更）許可を受けた原子炉冷却材喪失

事故における工学的安全施設の設備の作

動開始時間を満足する時間である10 秒

以内に電圧を確立した後は，各非常用高 

圧母線に接続し，負荷に給電する設計と

する。 

設計基準事故時において，発電用原子

炉施設に属する非常用所内電源設備及び

その付属設備は，発電用原子炉ごとに単

独で設置し，他の発電用原子炉施設と共

用しない設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

7 日間の外部電源喪失を仮定しても，

設計基準事故に対処するために必要な非

常用ディーゼル発電機1台及び高圧炉心

スプレイ系ディーゼル発電機1 台を7 日

間並びに常設代替高圧電源装置2 台を1 

日間運転することにより必要とする電力

を供給できる容量以上の燃料を敷地内の

軽油貯蔵タンクに貯蔵する設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①—6（P11 から） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑧—2（P4 へ） 

⑧—4（P4 へ） 

⑧—6（P5 へ） 

⑧—7（P5 へ） 

⑧—9（P6 へ） 

⑧—12（P8 へ） 

⑧—13（P8 へ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【許可からの変更点】 

非常用ディーゼル発電機か

らの給電に係る時間の説明

を明確に記載したため。 

⑦ P10 から 

⑨ P10 から 

（双方の記載） 

＜不一致の理由＞ 

発電炉と再処理施設で

は，設計基準事故対処

に必要な時間が異なる

ため。 
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とから，共用によって再処理施設の安

全性を損なわない設計とする。⑧—12 

 

ディーゼル発電機のうち廃棄物管理

施設と共用する運転予備用ディーゼル

発電機及びその燃料を供給する燃料貯

蔵設備は，共用する負荷が接続されて

いるが，共用する負荷を新たに追加す

るものではないため必要となる容量が

増加するものではないことから，共用

によって再処理施設の安全性を損なわ

ない設計とする。⑧—13 

 

7.1.1.6 直流電源設備 

再処理施設の安全性を確保するため

に特に必要な設備に対し，直流電源設

備を設置する設計とする。①—1 

非常用蓄電池として，使用済燃料受

入れ・貯蔵建屋に第１非常用蓄電池

を，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵

施設以外の建屋で非常用電源を必要と

する建屋に第２非常用蓄電池を設置す

る設計とする。①—7 

非常用の直流電源設備は，安全上重

要な負荷のうち，平常時及び異常時の

監視制御用に，常に電源を必要とする

負荷に給電するための非常用所内電源

として，蓄電池及び充電器で構成し，

給電する設計とする。⑦—9 

 

非常用の直流電源設備は，短時間の

全交流動力電源の喪失に対して監視制

御機能を確保できる設計とする。①—2 

 

 

常用の直流電源設備として，蓄電池

及び充電器で構成する設計とする。⑦—

10 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また，非常用蓄電池として，使用済燃

料受入れ・貯蔵建屋に第１非常用蓄電池

を，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施

設以外の建屋で非常用電源を必要とする

建屋に第２非常用蓄電池を設置する。①

—7 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

9.2.1.2 設計方針 

電気設備の設計に際しては，平常時，

異常時を問わず，所内電源の完全な喪失

を招くことなく，再処理施設の安全性を

確保し得るよう，次のような方針で設計

する。 

(１) 一般負荷及び安全上重要な負荷

への電源を確保できる設計とする。◇1  

 

(２) 安全上重要な施設の安全機能を

確保するための必要な電源として，外部

電源系統及び非常用所内電源系統を有す

る設計とする。◇1  

 

ａ．再処理施設の外部電源系統は，受

電可能な 154ｋＶ送電線２回線に連系す

る設計とする。また，当該送電線は，１

回線停止時においても再処理施設及び当

該送電線を共用する施設のいずれも運転

可能な送電能力を有する設計とする。送

電線は，再処理施設内開閉所の外の電力

系統のことをいう。◇1  

 

ｂ．非常用電源設備及びその附属設備

は，多重性及び独立性を確保する設計と

する。具体的には，独立した２箇所に非

常用電源設備及びその附属設備を設置

し，それぞれ必要な容量を有する非常用

ディーゼル発電機に接続する設計とする

とともに，非常用の直流電源設備を独立

した２箇所に設置する設計とする。ま

た，非常用ディーゼル発電機は，７日間

の外部電源喪失を仮定しても電力を供給

できるよう，７日間以上連続運転できる

燃料貯蔵設備を設け，非常用ディーゼル

発電機の燃料油系に接続することによ

り，運転時に連続して燃料を供給できる

設計とする。非常用電源設備及びその附

属設備は，非常用所内電源設備（非常用

ディーゼル発電機，非常用蓄電池，燃料

貯蔵設備等）及び安全上重要な施設への

電力供給設備（安全上重要な施設へ電力

を供給するメタルクラッド開閉装置，パ

ワーセンタ，モータコントロールセン

タ，ケーブル等）のことであり，一連の

設備を非常用所内電源系統という。◇1  

 

(３) 非常用所内電源系統は，安全上

重要な負荷への電源として，電気的及び

物理的に相互に分離独立した電源を確保

し，共通原因により機能を失うことな

く，少なくとも１系統は機能の維持及び

人の接近性を確保できる設計とする。◇1  

3. 直流電源設備及び計測制御用電源設

備 

3.1 常設直流電源設備 

設計基準対象施設の安全性を確保する

上で特に必要な設備に対し，直流電源設

備を施設する設計とする。 

直流電源設備は，全交流動力電源喪失

時から重大事故等に対処するために必要

な電力の供給が常設代替交流電源設備か

ら開始されるまでの約95 分を包絡した

約8 時間に対し，発電用原子炉を安全に

停止し，かつ，発電用原子炉の停止後に

炉心を冷却するための設備が動作すると

ともに，原子炉格納容器の健全性を確保

するための設備が動作することができる

よう，これらの設備の動作に必要な容量

を有する蓄電池（非常用）を設ける設計

とする。 

 

 

非常用の直流電源設備は，直流125V 3 

系統及び直流±24V 2 系統の蓄電池，充

電器，直流125V 主母線盤及び直流125V 

コントロールセンタ等で構成する。これ

らの125V 系3 系統のうち1 系統及び±

24V 系2系統のうち1 系統が故障しても

発電用原子炉の安全性は確保できる設計

とする。また，これらの系統は，多重性

及び独立性を確保することにより，共通

要因により同時に機能が喪失することの

ない設計とする。 

直流母線は125 V 及び±24 V であ

り，非常用直流電源設備5 組の電源の負

荷は，工学的安全施設等の制御装置，電

磁弁，非常用無停電計装分電盤に給電す

る非常用無停電電源装置等である。 

 

これらの位置的分散及び電路の独立性

によって，所内常設直流電源設備は非常

用交流電源設備に対して独立性を有する

設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑧—12（P7 から） 

 

 

 

 

 

 

 

⑧—13（P7 から） 

 

 

 

 

 

①—1（P1 から） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑦—9（P6 から） 

 

 

 

 

 

①—2（P9 から） 

 

 

 

 

⑦—10（P6 へ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【許可からの変更点】 

電気設備の構成について 

非常用の直流電源設備の構

成について明確に記載し

た。 

【許可からの変更点】 

直流電源設備と計測制御用

電源設備の項目を分けて記

載したことから,「短時間

の全交流動力電源の喪失に

対して監視制御機能を確保

できる」を分割し，直流電

源設備と計測制御用電源設

備で記載した。 

【許可からの変更点】 

直流電源設備と計測制御用

電源設備の項目を分けて記

載したことから,「平常時

及び異常時の監視制御用と

して，直流電源設備及び計

測制御用交流電源設備を設

置する」を分割し，直流電

源設備と計測制御用電源設

備で記載した。 

【許可からの変更点】 

電気設備の構成について 

常用の直流電源設備の構成

について明確に記載した。 

【許可からの変更点】 

電気設備の設置について 

直流電源設備の設置につい

て，直流電源設備の冒頭に

て明確に記載した。 

（再処理の記載） 

＜不一致の理由＞ 

発電炉と再処理施設で

設備構成が異なるた

め。 
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7.1.1.7 計測制御用交流電源設備 

 再処理施設の安全性を確保するため

に特に必要な設備に対し，非常用の計

測制御用交流電源設備を設置する設計

とする。①—1 

 

非常用の計測制御用交流電源設備

は，安全上重要な負荷のうち，平常時

及び異常時の監視制御用に電源を必要

とする負荷に給電するための非常用所

内電源として，無停電電源装置，非常

用無停電交流母線及び計測交流電源の

計測母線で構成し，給電する設計とす

る。⑦—11 

非常用の計測制御用交流電源設備

は，短時間の全交流動力電源の喪失に

対して監視制御機能を確保できる設計

とする。①—3 

非常用の計測制御用交流電源設備

は，外部電源喪失時に必要な電力の供

給が非常用ディーゼル発電機から開始

されるまでの間においても，非常用直

流電源設備である蓄電池（非常用）か

ら直流電源が供給されることにより，

非常用無停電交流電源盤に対し電力供

給を確保できる設計とする。⑦—12 

 

常用の計測制御用交流電源設備とし

て，無停電電源装置，無停電交流母線

及び計測交流電源の計測母線で構成

し，給電する設計とする。⑦—13 

 

安全上重要な施設に関係する動力回

路，制御回路及び計装回路のケーブル

は，その多重性及び独立性を確保する

ため，それぞれ相互に分離したケーブ

ルトレイ及び電線管を使用して敷設

し，相互に独立性を侵害することのな

い設計とする。⑥—3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(４) 電気設備は，短時間の全交流動

力電源の喪失に対して監視制御機能を確

保できる設計とする。①—2,①—3 

 

(５) 電気設備は，非常用所内電源系

統のみの運転下又は外部電源系統のみの

運転下で，単一故障を仮定しても，安全

上重要な施設の安全機能を失うことのな

い設計とする。◇1  

 

(６) 再処理施設の安全機能を有する

施設へ電力を供給するための施設は，機

器の損壊，故障その他の異常を検知する

とともに，その拡大を防止できるよう，

遮断器により故障箇所を隔離し，故障に

よる影響を局所化し，他の安全機能への

影響を限定できる構成とする。【◇1 】ま

た，１相開放故障が発生した場合，系統

の電圧低下の警報，また，電圧低下が小

さい場合は，当直（運転員）が１相開放

故障に伴い生じる負荷の警報により，安

全機能を有する施設への電力の供給が不

安定になったことを検知し，手動にて給

電中の受電変圧器を切り離すことによ

り，非常用ディーゼル発電機を起動さ

せ，非常用母線に電力を供給し，再処理

施設の電源系統を安定状態に移行させる

設計とする。◇7  

 

(７) 母線構成は，極力簡単にし，母

線の切替操作を容易，かつ，信頼性の高

いものにするとともに，誤操作を防止す

るための措置を講ずる。◇5  

 

(８) 平常時及び異常時の監視制御用

として，直流電源設備及び計測制御用交

流電源設備を設置する設計とする。②—1 

 

 

(９) 再処理施設内ケーブル，ケーブ

ルトレイ，電線管及び電源盤の材料は，

可能な限り不燃性又は難燃性のものを使

用する設計とする。◇4  

 

(10) 建屋内に設置する変圧器は，乾

式を使用する設計とする。◇4  

 

(11) 非常用所内電源系統には，必要

に応じ環境の条件を模擬した試験により

健全性を確認したものを使用する設計と

する。◇5  

3.5 計測制御用電源設備 

設計基準対象施設の安全性を確保する

上で特に必要な設備に対し，計測制御用

電源設備として，無停電電源装置を施設

する設計とする。 

 

 

非常用の計測制御用電源設備は，計装

用主母線盤 2 母線及び計装用分電盤 3 

母線で構成する。 

非常用の計測制御用電源設備は，非常

用低圧母線と非常用直流母線に接続する

無停電電源装置及び計装用主母線盤等で

構成し，核計装の監視による発電用原子

炉の安全停止状態及び未臨界の維持状態

の確認が可能な設計とする。 

 

非常用の無停電電源装置は，外部電源

喪失及び全交流動力電源喪失時から重大

事故等に対処するために必要な電力の供

給が常設代替交流電源設備から開始され

るまでの間においても，非常用直流電源

設備である蓄電池（非常用）から直流電

源が供給されることにより，非常用無停

電計装分電盤に対し電力供給を確保する

設計とする。 

 

 

 

 

 

原子炉緊急停止系並びに工学的安全施

設に関係する多重性を持つ動力回路に使

用するケーブルは，負荷の容量に応じた

ケーブルを使用し，多重化したそれぞれ

のケーブルについて相互に物理的分離を

図る設計とするとともに制御回路や計装

回路への電気的影響を考慮した設計とす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①—1（P1 から） 

①—2（P8 へ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑦—11（P6 から） 

 

 

 

 

 

 

 

⑦—12（P6 から） 

 

 

 

 

 

 

 

⑦—13（P6 から） 

 

 

 

 

 

 

⑥—3（P24 から） 

②—1（P1 へ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【許可からの変更点】 

外部電源喪失時に非常用

無停電電源装置及び非常

用直流電源設備から供給

される方針に変更はな

く，電源構成を明確にし

た。 

【許可からの変更点】 

「給電対象」について給電

する対象を明確にした。 【許可からの変更点】 

電気設備の構成について 

非常用の計測制御用交流電

源設備の構成について明確

に記載した。 

【許可からの変更点】 

電気設備の構成について 

常用の計測制御用交流電源

設備の構成について明確に

記載した。 

【許可からの変更点】 

電気設備の設置について 

計測制御用交流電源設備の

設置について，計測制御用

交流電源設備の冒頭にて明

確に記載した。 

⑧ P5 から 

14



別紙１① 
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技術基準規則 設工認申請書 基本設計方針 事業変更許可申請書 本文 事業変更許可申請書 添付書類六 発電炉設工認 基本設計方針 備考 
さらに，燃料貯蔵設備として，第１非

常用ディーゼル発電機用に重油タンク

を，第２非常用ディーゼル発電機用に燃

料油貯蔵タンクを設置する。⑥—3 

 

重油タンク及び燃料油貯蔵タンクは，

７日間の外部電源喪失を仮定しても，設

計基準事故に対処するために必要な第１

非常用ディーゼル発電機２台及び第２非

常用ディーゼル発電機２台をそれぞれ７

日間運転することにより必要とする電力

を供給できる容量以上の燃料を事業所内

に貯蔵する設計とする。⑥—4 

 

 

非常用電源設備及びその附属設備は，

多重性を確保し，及び独立性を確保し，

その系統を構成する機械又は器具の単一

故障が発生した場合であっても，運転時

の異常な過渡変化時又は設計基準事故時

において安全上重要な施設及び設計基準

事故に対処するための設備がその機能を

確保するために７日間の外部電源喪失を

仮定しても，非常用ディーゼル発電機の

連続運転により電力を供給できる設計と

する。□1  

 

非常用所内電源系統を構成する第１非

常用ディーゼル発電機は，電源復旧まで

の期間，モニタリングポスト及びダスト

モニタに，給電できる設計とする。①—4 

 

モニタリングポスト及びダストモニタ

は，「チ．放射線管理施設の設備」に記

載する。□2  

 

電気設備の一部は，廃棄物管理施設及

びＭＯＸ燃料加工施設と共用し，再処理

施設の安全性を損なわない設計とする。

⑧—1，⑧—3，⑧—5，⑧—7，⑧—8 

 

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋の機器配

置概要図を第52図～第58図に示す。□4  

 

非常用電源建屋の機器配置概要図を第

179図～第182図に示す。□4  

 

(ｂ) 主要な設備 

(イ) 設計基準対象の施設 

１） 受電開閉設備（廃棄物管理施設及

びＭＯＸ燃料加工施設と共用） 

回 線 ２ 回線 

電 圧 154 ｋＶ□3  

 

 

(12) 非常用所内電源系統は，再処理

施設の運転中又は停止中に定期的試験及

び検査ができるとともに，その安全機能

を健全に維持するための適切な保守及び

修理ができる設計とする。◇5  

 

(13)再処理施設の安全避難通路には，

その位置を明確かつ恒久的に表示するこ

とにより容易に識別できるように，避難

用照明として誘導灯及び非常灯を設ける

設計とする。◇3  

また，誘導灯及び非常灯は，外部電源

が喪失した場合においてもその機能を損

なわないように蓄電池を内蔵した設計と

する。◇3  

 

(14)再処理施設には，設計基準事故が

発生した場合において用いる作業用の照

明として，中央制御室並びに使用済燃料

の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室に運

転保安灯，直流非常灯又は蓄電池内蔵型

照明を設ける設計とする。◇3  

運転保安灯は，外部電源が喪失した場

合においてもその機能を損なわないよう

に，非常用ディーゼル発電機から電力を

供給する設計とする。◇4  

直流非常灯は非常用直流電源設備（非

常用蓄電池）に接続し，蓄電池内蔵型照

明は内蔵蓄電池を備えることにより，全

交流動力電源喪失時から重大事故等に対

処するために必要な電力の供給が重大事

故等対処設備から開始される前までの

間，その機能を損なわない設計とする。

◇3  

また，設計基準事故等において，想定

外の警報発報により現場作業が必要とな

った場合及びそのアクセスルートについ

ては，制御室に配備している可搬型照明

を活用する。◇3  

 

(15) 電気設備のうち使用済燃料の受

入れ及び貯蔵に係る設備は，再処理設備

本体の運転開始に先立ち使用できる設計

とする。◇12  

 

(16) 電気設備のうち第１非常用ディ

ーゼル発電機，その燃料を供給する燃料

貯蔵設備及び運転予備用ディーゼル発電

機の燃料貯蔵設備を除く，他施設と共用

する設備は，共用する施設において，機

器の破損，故障その他の異常を検知した

4. 燃料設備 

4.1 軽油貯蔵タンクから非常用ディーゼ

ル発電機等への給油 

7 日間の外部電源喪失を仮定しても，

設計基準事故に対処するために必要な非

常用ディーゼル発電機1台及び高圧炉心

スプレイ系ディーゼル発電機1 台を7 日

間並びに常設代替高圧電源装置2 台を1 

日間運転することにより必要とする電力

を供給できる容量以上の燃料を敷地内の

軽油貯蔵タンクに貯蔵する設計とする。 

 

 

 

 

第２章 個別項目 

1. 保安電源設備 

1.1 発電所構内における電気系統の信頼

性確保 

1.1.1 機器の損壊，故障その他の異常の

検知と拡大防止 

安全施設へ電力を供給する保安電源設

備は，電線路，発電用原子炉施設におい

て常時使用される発電機，外部電源系及

び非常用所内電源系から安全施設への電

力の供給が停止することがないよう，発

電機，送電線，変圧器，母線等に保護継

電器を設置し，機器の損壊，故障その他

の異常を検知するとともに，異常を検知

した場合は，ガス絶縁開閉装置あるいは

メタルクラッド開閉装置等の遮断器が動

作することにより，その拡大を防止する

設計とする。 

 

 

 

 

特に，重要安全施設に給電する系統に

おいては，多重性を有し，系統分離が可

能である母線で構成し，信頼性の高い機

器を設置する。 

 

常用高圧母線（メタルクラッド開閉装

置で構成）は，7 母線で構成し，通常運

転時に必要な負荷を各母線に振り分け給

電する。それぞれの母線から動力変圧器

を通して降圧し，常用低圧母線（パワー

センタ及びモータコントロールセンタで

構成）へ給電する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①—4（P6 へ） 

 

 

 

 

 

⑧—1（P4 へ） 

⑧—3（P4 へ） 

⑧—5（P5 へ） 

⑧—8（P5 へ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ P2 へ 

⑦ P7 へ 

⑨ P7 へ 
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技術基準規則 設工認申請書 基本設計方針 事業変更許可申請書 本文 事業変更許可申請書 添付書類六 発電炉設工認 基本設計方針 備考 
２） 受電変圧器（廃棄物管理施設及び

ＭＯＸ燃料加工施設と共用） 

容 量 約90,000 ｋＶＡ（１号，２

号）（廃棄物管理施設及びＭＯＸ燃料加

工施設と共用） 

約36,000ｋＶＡ（３号，４号）（ＭＯ

Ｘ燃料加工施設と共用） 

電 圧 154ｋＶ／6.9ｋＶ 

台 数 ４ 台□3  

 

３） 第１非常用ディーゼル発電機（Ｍ

ＯＸ燃料加工施設と共用） 

台 数 ２ 台 

出 力 約4,400 ｋＷ／台□3  

起動時間 約15 秒①—6 

電源容量は，外部電源が完全に喪失した

場合でも，第１非常用ディーゼル発電機

１台で使用済燃料の受入れ及び貯蔵に必

要な施設の安全を確保するための負荷に

対して給電可能なものとする。①—4 

４） 第２非常用ディーゼル発電機 

台 数 ２ 台 

出 力 約7,300 ｋＷ／台□3  

起動時間 約15 秒①—6 

電源容量は，外部電源が完全に喪失した

場合でも，第２非常用ディーゼル発電機

１台で再処理施設（使用済燃料の受入れ

及び貯蔵に必要な施設を除く。）の安全

を確保するための負荷に対して給電可能

なものとする。①—5 

 

５） 重油タンク（ＭＯＸ燃料加工施設

と共用） 

基 数 ４ 基 

容 量 約130 ｍ３／基 

第１非常用ディーゼル発電機が７日間以

上連続運転できる燃料を貯蔵する。□3  

 

６） 燃料油貯蔵タンク 

基 数 ４ 基 

容 量 約165 ｍ３／基 

第２非常用ディーゼル発電機が７日間以

上連続運転できる燃料を貯蔵する。□3  

 

７） 第１非常用蓄電池 

種 類 鉛蓄電池（浮動充電方式） 

組 数 ２ 組 

容 量 第１非常用直流電源設備（110

Ⅴ）用約2,000Ａｈ／組 

蓄電池容量は，短時間の全交流動力電源

の喪失時においても，使用済燃料の受入

れ及び貯蔵に必要な施設の安全を確保す

場合には，6.9ｋＶ常用主母線又は 6.9

ｋＶ運転予備用主母線の遮断器が開放す

る設計とすることで，再処理施設に波及

的影響を与えることを防止する設計とす

るとともに，受電変圧器については，こ

れらの施設への給電を考慮しても十分な

容量を有する設計とすることで，共用に

よって再処理施設の安全性を損なわない

設計とする。◇11  

 

(17) 電気設備のうち他施設と共用す

る第１非常用ディーゼル発電機及びその

燃料を供給する燃料貯蔵設備は，共用に

よって再処理施設の安全性を損なわない

設計とする。◇1  

 

(18) 電気設備のうち他施設と共用す

る運転予備用ディーゼル発電機の燃料貯

蔵設備は，共用する施設において，故障

その他の異常が発生した場合でも，弁を

閉止することにより故障その他の異常に

よる影響を局所化し，故障その他の異常

が発生した施設からの波及的影響を防止

する設計とするとともに，他施設におけ

る使用を想定しても，再処理施設に十分

な燃料を供給できる容量を確保する設計

とすることで，共用によって再処理施設

の安全性を損なわない設計とする。◇11  

 

9.2.1.3 主要設備の仕様 

受電開閉設備，受電変圧器，非常用母

線，運転予備用母線及び常用母線，ディ

ーゼル発電機，直流電源設備，計測制御

用交流電源設備及び照明設備の設備仕様

を第 9.2－１表～第 9.2－７表にそれぞ

れ示す。また，ディーゼル発電機の燃料

貯蔵設備の設備仕様を第 9.2－８表～第

9.2－９表に示す。◇8  

電気設備のうち使用済燃料の受入れ及

び貯蔵に係る受電開閉設備，受電変圧

器，非常用母線，常用母線，ディーゼル

発電機，直流電源設備，計測制御用交流

電源設備，照明及び作業用電源設備，ケ

ーブル及び電線路は，再処理設備本体の

運転開始に先立ち使用できる設計とす

る。◇12  

 

9.2.1.4 主要設備 

電気設備のうち使用済燃料の受入れ及

び貯蔵に係る設備は，再処理設備本体の

運転開始に先立ち使用できる設計とす

る。◇12  

 

 

また，高圧及び低圧母線等で故障が発

生した際は，遮断器により故障箇所を隔

離できる設計とし，故障による影響を局

所化できるとともに，他の安全施設への

影響を限定できる設計とする。 

 

 

常用の直流電源設備は，蓄電池，充電

器，直流主母線盤等で構成する。 

常用の直流電源設備は，タービンの非

常用油ポンプ，発電機の非常用密封油ポ

ンプ等へ給電する設計とする。 

 

常用の計測制御用電源設備は，計装用

交流母線で構成する。 

 

常用電源設備の動力回路のケーブル

は，負荷の容量に応じたケーブルを使用

する設計とし，多重化した非常用電源設

備の動力回路のケーブルの系統分離対策

に影響を及ぼさない設計とするととも

に，制御回路や計装回路への電気的影響

を考慮した設計とする。 

 

1.1.2 1 相の電路の開放に対する検知及

び電力の安定性回復 

変圧器一次側において3 相のうちの1 

相の電路の開放が生じた場合に検知でき

るよう，変圧器一次側の電路は，電路を

筐体に内包する変圧器やガス絶縁開閉装

置等により構成し，3 相のうちの1 相の

電路の開放が生じた場合に保護継電器に

て自動で故障箇所の隔離及び非常用母線

の受電切替ができる設計とし，電力の供

給の安定性を回復できる設計とする。 

 

 

送電線において3 相のうちの1 相の電

路の開放が生じた場合，275kV 送電線は

1 回線での電路の開放時に，安全施設へ

の電力の供給が不安定にならないよう，

多重化した設計とする。また，電力送電

時，保護装置による3 相の電流不平衡監

視にて常時自動検知できる設計とする。

さらに保安規定に定めている巡視点検を

加えることで，保護装置による検知が期

待できない場合の１相開放故障や，その

兆候を早期に検知できる設計とする。 

154kV 送電線は，各相の不足電圧継電

器にて常時自動検知できる設計とする。 

275kV 送電線及び154kV 送電線におい

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①—6（P7 へ） 

 

①—4（P6 へ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

①—6（P7 へ） 

①—5（P6 へ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ P2 へ 

（発電炉の記載） 

＜不一致の理由＞ 

発電炉とは設備構

成が異なり，再処

理施設には常用の

電気設備に多重性

及び独立性の要求

はないため。 

④ P2 へ 
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別紙１① 
基本設計方針の許可整合性、発電炉との比較 第二十九条 （保安電源設備）（12 / 27） 

 

技術基準規則 設工認申請書 基本設計方針 事業変更許可申請書 本文 事業変更許可申請書 添付書類六 発電炉設工認 基本設計方針 備考 
るための直流負荷に対して給電可能なも

のとする。□3  

 

８） 第２非常用蓄電池 

種 類 鉛蓄電池（浮動充電方式） 

組 数 18 組 

(第２非常用直流電源設備（110Ⅴ）用16

組，第２非常用直流電源設備（220Ⅴ）

用２組） 

容 量 第２非常用直流電源設備（110

Ⅴ）用 

約170 Ａｈ／組 １ 組 

約210 Ａｈ／組 １ 組 

約500 Ａｈ／組 ２ 組 

約1,200 Ａｈ／組 ２ 組 

約1,400 Ａｈ／組 ２ 組 

約1,800 Ａｈ／組 ２ 組 

約2,000 Ａｈ／組 ２ 組 

約2,200 Ａｈ／組 ２ 組 

約4,000 Ａｈ／組 ２ 組 

容 量 第２非常用直流電源設備（220

Ⅴ）用 

約1,400 Ａｈ／組 ２ 組 

蓄電池容量は，短時間の全交流動力電源

の喪失時においても，再処理施設（使用

済燃料の受入れ及び貯蔵に必要な施設を

除く。）の安全を確保するための直流負

荷に対して給電可能なものとする。□3  

 

 

電気設備の一部は，廃棄物管理施設及

びＭＯＸ燃料加工施設と共用する。◇1  

 

9.2.1.4.1 受電開閉設備 

受電開閉設備は，第 9.2－１図に示す

ように，154ｋＶ送電線と受電変圧器を

接続する遮断器，断路器，母線及びケー

ブル等で構成する設計とする。◇9  

 

受電開閉設備は，廃棄物管理施設及び

ＭＯＸ燃料加工施設と共用する。◇1  

 

受電開閉設備の碍子部分の絶縁性を維

持するために洗浄が行える設計とする。

◇7  

9.2.1.4.2 変圧器 

再処理施設では，次のような変圧器を

使用する設計とする。 

受電変圧器 …… 受電電圧（154ｋ

Ｖ）を高圧母線電圧（6.9ｋＶ）に降圧

する。◇1  

 

動力用変圧器 … 高圧母線電圧（6.9

ｋＶ）を低圧母線電圧（460Ｖ）に降圧

する。◇1  

 

建屋内に設置する動力用変圧器は，火

災・防爆対策のため，乾式を使用する設

計とする。◇4  

 

受電変圧器は，廃棄物管理施設及びＭ

ＯＸ燃料加工施設と共用する。◇1  

 

外部電源に直接接続している受電変圧

器の一次側において３相のうちの１相の

電路の開放が生じた場合，安全機能を有

する施設への電力の供給が不安定になっ

たことを検知し，自動（地絡や過電流に

よる保護継電器の動作により）若しくは

手動操作で故障箇所の隔離又は非常用母

線の接続変更その他の異常の拡大を防止

する対策（手動操作による対策を含

む。）を行うことによって，安全機能を

有する施設への電力の供給が停止するこ

とのないように，電力供給の安定性を回

復できる設計とする。◇7  

 

9.2.1.4.3 所内高圧系統 

所内高圧系統は，受電変圧器，第１非

常用ディーゼル発電機（使用済燃料の受

入れ施設及び貯蔵施設用），第２非常用

ディーゼル発電機（再処理施設用。ただ

し，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施

て1 相の電路の開放を検知した場合は，

自動又は手動で故障箇所の隔離及び非常

用母線の受電切替ができる設計とし，電

力の供給の安定性を回復できる設計とす

る。 

 

1.2 電線路の独立性及び物理的分離 

 

発電用原子炉施設は，重要安全施設が

その機能を維持するために必要となる電

力を当該重要安全施設に供給するため，

電力系統に連系した設計とする。 

設計基準対象施設は，送受電可能な回

線として275kV 送電線（東京電力パワー

グリッド株式会社東海原子力線）1 ルー

ト2 回線及び受電専用の回線として

154kV 送電線（東京電力パワーグリッド

株式会社村松線・原子力1 号線）1 ルー

ト1 回線の合計2 ルート3 回線にて，電

力系統に接続する設計とする。 

275kV 送電線2 回線は，東京電力パワ

ーグリッド株式会社那珂変電所に連系す

る設計とする。また，154kV送電線1 回

線は，東京電力パワーグリッド株式会社

茨城変電所に連系し，さらに，上流側接

続先である東京電力パワーグリッド株式

会社那珂変電所に連系する設計とする。 

上記2 ルート3 回線の送電線の独立性

を確保するため，万一，送電線の上流側

接続先である東京電力パワーグリッド株

式会社那珂変電所が停止した場合でも，

外部電源系からの電力供給が可能となる

よう，東京電力パワーグリッド株式会社

の新筑波変電所から西水戸変電所及び茨

城変電所を経由するルートで本発電所に

電力を供給することが可能な設計とする

ことを確認する。 

また，東京電力パワーグリッド株式会

社那珂変電所が停止した場合の，東京電

力パワーグリッド株式会社の新筑波変電

所から本発電所への電力供給について

は，あらかじめ定められた手順，体制等

に基づき，昼夜問わず，確実に実施され

ることを確認する。 

なお，東京電力パワーグリッド株式会

社茨城変電所が停止した場合には，外部

電源系からの電力供給が可能となるよ

う，東京電力パワーグリッド株式会社那

珂変電所を経由するルートで本発電所に

電力を供給することが可能な設計とする

ことを確認する。 

設計基準対象施設は，電線路のうち少

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（発電炉の記載） 

＜不一致の理由＞ 

当該基本設計方針

の記載について，

発電炉においては

技術基準規則第四

十五条 4項の一部

（回線の独立

性）,5 項及び 6

項の要求事項に対

するものである

が，再処理施設に

おける要求事項は

無いため。 
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別紙１① 
基本設計方針の許可整合性、発電炉との比較 第二十九条 （保安電源設備）（13 / 27） 

 

技術基準規則 設工認申請書 基本設計方針 事業変更許可申請書 本文 事業変更許可申請書 添付書類六 発電炉設工認 基本設計方針 備考 
設を除く。），運転予備用ディーゼル発

電機及び第２運転予備用ディーゼル発電

機から再処理施設へ給電するための高圧

主系統並びに高圧系統で構成する。◇9  

 

また，受電変圧器から廃棄物管理施

設，受電変圧器及び第２運転予備用ディ

ーゼル発電機からＭＯＸ燃料加工施設へ

も給電する設計とする。◇9  

 

(１) 高圧主系統（廃棄物管理施設及び

ＭＯＸ燃料加工施設と共用） 

高圧主系統は，6.9ｋＶで第9.2－１図

に示すように常用４母線，運転予備用４

母線及び非常用２母線の高圧主母線で構

成する。◇9  

 

ユーティリティ建屋の6.9ｋＶ常用主

母線は，ＭＯＸ燃料加工施設と共用する

放射線監視設備のモニタリングポストへ

も給電する設計とする。◇1  

 

6.9ｋＶ常用主母線 ……… 受電変圧

器から受電する母線（第２ユーティリテ

ィ建屋においてはＭＯＸ燃料加工施設，

緊急時対策建屋等を踏まえた構成とす

る。）◇9  

 

6.9ｋＶ運転予備用主母線… 受電変圧

器，運転予備用ディーゼル発電機又は第

２運転予備用ディーゼル発電機から受電

する母線（第２ユーティリティ建屋にお

いてはＭＯＸ燃料加工施設，緊急時対策

建屋等を踏まえた構成とする。）◇9  

 

6.9ｋＶ非常用主母線 …… 受電変圧

器，第２非常用ディーゼル発電機又は

6.9ｋＶ運転予備用主母線から受電する

母線◇9  

 

これらの母線は，母線ごとに一連のメ

タルクラッド開閉装置で構成し，機器の

損壊，故障その他の異常を検知するとと

もに，その拡大を防止できるよう，遮断

器により故障箇所を隔離し，故障による

影響を局所化し，他の安全機能への影響

を限定できる構成とする。◇1  

 

6.9ｋＶ常用主母線は，受電変圧器か

ら受電し，6.9ｋＶ常用母線に給電し，

一般負荷に給電する設計とする。◇9  

 

6.9ｋＶ運転予備用主母線は，外部電

なくとも１回線は，同一の送電鉄塔に架

線されていない，他の回線と物理的に分

離された送電線から受電する設計とす

る。 

また，大規模な盛土の崩壊，大規模な

地すべり，急傾斜地の崩壊に対し鉄塔基

礎の安定性が確保され，台風等による強

風発生時及び着氷雪の事故防止対策が図

られ，送電線の近接箇所においては，必

要な絶縁距離及び水平距離が確保された

送電線から受電する設計とする。 

 

1.3 発電用原子炉施設への電力供給確保 

設計基準対象施設に接続する電線路

は，いずれの2 回線が喪失した場合にお

いても電力系統から発電用原子炉施設へ

の電力の供給が停止しない設計とし，

275kV 送電線2 回線は起動変圧器を介し

て接続するとともに，154kV 送電線1 回

線は予備変圧器を介して接続する設計と

する。 

開閉所から主発電機側の送受電設備

は，十分な支持性能を持つ地盤に設置す

るとともに，耐震性の高い，可とう性の

ある懸垂碍子及び重心の低いガス絶縁開

閉装置を設置する設計とする。 

さらに，防潮堤により津波の影響を受

けないエリアに設置するとともに，塩害

を考慮し，275kV 送電線引留部の碍子に

対しては，碍子洗浄ができる設計とし，

154kV 送電線引留部の碍子に対しては，

絶縁強化を施した碍子を設置し，遮断器

等に対しては，電路がタンクに内包され

ているガス絶縁開閉装置を設置する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（発電炉の記載） 

＜不一致の理由＞ 

当該基本設計方針

の記載について，

発電炉においては

技術基準規則第四

十五条 4項の一部

（回線の独立

性）,5 項及び 6

項の要求事項に対

するものである

が，再処理施設に

おける要求事項は

無いため。 
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別紙１① 
基本設計方針の許可整合性、発電炉との比較 第二十九条 （保安電源設備）（14 / 27） 

 

技術基準規則 設工認申請書 基本設計方針 事業変更許可申請書 本文 事業変更許可申請書 添付書類六 発電炉設工認 基本設計方針 備考 
源が健全時には，受電変圧器から，ま

た，外部電源が喪失した場合には，運転

予備用ディーゼル発電機又は第２運転予

備用ディーゼル発電機から受電し，6.9

ｋＶ運転予備用母線に給電し，運転予備

負荷に給電する設計とする。さらに，

6.9ｋＶ非常用主母線にも給電すること

ができ，通常時は，遮断器を開放してい

る。◇9  

 

6.9ｋＶ非常用主母線は，6.9ｋＶ非常

用母線に接続し，安全上重要な負荷等に

給電する。また，6.9ｋＶ非常用主母線

は，外部電源が喪失した場合には，第２

非常用ディーゼル発電機から受電し，安

全上重要な負荷等に給電する設計とす

る。◇9  

 

(２) 高圧系統（ＭＯＸ燃料加工施設と

共用） 

高圧系統は，6.9ｋＶで第9.2－２図

(１)～第9.2－２図(５)に示すように常

用11母線，運転予備用９母線及び非常用

９母線の高圧母線で構成する。◇9  

 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設

の6.9ｋＶ常用母線及び6.9ｋＶ非常用母

線は，ＭＯＸ燃料加工施設と共用する放

射線監視設備のモニタリングポストへも

給電する設計とする。◇1  

 

6.9ｋＶ常用母線 ……… 6.9ｋＶ常用

主母線から受電する母線◇9  

 

6.9ｋＶ運転予備用母線… 6.9ｋＶ運

転予備用主母線から受電する母線◇9  

 

6.9ｋＶ非常用母線 …… 6.9ｋＶ非常

用主母線から受電する母線◇9  

 

ただし，使用済燃料の受入れ施設及び

貯蔵施設においては外部電源の健全時は

6.9ｋＶ常用母線から受電し，6.9ｋＶ常

用母線の停電時には第１非常用ディーゼ

ル発電機から受電する母線◇9  

これらの母線は，母線ごとに一連のメ

タルクラッド開閉装置で構成し，機器の

損壊，故障その他の異常を検知するとと

もに，その拡大を防止できるよう，遮断

器により故障箇所を隔離し，故障による

影響を局所化し，他の安全機能への影響

を限定できる構成とする。◇1  
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別紙１① 
基本設計方針の許可整合性、発電炉との比較 第二十九条 （保安電源設備）（15 / 27） 

 

技術基準規則 設工認申請書 基本設計方針 事業変更許可申請書 本文 事業変更許可申請書 添付書類六 発電炉設工認 基本設計方針 備考 
9.2.1.4.4 所内低圧系統 

所内低圧系統は，460Ｖで第9.2－１図

及び第9.2－２図(１ )～第9.2－２図

(５ )に示すように常用27母線，運転予

備用23母線及び非常用19母線の低圧母線

で構成する。使用済燃料受入れ施設及び

貯蔵施設の460Ｖ非常用母線は，ＭＯＸ

燃料加工施設と共用する放射線監視設備

のモニタリングポストへも給電する設計

とする。◇9  

 

460Ｖ常用母線 ……… 6.9ｋＶ常用母

線から動力用変圧器を通して受電する母

線◇9  

ただし，受変電設備（受電開閉設備，

受電変圧器，6.9ｋＶ常用主母線，6.9ｋ

Ｖ運転予備用主母線，6.9ｋＶ常用母線

及び6.9ｋＶ運転予備用母線の総称をい

う。）においては6.9ｋＶ常用主母線か

ら動力用変圧器を通して受電する母線◇9  

 

460Ｖ運転予備用母線 … 6.9ｋＶ運転

予備用母線から動力用変圧器を通して受

電する母線◇9  

ただし，受変電設備においては6.9ｋ

Ｖ運転予備用主母線から動力用変圧器を

通して受電する母線◇9  

 

460Ｖ非常用母線 …… 6.9ｋＶ非常用

母線から動力用変圧器を通して受電する

母線◇9  

ただし，第２非常用ディーゼル発電機

においては6.9ｋＶ非常用主母線から動

力用変圧器を通して受電する母線◇9  

 

これらの母線は，一連のキュービクル

（パワーセンタ，モータコントロールセ

ンタ）で構成し，機器の損壊，故障その

他の異常を検知するとともに，その拡大

を防止できるよう，遮断器により故障箇

所を隔離し，故障による影響を局所化

し，他の安全機能への影響を限定できる

構成とする。◇1  

 

9.2.1.4.5 ディーゼル発電機 

ディーゼル発電機は，外部電源が喪失

した場合に，安全上重要な負荷等に給電

するための非常用所内電源設備として，

第１非常用ディーゼル発電機２台及び第

２非常用ディーゼル発電機２台，【◇1 】

また，外部電源が喪失した場合に運転予

備負荷に給電するための非常時の電源と

して，運転予備用ディーゼル発電機１台
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別紙１① 
基本設計方針の許可整合性、発電炉との比較 第二十九条 （保安電源設備）（16 / 27） 

 

技術基準規則 設工認申請書 基本設計方針 事業変更許可申請書 本文 事業変更許可申請書 添付書類六 発電炉設工認 基本設計方針 備考 
及び第２運転予備用ディーゼル発電機１

台で構成する設計とする。⑦—7，⑦—8 

 

第１非常用ディーゼル発電機は，ＭＯ

Ｘ燃料加工施設と共用する放射線監視設

備のモニタリングポストへも給電する設

計とする。◇1  

 

第２運転予備用ディーゼル発電機は，

ＭＯＸ燃料加工施設の運転予備負荷へも

給電する設計とする。◇9  

 

第１非常用ディーゼル発電機及び第２

非常用ディーゼル発電機の負荷容量曲線

を第9.2－５図及び第9.2－６図に示す。

◇9  

 

(１) 第１非常用ディーゼル発電機

（ＭＯＸ燃料加工施設と共用） 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設

用の第１非常用ディーゼル発電機は，多

重性及び独立性を確保する設計とする。

具体的には，独立した２箇所に，それぞ

れ必要な容量を有する非常用ディーゼル

発電機を設置する設計とする。また，外

部電源が７日間以上喪失した場合におい

ても電力を供給できるよう，７日間以上

連続運転できる燃料貯蔵設備を設け，非

常用ディーゼル発電機の燃料油系によ

り，運転時に連続して燃料を供給できる

設計とする。◇1  

 

6.9ｋＶ非常用母線が停電すると，第

１非常用ディーゼル発電機が起動し，

6.9ｋＶ非常用母線に接続している負荷

は，動力用変圧器及び460Ｖ非常用母線

に接続しているモータコントロールセン

タを除いてすべて遮断する設計とする。

その後，第１非常用ディーゼル発電機

は，電圧及び周波数が定格値になると，

6.9ｋＶ非常用母線に自動で接続され，

安全上重要な負荷が自動で順次投入する

設計とする。◇7  

 

また，外部電源に直接接続している受

電変圧器の一次側において３相のうちの

１相の電路の開放が生じた場合，安全機

能を有する施設への電力の供給が不安定

になったことを検知し，自動（地絡や過

電流による保護継電器の動作により）若

しくは手動操作で故障箇所の隔離又は非

常用母線の接続変更その他の異常の拡大

を防止する対策（手動操作による対策を
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別紙１① 
基本設計方針の許可整合性、発電炉との比較 第二十九条 （保安電源設備）（17 / 27） 

 

技術基準規則 設工認申請書 基本設計方針 事業変更許可申請書 本文 事業変更許可申請書 添付書類六 発電炉設工認 基本設計方針 備考 
含む。）を行うことによって，安全機能

を有する施設への電力の供給が停止する

ことのないように，電力供給の安定性を

回復できる設計とする。◇1  

 

また，第１非常用ディーゼル発電機で

発生する熱の除去は，その他再処理設備

の附属施設の安全冷却水系で行う設計と

する。◇10  

 

第１非常用ディーゼル発電機のそれぞ

れに接続する主要な負荷は，以下の設備

に属するものである。 

・補給水設備 

・プール水浄化・冷却設備 

・冷却水設備 

・制御室換気設備 

・放射線監視設備 

・蓄電池充電器 

・非常灯◇7  

ＭＯＸ燃料加工施設と共用する放射線

監視設備のモニタリングポストは，第１

非常用ディーゼル発電機を非常用電源と

する設計とすることから，第１非常用デ

ィーゼル発電機及びその燃料を供給する

燃料貯蔵設備についても，ＭＯＸ燃料加

工施設と共用する。◇1  

 

(２) 第２非常用ディーゼル発電機 

再処理施設（使用済燃料の受入れ施設

及び貯蔵施設を除く。）用の第２非常用

ディーゼル発電機は，多重性及び独立性

を確保する設計とする。具体的には，独

立した２箇所に，それぞれ必要な容量を

有する非常用ディーゼル発電機を設置す

る設計とする。また，外部電源が７日間

以上喪失した場合においても電力を供給

できるよう，７日間以上連続運転できる

燃料貯蔵設備を設け，非常用ディーゼル

発電機の燃料油系により，運転時に連続

して燃料を供給できる設計とする。◇1  

 

6.9ｋＶ非常用主母線が停電すると，

第２非常用ディーゼル発電機が起動し，

6.9ｋＶ非常用母線に接続している負荷

は，動力用変圧器及び460Ｖ非常用母線

に接続しているモータコントロールセン

タを除いてすべて遮断する設計とする。

その後，第２非常用ディーゼル発電機

は，電圧及び周波数が定格値になると，

6.9ｋＶ非常用主母線に自動で接続さ

れ，安全上重要な負荷が自動で順次投入
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別紙１① 
基本設計方針の許可整合性、発電炉との比較 第二十九条 （保安電源設備）（18 / 27） 

 

技術基準規則 設工認申請書 基本設計方針 事業変更許可申請書 本文 事業変更許可申請書 添付書類六 発電炉設工認 基本設計方針 備考 
する設計とする。◇7  

 

また，外部電源に直接接続している受

電変圧器の一次側において３相のうちの

１相の電路の開放が生じた場合，安全機

能を有する施設への電力の供給が不安定

になったことを検知し，自動（地絡や過

電流による保護継電器の動作により）若

しくは手動操作で故障箇所の隔離又は非

常用母線の接続変更その他の異常の拡大

を防止する対策（手動操作による対策を

含む。）を行うことによって，安全機能

を有する施設への電力の供給が停止する

ことのないように，電力供給の安定性を

回復できる設計とする。◇1  

また，第２非常用ディーゼル発電機で

発生する熱の除去は，その他再処理設備

の附属施設の安全冷却水系で行う設計と

する。◇10  

第２非常用ディーゼル発電機のそれぞ

れに接続する主要な負荷は，以下の設備

に属するものである。 

・精製施設のプルトニウム精製設備 

・脱硝施設のウラン・プルトニウム混

合脱硝設備 

・計測制御系統施設の計測制御設備 

・計測制御系統施設の制御室換気設備 

・気体廃棄物の廃棄施設のせん断処

理・溶解廃ガス処理設備 

・気体廃棄物の廃棄施設の塔槽類廃ガ

ス処理設備 

・気体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃

液ガラス固化廃ガス処理設備 

・気体廃棄物の廃棄施設の換気設備 

・固体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃

液ガラス固化設備 

・放射線管理施設の放射線監視設備 

・その他再処理設備の附属施設の圧縮

空気設備 

・その他再処理設備の附属施設の冷却

水設備 

・その他再処理設備の附属施設の蒸気

供給設備 

・蓄電池充電器 

・非常灯◇7  

 

(３) 運転予備用ディーゼル発電機 

運転予備用ディーゼル発電機は，外部

電源が喪失した場合に，運転予備用母線

に接続する負荷の電源を確保する設備と

して１台設置する。◇11  

また，燃料貯蔵設備を設け，運転予備

用ディーゼル発電機の燃料油系により，

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑦—8（P6 へ） 

23



別紙１① 
基本設計方針の許可整合性、発電炉との比較 第二十九条 （保安電源設備）（19 / 27） 

 

技術基準規則 設工認申請書 基本設計方針 事業変更許可申請書 本文 事業変更許可申請書 添付書類六 発電炉設工認 基本設計方針 備考 
運転時に連続して燃料を供給できる設計

とする。⑦—8 

 

運転予備用ディーゼル発電機で発生す

る熱の除去は，その他再処理設備の附属

施設の一般冷却水系で行う設計とする。

◇10  

 

(４) 第２運転予備用ディーゼル発電

機（ＭＯＸ燃料加工施設と共用） 

第２運転予備用ディーゼル発電機は，

外部電源が喪失した場合に，運転予備用

母線に接続する負荷の電源を確保する設

備として１台設置する。◇11  

 

また，燃料貯蔵設備を設け，第２運転

予備用ディーゼル発電機の燃料油系によ

り，運転時に連続して燃料を供給できる

設計とする。⑦—8 

 

第２運転予備用ディーゼル発電機で発

生する熱の除去は，その他再処理設備の

附属施設の一般冷却水系で行う設計とす

る。◇10  

 

第２運転予備用ディーゼル発電機は，

6.9ｋＶ運転予備用主母線を介し，ＭＯ

Ｘ燃料加工施設にも給電する設計とす

る。◇9  

 

9.2.1.4.6 直流電源設備 

直流電源設備は，安全上重要な負荷の

うち，平常時及び異常時の監視制御用

に，常に電源を必要とする負荷に給電す

るための非常用所内電源として，110Ｖ

18系統及び220Ｖ２系統，また，一般負

荷のうち常に電源を必要とする負荷に給

電するための常用所内電源として，110

Ｖ11系統，310Ｖ１系統，330Ｖ２系統，

348Ｖ１系統，360Ｖ４系統，410Ｖ１系

統，420Ｖ３系統，425Ｖ２系統及び460

Ｖ６系統で構成する設計とする。◇9  

 

非常用直流電源設備は，短時間の全交

流動力電源の喪失に対しても，監視制御

機能を確保するために必要な電力を供給

する設計とする。◇1  

 

(１) 第１非常用直流電源設備 

使用済燃料の受入れ及び貯蔵に必要な

施設用の非常用所内電源は，多重性及び

独立性を確保する設計とする。具体的に

は，非常用直流電源設備（110Ｖ）２系
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別紙１① 
基本設計方針の許可整合性、発電炉との比較 第二十九条 （保安電源設備）（20 / 27） 

 

技術基準規則 設工認申請書 基本設計方針 事業変更許可申請書 本文 事業変更許可申請書 添付書類六 発電炉設工認 基本設計方針 備考 
統を設け，独立した２箇所に設置する設

計とする。これらの系統は，460Ｖ非常

用母線に接続する充電器３台，第１非常

用蓄電池２組で構成し，第１非常用蓄電

池２組は，１系統が故障しても安全上重

要な施設の安全機能を確保できるように

各々異なる区画に設置する設計とする。

◇1  

 

また，第１非常用蓄電池は，計測制御

用交流電源設備の105Ｖ無停電交流母線

にも給電する設計とする。◇9  

 

第１非常用蓄電池は，充電器により浮

動充電する設計とする。◇9  

 

直流電源設備単線結線図及び計測制御

用交流電源設備単線結線図を，それぞれ

第9.2－３図及び第9.2－４図に示す。◇9  

 

(２) 第２非常用直流電源設備 

再処理施設（使用済燃料の受入れ施設

及び貯蔵施設を除く。）用の非常用所内

電源は，多重性及び独立性を確保する設

計とする。具体的には，非常用直流電源

設備（110Ｖ）16系統及び非常用直流電

源設備（220Ｖ）２系統を設け，それぞ

れ独立した箇所に設置する設計とする。

◇1  

非常用直流電源設備（110Ｖ）系統

は，110Ｖ非常用所内電源を必要とする

建屋にそれぞれ２系統，合計16系統設け

る設計とする。各建屋の２系統は，独立

した２箇所に設置する設計とする。460

Ｖ非常用母線に接続する充電器３台，第

２非常用蓄電池２組で構成し，第２非常

用蓄電池２組は，１系統が故障しても安

全上重要な施設の安全機能を確保できる

ように各々異なる区画に設置する設計と

する。◇1  

 

また，非常用直流電源設備（110Ｖ）

系統の一部は，計測制御用交流電源設備

の105Ｖ無停電交流母線にも給電する設

計とする。◇9  

 

非常用直流電源設備（220Ｖ）系統

は，非常用所内電源の計測制御用交流電

源設備の105Ｖ無停電交流母線に給電す

るもので，220Ｖ非常用所内電源を必要

とする建屋に２系統設け，独立した２箇

所に設置する設計とする。460Ｖ非常用

母線に接続する充電器２台，第２非常用
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別紙１① 
基本設計方針の許可整合性、発電炉との比較 第二十九条 （保安電源設備）（21 / 27） 

 

技術基準規則 設工認申請書 基本設計方針 事業変更許可申請書 本文 事業変更許可申請書 添付書類六 発電炉設工認 基本設計方針 備考 
蓄電池２組で構成する。第２非常用蓄電

池２組は，１系統が故障しても安全上重

要な施設の安全機能を確保できるように

設計する。◇9  

 

また，一部の非常用直流電源設備は配

線用遮断器を介して一般負荷にも給電す

る設計とする。◇9  

 

第２非常用蓄電池は，充電器により浮

動充電する設計とする。◇9  

 

直流電源設備単線結線図及び計測制御

用交流電源設備単線結線図を，それぞれ

第9.2－３図及び第9.2－４図に示す。◇9  

 

(３) 常用直流電源設備 

110Ｖ系統は，110Ｖ常用所内電源を必

要とする建屋にそれぞれ１系統，合計11

系統設ける設計とする。各系統は，460

Ｖ常用母線又は460Ｖ運転予備用母線に

接続する充電器２台，蓄電池１組で構成

する。また，110Ｖ系統の一部は，計測

制御用交流電源設備の105Ｖ無停電交流

母線にも給電する設計とする。◇9  

 

310Ｖ系統，330Ｖ系統，348Ｖ系統，

360Ｖ系統，410Ｖ系統，420Ｖ系統，425

Ｖ系統及び460Ｖ系統は，常用所内電源

の計測制御用交流電源設備の105Ｖ無停

電交流母線及び210Ｖ無停電交流母線に

給電するもので，310Ｖ，330Ｖ，348

Ｖ，360Ｖ，410Ｖ，420Ｖ，425Ｖ及び

460Ｖ常用所内電源を必要とする建屋に

それぞれ１系統（ただし，制御建屋には

４系統）合計20系統設ける設計とする。

各系統は，460Ｖ常用母線又は460Ｖ運転

予備用母線に接続する充電器１台及び蓄

電池１組で構成する。◇9  

 

蓄電池は，充電器により浮動充電する

設計とする。◇9  

 

直流電源設備単線結線図及び計測制御

用交流電源設備単線結線図を，それぞれ

第9.2－３図及び第9.2－４図に示す。◇9  

 

9.2.1.4.7 計測制御用交流電源設備 

計測制御用交流電源設備は，安全上重

要な負荷のうち，平常時及び異常時の監

視制御用に電源を必要とする負荷に給電

するための非常用所内電源として，105

Ｖ無停電交流母線16母線及び105Ｖ計測
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別紙１① 
基本設計方針の許可整合性、発電炉との比較 第二十九条 （保安電源設備）（22 / 27） 

 

技術基準規則 設工認申請書 基本設計方針 事業変更許可申請書 本文 事業変更許可申請書 添付書類六 発電炉設工認 基本設計方針 備考 
母線10母線，また，一般負荷のうち計測

制御用交流電源を必要とする負荷に給電

するための常用所内電源として，105Ｖ

無停電交流母線18母線，210Ｖ無停電交

流母線４母線及び105Ｖ計測母線18母線

で構成する。◇9  

 

105Ｖ無停電交流母線は，常に安定し

た計測制御用交流電源を必要とする負荷

に給電するため静止形無停電電源装置か

ら受電する設計とする。◇9  

非常用所内電源としての計測制御用交

流電源設備は，２系統を各々異なる区画

に設置し，１系統が故障しても安全上重

要な施設の安全機能は確保できるように

設計する。◇1  

 

無停電電源装置を保守点検する場合

は，必要な電力は460Ｖ非常用母線，460

Ｖ常用母線又は460Ｖ運転予備用母線に

接続した予備変圧器から供給する。ま

た，予備変圧器は火災・防爆対策のた

め，乾式を使用する設計とする。◇4  

 

計測制御用交流電源設備単線結線図を

第9.2－４図に示す。◇9  

 

9.2.1.4.8 再処理施設内機器 

再処理施設内機器は，安全上重要な負

荷と一般負荷に分類する。◇9  

 

安全上重要な負荷は非常用母線に，一

般負荷は原則として常用母線又は運転予

備用母線に接続する設計とする。◇9  

 

安全上重要な負荷は，非常用母線の単

一故障があっても，他の系統に波及して

異常を拡大することがないように系統ご

とに分離して非常用母線に接続する設計

とする。◇9  

 

また，電気設備は，再処理施設内機器

の損壊，故障その他の異常を検知した場

合には，遮断器により故障箇所を隔離す

ることにより，故障の影響を局所化でき

るとともに，他の安全機能への影響を限

定できる設計とする。◇1  

 

9.2.1.4.9 照明及び作業用電源設備 

(１) 照明設備の主要設備 

ａ．誘導灯 

消防法で規定する避難口及び避難通路

には，避難用の照明として，誘導灯を設
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別紙１① 
基本設計方針の許可整合性、発電炉との比較 第二十九条 （保安電源設備）（23 / 27） 

 

技術基準規則 設工認申請書 基本設計方針 事業変更許可申請書 本文 事業変更許可申請書 添付書類六 発電炉設工認 基本設計方針 備考 
ける設計とする。誘導灯は，460Ｖ運転

予備用母線又は460Ｖ常用母線（ただ

し，非常用電源建屋，使用済燃料の受入

れ施設及び貯蔵施設においては460Ｖ非

常用母線）から変圧器を通して105Ｖで

受電し，外部電源が喪失した場合におい

てもその機能を損なわないように蓄電池

を内蔵した設計とする。◇3  

 

ｂ．非常灯 

建築基準法で規定する居室，居室から

地上へ至る通路，階段及び踊り場には，

避難用の照明として，非常灯を設ける設

計とする。非常灯は，460Ｖ運転予備用

母線又は460Ｖ常用母線（ただし，非常

用電源建屋，使用済燃料の受入れ施設及

び貯蔵施設においては460Ｖ非常用母

線）から変圧器を通して105Ｖで受電

し，外部電源が喪失した場合においても

その機能を損なわないように蓄電池を内

蔵した設計とする。◇3  

 

ｃ．運転保安灯 

中央制御室並びに使用済燃料の受入れ

施設及び貯蔵施設の制御室には，運転保

安灯を設ける設計とする。運転保安灯

は，460Ｖ非常用母線から変圧器を通し

て210Ｖで受電し，外部電源が喪失した

場合においてもその機能を損なわないよ

うに非常用ディーゼル発電機から電力を

供給する設計とする。◇3  

 

ｄ．直流非常灯 

中央制御室並びに使用済燃料の受入れ

施設及び貯蔵施設の制御室には，直流非

常灯を設ける設計とする。直流非常灯

は，非常用直流電源設備（非常用蓄電

池）に接続し，全交流動力電源喪失時に

おいてもその機能を損なわないように自

動点灯する設計とする。◇3  

 

ｅ．蓄電池内蔵型照明 

中央制御室には，蓄電池内蔵型照明を

設ける設計とする。蓄電池内蔵型照明

は，蛍光灯に蓄電池を内蔵した照明で，

460Ｖ非常用母線に接続し，設計基準事

故の短時間の全交流動力電源喪失時に設

計基準事故等に対処するために必要な電

力の供給が非常用ディーゼル発電機から

開始される前までの間，又は全交流動力

電源喪失時から重大事故等に対処するた

めに必要な電力の供給が重大事故等対処

設備から開始される前までの間，内蔵蓄
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別紙１① 
基本設計方針の許可整合性、発電炉との比較 第二十九条 （保安電源設備）（24 / 27） 

 

技術基準規則 設工認申請書 基本設計方針 事業変更許可申請書 本文 事業変更許可申請書 添付書類六 発電炉設工認 基本設計方針 備考 
電池の電力で点灯する設計とする。◇3  

 

(２) 作業用電源設備 

作業用電源は，460Ｖ運転予備用母線

又は460Ｖ常用母線（ただし，非常用電

源建屋においては460Ｖ非常用母線）か

ら変圧器を通して，交流210Ｖ及び105Ｖ

に降圧し，必要箇所に給電する。◇9  

 

9.2.1.4.10 ケーブル及び電線路 

安全上重要な施設に関係する動力回

路，制御回路及び計装回路のケーブル

は，その多重性及び独立性を確保するた

め，それぞれ相互に分離したケーブルト

レイ及び電線管を使用して敷設し，相互

に独立性を侵害することのない設計とす

る。【⑥—3】また，再処理施設内のケー

ブル，ケーブルトレイ及び電線管材料に

は，可能な限り不燃性又は難燃性のもの

を使用し，必要に応じ延焼防止材を使用

する設計とする。さらに，ケーブルトレ

イ及び電線管が障壁を貫通する場合は，

火災対策上，障壁効果が減少しない構造

とする。◇4  

 

9.2.1.4.11 燃料貯蔵設備 

安全上重要な施設の機能を確保するた

め，非常用ディーゼル発電機の第１非常

用ディーゼル発電機２台及び第２非常用

ディーゼル発電機２台の計４台に対し，

燃料貯蔵設備から非常用ディーゼル発電

機へ供給する燃料油系統も４系統を設け

る設計とする。◇9  

 

燃料油供給系統の構成を，第9.2－７

図に示す。◇9  

 

重油タンク及び燃料油貯蔵タンクの必

要量は，外部電源喪失が発生し，第１非

常用ディーゼル発電機及び第２非常用デ

ィーゼル発電機が自動起動した場合にお

いて，安全上重要な負荷等に電力を供給

するための燃料を確保する設計とする。

◇9  

 

燃料貯蔵設備は，第１非常用ディーゼ

ル発電機２台，第２非常用ディーゼル発

電機２台を７日間運転できる容量を２系

統有し，それぞれの系統は独立している

ことから，燃料貯蔵設備の単一故障に対

しても必要な機能を維持できる設計とす

る。◇1  

9.2.1.5 母線切替 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥—3（P9 へ） 
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別紙１① 
基本設計方針の許可整合性、発電炉との比較 第二十九条 （保安電源設備）（25 / 27） 

 

技術基準規則 設工認申請書 基本設計方針 事業変更許可申請書 本文 事業変更許可申請書 添付書類六 発電炉設工認 基本設計方針 備考 
(１) 受電変圧器の切替え 

受電変圧器の１台故障又は受電変圧器

回路の１回線故障時には，6.9ｋＶ非常

用主母線，6.9ｋＶ常用主母線及び6.9ｋ

Ｖ運転予備用主母線は，健全な受電変圧

器から受電するように切り替える設計と

する。◇1  

 

(２) 第１非常用ディーゼル発電機へ

の切替え 

6.9ｋＶ非常用母線が停電した場合に

は，6.9ｋＶ非常用母線に接続している

負荷は，動力用変圧器及び460Ｖ非常用

母線に接続しているモータコントロール

センタを除いてすべて遮断する設計とす

る。また，この時6.9ｋＶ非常用母線に

給電する第１非常用ディーゼル発電機

は，自動起動し電圧及び周波数が定格値

になると，6.9ｋＶ非常用母線に自動で

接続され，安全上重要な負荷が自動で順

次投入する設計とする。◇7  

 

(３) 第２非常用ディーゼル発電機へ

の切替え 

6.9ｋＶ非常用主母線が停電した場合

には，6.9ｋＶ非常用主母線から給電す

る6.9ｋＶ非常用母線に接続している負

荷は，動力用変圧器及び460Ｖ非常用母

線に接続しているモータコントロールセ

ンタを除いてすべて遮断する設計とす

る。また，この時6.9ｋＶ非常用主母線

に給電する第２非常用ディーゼル発電機

は，自動起動し電圧及び周波数が定格値

になると，6.9ｋＶ非常用主母線に自動

で接続され，安全上重要な負荷が自動で

順次投入する設計とする。◇7  

 

(４) 運転予備用ディーゼル発電機へ

の切替え 

6.9ｋＶ運転予備用主母線が停電した

場合には，6.9ｋＶ運転予備用主母線か

ら給電する6.9ｋＶ運転予備用母線に接

続している負荷は，動力用変圧器及び

460Ｖ運転予備用母線に接続している運

転予備負荷に係るモータコントロールセ

ンタを除いてすべて遮断する設計とす

る。◇7  

 

また，この時6.9ｋＶ運転予備用主母

線に給電する運転予備用ディーゼル発電

機及び第２運転予備用ディーゼル発電機

は，自動起動し電圧及び周波数が定格値

になると，6.9ｋＶ運転予備用主母線に
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別紙１① 
基本設計方針の許可整合性、発電炉との比較 第二十九条 （保安電源設備）（26 / 27） 

 

技術基準規則 設工認申請書 基本設計方針 事業変更許可申請書 本文 事業変更許可申請書 添付書類六 発電炉設工認 基本設計方針 備考 
自動で接続され，運転予備負荷が自動で

順次投入する設計とする。◇7  

(５) 154ｋＶ送電線電圧回復後の切替

え 

ディーゼル発電機で所内負荷運転中，

154ｋＶ送電線電圧が回復した場合，所

内負荷を元の状態に戻す設計とする。◇5  

 

(６) 非常用電源設備からの受電時等

の母線の切替操作 

安全上重要な負荷は，非常用電源設備

からの給電が可能な構成とし，外部電源

系統又は非常用ディーゼル発電機のいず

れからも受電できる構成とする。このう

ち，外部電源系統の受電については，送

電線に接続する遮断器や断路器等を設置

した受電開閉設備，電気を降圧する受電

変圧器から構成する設計とする。開閉所

機器，受電変圧器及び所内高圧系統につ

いては，送電線や所内電源の切替操作が

容易に実施可能なようにスイッチ等を設

ける設備構成とする。◇9  

 

非常用主母線及び非常用母線は，通常

時は外部電源系統から受電変圧器を通し

て受電する設計とする。通常時の受電経

路は以下のとおり。◇9  

・6.9ｋＶ非常用主母線（非常用電源

建屋）：外部電源系統→受電開閉設備→

受電変圧器→6.9ｋＶ非常用主母線◇9  

・6.9ｋＶ非常用母線（使用済燃料の

受入れ施設及び貯蔵施設）：外部電源系

統→受電開閉設備→受電変圧器→6.9ｋ

Ｖ常用主母線→6.9ｋＶ常用母線→6.9ｋ

Ｖ非常用母線◇9  

6.9ｋＶ非常用主母線及び6.9ｋＶ非常

用母線が外部電源系統から受電できなく

なった場合，第１非常用ディーゼル発電

機及び第２非常用ディーゼル発電機は自

動起動する設計とする。6.9ｋＶ非常用

主母線は，第２非常用ディーゼル発電機

からの給電へ自動で切り替わる設計とす

る。また，6.9ｋＶ非常用母線は，第１

非常用ディーゼル発電機からの受電へ自

動で切り替わる設計とする。外部電源系

統から受電できなくなった場合の受電経

路は以下のとおり。◇9  

・6.9ｋＶ非常用主母線（非常用電源

建屋）：第２非常用ディーゼル発電機→

6.9ｋＶ非常用主母線◇9  

・6.9ｋＶ非常用母線（使用済燃料の

受入れ施設及び貯蔵施設）：第１非常用

ディーゼル発電機→6.9ｋＶ非常用母線 
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別紙１① 
基本設計方針の許可整合性、発電炉との比較 第二十九条 （保安電源設備）（27 / 27） 

 

技術基準規則 設工認申請書 基本設計方針 事業変更許可申請書 本文 事業変更許可申請書 添付書類六 発電炉設工認 基本設計方針 備考 
なお，非常用ディーゼル発電機で所内

負荷運転中，154ｋＶ送電線の電圧が回

復すれば，非常用ディーゼル発電機を外

部電源に同期並列することにより，無停

電（手動）で所内負荷を切り替えること

ができる設計とする。◇9  

 

9.2.1.6 試験・検査 

(１) 非常用ディーゼル発電機は，そ

の健全性及び能力を確認するため，再処

理施設の運転中又は停止中であっても，

定期的に起動試験を行って，電圧確立時

間や負荷を印加しての運転状況の確認に

より，その運転の成立性を確認する。ま

た，安全機能を健全に維持するため，適

切な保守及び修理を実施する。◇5  

 

(２) 非常用蓄電池は，その健全性及

び能力を確認するため，再処理施設の運

転中又は停止中であっても，定期的に巡

視点検を行い，機器の健全性や浮動充電

状態にあることを確認する。また，安全

機能を健全に維持するため，適切な保守

及び修理を実施する。◇5  
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設工認申請書 各条文の設計の考え方 

1 

 

別紙１② 

第二十九条（保安電源設備） 

１．技術基準の条文，解釈への適合に関する考え方 

№ 基本設計方針に記載する事項 適合性の考え方（理由） 項・号 解釈 添付書類 

① 

内燃機関を原動力とする発電

設備又はこれと同等以上の機

能を有する非常用電源設備の

施設 

技術基準の内燃機関を原動力とす

る発電設備又はこれと同等以上の

機能を有する非常用電源設備の施

設を受けている内容 

１項 － a 

② 

無停電電源装置又はこれと同

等以上の機能を有する設備の

施設 

技術基準の無停電電源装置又はこ

れと同等以上の機能を有する設備

の施設を受けている内容 

２項 － a 

－ 

外部電源系統及び非常用電源

設備から再処理施設の安全性

を確保するために必要な設備

への電力の供給停止の防止 

下記のとおり 

③ 

高エネルギーのアーク放電に

よる電気盤の損壊の拡大防止

措置 

技術基準の高エネルギーのアーク

放電による電気盤の損壊の拡大防

止措置を受けている内容 

３項１号 － a 

④ 
機器の損壊，故障その他の異常

の検知及びその拡大防止措置 

技術基準の機器の損壊、故障その

他の異常の検知及びその拡大防止

措置を受けている内容 

３項２号 － a 

⑤ 

再処理施設に接続する電線路

のうち二回線以上の再処理施

設における受電及び再処理施

設を電力系統に連系 

技術基準の二回線以上の再処理施

設における受電及び再処理施設を

電力系統に連系を受けている内容 

４項 － a 

⑥ 

非常用電源設備及びその附属

設備における多重性，独立性及

び容量の確保 

技術基準の多重性，独立性及び容

量の確保を受けている内容 
５項 － a 

⑦ 設備構成に関する記載 設備構成及び系統に関する内容 － － a 

⑧ 
共用に関する記載 

（安全機能を有する施設） 

「第 16 条 安全機能を有する施

設」共用に係る要求を受けている

内容 

（第 16 条５

項） 
－ ｃ 

⑨ 建物の構造に係る記載 建物の構造に係る内容 － － － 

２．事業変更許可申請書の本文のうち，基本設計方針に記載しないことの考え方 

№ 項目 考え方 添付書類 

□1  本文重複記載 本文に重複記載があり記載しない。 － 

□2  
他条文との重複記載 

（放射線管理施設） 
「第 21 条 放射線管理施設」にて整理する。 ｂ 

□3  設備仕様 仕様表にて記載する。 ｆ 

□4  設備配置図 添付書類「図面」にて記載される項目である。 c 
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設工認申請書 各条文の設計の考え方 

2 

 

別紙１② 

３．事業変更許可申請書の添六のうち，基本設計方針に記載しないことの考え方 

№ 項目 考え方 添付書類 

◇1  
本文と添六における同じ趣旨

の記載 
本文と趣旨が同じであり記載しない。 － 

◇2  
他条文で展開する事項 

（第 21 条） 

第 21 条「放射線管理施設」にて，説明する内容のため記

載しない。 
ｂ 

◇3  
他条文で展開する事項 

（第 14 条） 

第 14 条「安全避難通路等」，説明する内容のため記載し

ない。 
ｄ，e 

◇4  
他条文で展開する事項 

（第 11 条） 

第 11 条「火災等による損傷の防止」，説明する内容のた

め記載しない。 
g 

◇5  
他条文で展開する事項 

（第 16 条） 

第 16 条「安全機能を有する施設」，説明する内容のため

記載しない。 
i 

◇6  
他条文で展開する事項 

（第 6条） 

第 6条「地震による損傷の防止」，説明する内容のため記

載しない。 
ｈ 

◇7  概要 添付書類「Ⅵ-1-5-1 電気設備に関する説明書」に示す。 a 

◇8  設備仕様 仕様表にて記載する。 ｆ 

◇9  系統図 添付書類「図面」にて記載される項目である。 c 

◇10  冷却水設備 

添付資料「Ⅵ-1-1-4 安全機能を有する施設及び重大事

故等対処設備が使用される条件の下における健全に関す

る説明書（冷却水設備）に示す。 

i 

◇11  重複記載 
事業許可申請書 添六に重複した記載があることから引

用しない。 
－ 

◇12  先行施設についての記載 
使用済燃料の受入れ及び貯蔵に係る施設の先行運転の内

容のため，基本設計方針に記載しない。 
－ 

４．添付書類等 

№ 書類名 

a Ⅵ-1-8-1 電気設備に関する説明書（重大事故等対処設備に関する内容は除く） 

b Ⅳ-1-4 放射線管理施設に関する説明書（重大事故等対処設備に関する内容は除く） 

c 

Ⅵ-2-3 系統図 

Ⅵ-2-4 配置図 

Ⅵ-2-5 構造図等 

d Ⅵ-1-1-10 安全避難通路に関する説明書 

e Ⅵ-1-1-11 照明設備に関する説明書 

f 仕様表（設計条件及び仕様） 

g Ⅲ 火災及び爆発の防止に関する説明書 

ｈ Ⅳ 耐震性に関する説明書 

i Ⅵ-1-1-4 安全機能を有する施設が使用される条件の下における健全性に関する説明書 
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基本設計方針を踏まえた添付書類の記載及び申請回次の展開
（第二十九条 保安電源設備）

別紙２

説明対象
申請対象設備

（２項変更①）
仕様表 添付書類 添付書類における記載

1

7.その他再処理設備の附属施設
7.1動力装置及び非常用動力装置
7.1.1電気設備
電気設備の設計に係る共通的な設計方針については、第１章　共通項目
の「２．地盤」，「３．自然現象等」，「５．火災等による損傷の防
止」，「６．再処理施設内における溢水による損傷の防止」，「７．再
処理施設内における化学薬品の漏えいによる損傷の防止」，「９．設備
に対する要求」及び「10．その他」に基づくものとする。

冒頭宣言 － － － － － － － － －

2
再処理施設は，安全上重要な施設がその機能を維持するために必要とな
る電力を当該安全上重要な施設に供給するため，電力系統に連系した設
計とする。

機能要求① 受電開閉設備 設計方針

Ⅵ-1-8-1　電気設備に関する説明書
Ⅵ-1-8-1-2　保安電源設備の健全性に関する説
明書
2． 基本方針
2.1 再処理施設における電気系統の信頼性確保
2.2 再処理施設の電力供給確保

【2.1 再処理施設における電気系統の信頼性確
保】
【2.2 再処理施設の電力供給確保】
再処理施設は，安全上重要な施設がその機能を
維持するために必要となる電力を当該安全上重
要な施設に供給するため，電力系統に連系した
設計とすることを説明する。

－ － － － －

3

再処理施設に接続する再処理施設内開閉所の外の電力系統（以下「電線
路」という。）のうち少なくとも２回線は，電力系統と非常用所内電源
系統とを接続する外部電源系統を２つ以上設ける設計とすることによ
り，再処理施設において受電可能な設計とし，かつ，それにより再処理
施設を電力系統に連系する設計とする。

機能要求②
受電開閉設備
変圧器

設計方針

Ⅵ-1-8-1　電気設備に関する説明書
Ⅵ-1-8-1-2　保安電源設備の健全性に関する説
明書
2． 基本方針
2.1 再処理施設における電気系統の信頼性確保
2.2 再処理施設の電力供給確保

【2.1 再処理施設における電気系統の信頼性確
保】
【2.2 再処理施設の電力供給確保】
再処理施設に接続する再処理施設内開閉所の外
の電力系統（以下「電線路」という。）のうち
少なくとも２回線は，電力系統と非常用所内電
源系統とを接続する外部電源系統を２つ以上設
ける設計とすることにより，再処理施設におい
て受電可能な設計とし，かつ，それにより再処
理施設を電力系統に連系する設計とすることを
説明する。

－ － － － －

4
再処理施設には，非常用電源設備（安全機能を有する施設に属するもの
に限る。）を設ける設計とする。

設置要求
機能要求②

ディーゼル発電機
直流電源設備

設計方針

Ⅵ-1-8-1　電気設備に関する説明書
Ⅵ-1-8-1-1　非常用発電装置の出力の決定に関
する説明書
3. 施設の詳細設計方針
3.1 非常用ディーゼル発電機
3.1.1　内燃機関
3.1.2　発電機
Ⅵ-1-8-1-2　保安電源設備の健全性に関する説
明書
3. 施設の設計方針
3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系統
に関する設計
3.3 非常用ディーゼル発電機に関する設計

【3. 施設の詳細設計方針】
【3.1 非常用ディーゼル発電機 】
【3.1.1　内燃機関】
【3.1.2　発電機】
保安電源設備の健全性に関する説明書
【3. 施設の設計方針 】
【3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系
統に関する設計 】
【3.3 非常用ディーゼル発電機に関する設計
】
再処理施設には，非常用電源設備（安全機能を
有する施設に属するものに限る。）を設ける設
計とすることを説明する。

－ － － － －

5
再処理施設の安全性を確保するために特に必要な設備には，無停電電源
装置又はこれと同等以上の機能を有する設備を設ける設計とする。

設置要求
機能要求②

直流電源設備
計測制御用交流電源設備

設計方針

Ⅵ-1-8-1　電気設備に関する説明書
Ⅵ-1-8-1-2　保安電源設備の健全性に関する説
明書
3. 施設の設計方針
3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系統
に関する設計

【3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系
統に関する設計】
再処理施設の安全性を確保するために特に必要
な設備には、無停電電源装置又はこれと同等以
上の機能を有する設備を設ける設計とすること
を説明する。

－ － － － －

6

再処理施設の保安電源設備（安全機能を有する施設へ電力を供給するた
めの設備をいう。）は，電線路及び非常用電源設備から安全機能を有す
る施設への電力の供給が停止することがないよう，送電線，変圧器，母
線，発電機に保護継電器を設置し，電気系統の機器の短絡，地絡，母線
の低電圧，過電流，過電圧を感知した場合は，ガス絶縁開閉装置あるい
はメタルクラッド開閉装置，パワーセンタ及びモータコントロールセン
タの遮断器により故障箇所を隔離することによって，故障による影響を
局所化できるとともに，他の安全機能への影響を限定できる設計とす
る。

機能要求①

受電開閉設備
ディーゼル発電機
変圧器
所内高圧系統
所内低圧系統
直流電源設備
計測制御用交流電源設備

基本方針

Ⅵ-1-8-1　電気設備に関する説明書
Ⅵ-1-8-1-2　保安電源設備の健全性に関する説
明書
2． 基本方針
2.1 再処理施設における電気系統の信頼性確保
2.1.1 機器の破損，故障その他の異常の検知と
拡大防止

【2.1 再処理施設における電気系統の信頼性確
保】
【2.1.1 機器の破損，故障その他の異常の検知
と拡大防止】
再処理施設の保安電源設備（安全機能を有する
施設へ電力を供給するための設備をいう。）
は，電線路及び非常用電源設備から安全機能を
有する施設への電力の供給が停止することがな
いよう，送電線，変圧器，母線，発電機に保護
継電器を設置し，電気系統の機器の短絡，地
絡，母線の低電圧，過電流，過電圧を感知した
場合は，ガス絶縁開閉装置あるいはメタルク
ラッド開閉装置，パワーセンタ及びモータコン
トロールセンタの遮断器により故障箇所を隔離
することによって，故障による影響を局所化で
きるとともに，他の安全機能への影響を限定で
きる設計とすることを説明する。

－ － － － －

7

また，外部電源に直接接続している受電変圧器の一次側において３相の
うちの１相の電路の開放が生じた場合，安全機能を有する施設への電力
の供給が不安定になったことを検知し，故障箇所の隔離又は非常用母線
の接続変更その他の異常の拡大を防止する対策（手動操作による対策を
含む。）を講ずることによって，安全機能を有する施設への電力の供給
が停止することのないように，電力供給の安定性を回復できる設計とす
る。

機能要求①
受電開閉設備
変圧器

設計方針

Ⅵ-1-8-1　電気設備に関する説明書
Ⅵ-1-8-1-2　保安電源設備の健全性に関する説
明書
2. 基本方針
2.1.2 1 相の電路の開放に対する検知及び電力
の安定性回復
3. 施設の設計方針
3.1.4 1相の電路の開放に対する検知及び電力
の安定性回復

保安電源設備の健全性に関する説明書
【2.1.2 1 相の電路の開放に対する検知及び電
力の安定性回復】
【3. 施設の設計方針】
【3.1.4 1相の電路の開放に対する検知及び電
力の安定性回復】
外部電源に直接接続している受電変圧器の一次
側において３相のうちの１相の電路の開放が生
じた場合，安全機能を有する施設への電力の供
給が不安定になったことを検知し，故障箇所の
隔離又は非常用母線の接続変更その他の異常の
拡大を防止する対策（手動操作による対策を含
む。）を講ずることによって，安全機能を有す
る施設への電力の供給が停止することのないよ
うに，電力供給の安定性を回復できる設計とす
ることを説明する。

－ － － － －

8

安全上重要な施設への電力供給に係る電気盤及び当該電気盤に影響を与
えるおそれのある電気盤（安全上重要な施設を除く。）について，遮断
器の遮断時間の適切な設定，非常用ディーゼル発電機の停止により，高
エネルギーのアーク放電によるこれらの電気盤の損壊の拡大を防止する
ことができる設計とする。

評価要求

受電開閉設備
ディーゼル発電機
変圧器
所内高圧系統
所内低圧系統

基本方針
評価条件

Ⅵ-1-8-1　電気設備に関する説明書
Ⅵ-1-8-1-1　非常用発電装置の出力の決定に関
する説明書
2.  基本方針
2.1　常設の非常用発電装置の出力に関する設
計方針
2.1.3 遮断器
3.　施設の詳細設計方針
3.3　高エネルギーアーク損傷に係る対処

【2.  基本方針】
【2.1　常設の非常用発電装置の出力に関する
設計方針】
【2.1.3 遮断器】
【3.　施設の詳細設計方針】
【3.3　高エネルギーアーク損傷に係る対処】
安全上重要な施設への電力供給に係る電気盤
（非常用ディーゼル発電機に接続される電気盤
を含む）及び当該電気盤に影響を与えるおそれ
のある電気盤（安全上重要な施設を除く。）に
ついて、遮断器の遮断時間の適切な設定，非常
用ディーゼル発電機の停止により、高エネル
ギーのアーク放電によるこれらの電気盤の損壊
の拡大を防止することができる設計とすること
を説明する。

－ － － － －

10
非常用ディーゼル発電機の燃料を貯蔵する燃料貯蔵設備（耐震Ｓクラ
ス）は，７日分の連続運転に必要な容量以上の燃料を事業所内に貯蔵で
きる設計とする。

機能要求②
ディーゼル発電機

設計方針

Ⅵ-1-8-1　電気設備に関する説明書
Ⅵ-1-8-1-1　非常用発電装置の出力の決定に関
する説明書
2.  基本方針
2.1 常設の非常用発電装置の出力に関する設計
方針

【2.1 常設の非常用発電装置の出力に関する設
計方針】
燃料貯蔵設備の容量について説明する

－ － － － －

設計方針

ディーゼル発電機
所内高圧系統
所内低圧系統
直流電源設備
計測制御用交流電源設備

機能要求②
評価要求

再処理施設の非常用電源設備及びその附属設備（非常用所内電源設備
（非常用ディーゼル発電機，非常用蓄電池，燃料貯蔵設備等）及び安全
上重要な施設への電力供給設備（非常用メタルクラッド開閉装置，非常
用パワーセンタ，非常用モータコントロールセンタ，ケーブル））は，
多重性を確保し，及び独立性を確保し,その系統を構成する機械又は器
具の単一故障が発生した場合であっても，運転時の異常な過渡変化時又
は設計基準事故時において安全上重要な施設及び設計基準事故に対処す
るための設備がその機能を確保するため，７日間の外部電源喪失を仮定
しても非常用ディーゼル発電機の連続運転により電力を供給できる設計
とする。

9 －－－

【3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系
統に関する設計】
【3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知
と拡大防止】
再処理施設の非常用電源設備及びその附属設備
（非常用所内電源設備（非常用ディーゼル発電
機，非常用蓄電池，燃料貯蔵設備等）及び安全
上重要な施設への電力供給設備（非常用メタル
クラッド開閉装置，非常用パワーセンタ，非常
用モータコントロールセンタ，ケーブル））
は，多重性を確保し，及び独立性を確保し,そ
の系統を構成する機械又は器具の単一故障が発
生した場合であっても，運転時の異常な過渡変
化時又は設計基準事故時において安全上重要な
施設及び設計基準事故に対処するための設備が
その機能を確保するため，７日間の外部電源喪
失を仮定しても非常用ディーゼル発電機の連続
運転により電力を供給できる設計とすることを
説明する。

Ⅵ-1-8-1　電気設備に関する説明書
Ⅵ-1-8-1-2　保安電源設備の健全性に関する説
明書
3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系統
に関する設計
3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知と
拡大防止

－－

第１回

添付書類　構成 添付書類　説明内容
項目
番号

基本設計方針 要求種別 主な設備 展開事項
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基本設計方針を踏まえた添付書類の記載及び申請回次の展開
（第二十九条 保安電源設備）

別紙２

1

7.その他再処理設備の附属施設
7.1動力装置及び非常用動力装置
7.1.1電気設備
電気設備の設計に係る共通的な設計方針については、第１章　共通項目
の「２．地盤」，「３．自然現象等」，「５．火災等による損傷の防
止」，「６．再処理施設内における溢水による損傷の防止」，「７．再
処理施設内における化学薬品の漏えいによる損傷の防止」，「９．設備
に対する要求」及び「10．その他」に基づくものとする。

冒頭宣言 － －

2
再処理施設は，安全上重要な施設がその機能を維持するために必要とな
る電力を当該安全上重要な施設に供給するため，電力系統に連系した設
計とする。

機能要求① 受電開閉設備 設計方針

3

再処理施設に接続する再処理施設内開閉所の外の電力系統（以下「電線
路」という。）のうち少なくとも２回線は，電力系統と非常用所内電源
系統とを接続する外部電源系統を２つ以上設ける設計とすることによ
り，再処理施設において受電可能な設計とし，かつ，それにより再処理
施設を電力系統に連系する設計とする。

機能要求②
受電開閉設備
変圧器

設計方針

4
再処理施設には，非常用電源設備（安全機能を有する施設に属するもの
に限る。）を設ける設計とする。

設置要求
機能要求②

ディーゼル発電機
直流電源設備

設計方針

5
再処理施設の安全性を確保するために特に必要な設備には，無停電電源
装置又はこれと同等以上の機能を有する設備を設ける設計とする。

設置要求
機能要求②

直流電源設備
計測制御用交流電源設備

設計方針

6

再処理施設の保安電源設備（安全機能を有する施設へ電力を供給するた
めの設備をいう。）は，電線路及び非常用電源設備から安全機能を有す
る施設への電力の供給が停止することがないよう，送電線，変圧器，母
線，発電機に保護継電器を設置し，電気系統の機器の短絡，地絡，母線
の低電圧，過電流，過電圧を感知した場合は，ガス絶縁開閉装置あるい
はメタルクラッド開閉装置，パワーセンタ及びモータコントロールセン
タの遮断器により故障箇所を隔離することによって，故障による影響を
局所化できるとともに，他の安全機能への影響を限定できる設計とす
る。

機能要求①

受電開閉設備
ディーゼル発電機
変圧器
所内高圧系統
所内低圧系統
直流電源設備
計測制御用交流電源設備

基本方針

7

また，外部電源に直接接続している受電変圧器の一次側において３相の
うちの１相の電路の開放が生じた場合，安全機能を有する施設への電力
の供給が不安定になったことを検知し，故障箇所の隔離又は非常用母線
の接続変更その他の異常の拡大を防止する対策（手動操作による対策を
含む。）を講ずることによって，安全機能を有する施設への電力の供給
が停止することのないように，電力供給の安定性を回復できる設計とす
る。

機能要求①
受電開閉設備
変圧器

設計方針

8

安全上重要な施設への電力供給に係る電気盤及び当該電気盤に影響を与
えるおそれのある電気盤（安全上重要な施設を除く。）について，遮断
器の遮断時間の適切な設定，非常用ディーゼル発電機の停止により，高
エネルギーのアーク放電によるこれらの電気盤の損壊の拡大を防止する
ことができる設計とする。

評価要求

受電開閉設備
ディーゼル発電機
変圧器
所内高圧系統
所内低圧系統

基本方針
評価条件

10
非常用ディーゼル発電機の燃料を貯蔵する燃料貯蔵設備（耐震Ｓクラ
ス）は，７日分の連続運転に必要な容量以上の燃料を事業所内に貯蔵で
きる設計とする。

機能要求②
ディーゼル発電機

設計方針

設計方針

ディーゼル発電機
所内高圧系統
所内低圧系統
直流電源設備
計測制御用交流電源設備

機能要求②
評価要求

再処理施設の非常用電源設備及びその附属設備（非常用所内電源設備
（非常用ディーゼル発電機，非常用蓄電池，燃料貯蔵設備等）及び安全
上重要な施設への電力供給設備（非常用メタルクラッド開閉装置，非常
用パワーセンタ，非常用モータコントロールセンタ，ケーブル））は，
多重性を確保し，及び独立性を確保し,その系統を構成する機械又は器
具の単一故障が発生した場合であっても，運転時の異常な過渡変化時又
は設計基準事故時において安全上重要な施設及び設計基準事故に対処す
るための設備がその機能を確保するため，７日間の外部電源喪失を仮定
しても非常用ディーゼル発電機の連続運転により電力を供給できる設計
とする。

9

項目
番号

基本設計方針 要求種別 主な設備 展開事項
説明対象

申請対象設備
（１項変更①）

申請対象設備
（２項変更②）

申請対象設備
（別設工認①

第2ユーティリティ建屋に係る施設）

申請対象設備
（別設工認②

海洋放出管切り離し工事）
仕様表 添付書類 添付書類における記載

〇 － － － － － － －

〇 受電開閉設備 － － － －

Ⅵ-1-8-1　電気設備に関する説明書
Ⅵ-1-8-1-2　保安電源設備の健全性に関する説
明書
2． 基本方針
2.1 再処理施設における電気系統の信頼性確保
2.2 再処理施設の電力供給確保

【2.1 再処理施設における電気系統の信頼性確
保】
【2.2 再処理施設の電力供給確保】
再処理施設は，安全上重要な施設がその機能を
維持するために必要となる電力を当該安全上重
要な施設に供給するため，電力系統に連系した
設計とすることを説明する。

△
受電開閉設備
変圧器

－ － －
＜受電開閉設
備用遮断器＞
電圧、電流

Ⅵ-1-8-1　電気設備に関する説明書
Ⅵ-1-8-1-2　保安電源設備の健全性に関する説
明書
2． 基本方針
2.1 再処理施設における電気系統の信頼性確保
2.2 再処理施設の電力供給確保

【2.1 再処理施設における電気系統の信頼性確
保】
【2.2 再処理施設の電力供給確保】
再処理施設に接続する再処理施設内開閉所の外
の電力系統（以下「電線路」という。）のうち
少なくとも２回線は，電力系統と非常用所内電
源系統とを接続する外部電源系統を２つ以上設
ける設計とすることにより，再処理施設におい
て受電可能な設計とし，かつ，それにより再処
理施設を電力系統に連系する設計とすることを
説明する。

△

ディーゼル発電機
　ディーゼル機関
　同期発電機
　重油タンク
　燃料デイタンク
　燃料移送ポンプ
　空気だめ
　空気だめ安全弁
　主配管（燃料油系）
　主配管（冷却水系）
　主配管（起動空気系）
直流電源設備

ディーゼル発電機
　ディーゼル機関
　同期発電機
　燃料油貯蔵タンク
　燃料油サービスタンク
　燃料油移送ポンプ
　空気だめ
　空気だめ安全弁
　主配管（燃料油系）
　主配管（冷却水系）
　主配管（起動空気系）
直流電源設備

－ －

＜発電機＞
容量、燃料消
費量
＜容器＞
容量、最高使
用圧力
＜ポンプ＞
容量、揚程、
吐出圧力
＜弁＞
吹出圧力、吹
出量
＜配管＞
最高使用圧
力、最高使用
温度、外径、
厚さ
＜電力貯蔵装
置＞
　蓄電池
　　容量、電
圧

Ⅵ-1-8-1　電気設備に関する説明書
Ⅵ-1-8-1-1　非常用発電装置の出力の決定に関
する説明書
3. 施設の詳細設計方針
3.1 非常用ディーゼル発電機
3.1.1　内燃機関
3.1.2　発電機
Ⅵ-1-8-1-2　保安電源設備の健全性に関する説
明書
3. 施設の設計方針
3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系統
に関する設計
3.3 非常用ディーゼル発電機に関する設計

【3. 施設の詳細設計方針】
【3.1 非常用ディーゼル発電機 】
【3.1.1　内燃機関】
【3.1.2　発電機】
保安電源設備の健全性に関する説明書
【3. 施設の設計方針 】
【3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系
統に関する設計 】
【3.3 非常用ディーゼル発電機に関する設計
】
再処理施設には，非常用電源設備（安全機能を
有する施設に属するものに限る。）を設ける設
計とすることを説明する。

△
直流電源設備
計測制御用交流電源設備

直流電源設備
計測制御用交流電源設備

－ －

＜無停電電源
装置＞
容量、電圧
＜電力貯蔵装
置＞
　蓄電池
　　容量、電
圧
　充電器盤
　　電圧、電
流

Ⅵ-1-8-1　電気設備に関する説明書
Ⅵ-1-8-1-2　保安電源設備の健全性に関する説
明書
3. 施設の設計方針
3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系統
に関する設計

【3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系
統に関する設計】
再処理施設の安全性を確保するために特に必要
な設備には、無停電電源装置又はこれと同等以
上の機能を有する設備を設ける設計とすること
を説明する。

△

受電開閉設備
変圧器
ディーゼル発電機
　ディーゼル機関
　同期発電機
所内高圧系統
所内低圧系統
直流電源設備
計測制御用交流電源設備

ディーゼル発電機
　ディーゼル機関
　同期発電機
所内高圧系統
所内低圧系統
直流電源設備
計測制御用交流電源設備

受電開閉設備
ディーゼル発電機
変圧器
所内高圧系統
所内低圧系統
直流電源設備
計測制御用交流電源設備

－ －

Ⅵ-1-8-1　電気設備に関する説明書
Ⅵ-1-8-1-2　保安電源設備の健全性に関する説
明書
2． 基本方針
2.1 再処理施設における電気系統の信頼性確保
2.1.1 機器の破損，故障その他の異常の検知と
拡大防止

【2.1 再処理施設における電気系統の信頼性確
保】
【2.1.1 機器の破損，故障その他の異常の検知
と拡大防止】
再処理施設の保安電源設備（安全機能を有する
施設へ電力を供給するための設備をいう。）
は，電線路及び非常用電源設備から安全機能を
有する施設への電力の供給が停止することがな
いよう，送電線，変圧器，母線，発電機に保護
継電器を設置し，電気系統の機器の短絡，地
絡，母線の低電圧，過電流，過電圧を感知した
場合は，ガス絶縁開閉装置あるいはメタルク
ラッド開閉装置，パワーセンタ及びモータコン
トロールセンタの遮断器により故障箇所を隔離
することによって，故障による影響を局所化で
きるとともに，他の安全機能への影響を限定で
きる設計とすることを説明する。

△
受電開閉設備
変圧器

－ 変圧器 － －

Ⅵ-1-8-1　電気設備に関する説明書
Ⅵ-1-8-1-2　保安電源設備の健全性に関する説
明書
2. 基本方針
2.1.2 1 相の電路の開放に対する検知及び電力
の安定性回復
3. 施設の設計方針
3.1.4 1相の電路の開放に対する検知及び電力
の安定性回復

保安電源設備の健全性に関する説明書
【2.1.2 1 相の電路の開放に対する検知及び電
力の安定性回復】
【3. 施設の設計方針】
【3.1.4 1相の電路の開放に対する検知及び電
力の安定性回復】
外部電源に直接接続している受電変圧器の一次
側において３相のうちの１相の電路の開放が生
じた場合，安全機能を有する施設への電力の供
給が不安定になったことを検知し，故障箇所の
隔離又は非常用母線の接続変更その他の異常の
拡大を防止する対策（手動操作による対策を含
む。）を講ずることによって，安全機能を有す
る施設への電力の供給が停止することのないよ
うに，電力供給の安定性を回復できる設計とす
ることを説明する。

〇

受電開閉設備
変圧器
ディーゼル発電機
　ディーゼル機関
　同期発電機
所内高圧系統
所内低圧系統

ディーゼル発電機
　ディーゼル機関
　同期発電機
所内高圧系統
所内低圧系統

－ －

＜発電機＞
容量、燃料消
費量
＜電源盤＞
電圧、電流

Ⅵ-1-8-1　電気設備に関する説明書
Ⅵ-1-8-1-1　非常用発電装置の出力の決定に関
する説明書
2.  基本方針
2.1　常設の非常用発電装置の出力に関する設
計方針
2.1.3 遮断器
3.　施設の詳細設計方針
3.3　高エネルギーアーク損傷に係る対処

【2.  基本方針】
【2.1　常設の非常用発電装置の出力に関する
設計方針】
【2.1.3 遮断器】
【3.　施設の詳細設計方針】
【3.3　高エネルギーアーク損傷に係る対処】
安全上重要な施設への電力供給に係る電気盤
（非常用ディーゼル発電機に接続される電気盤
を含む）及び当該電気盤に影響を与えるおそれ
のある電気盤（安全上重要な施設を除く。）に
ついて、遮断器の遮断時間の適切な設定，非常
用ディーゼル発電機の停止により、高エネル
ギーのアーク放電によるこれらの電気盤の損壊
の拡大を防止することができる設計とすること
を説明する。

〇

ディーゼル発電機
　重油タンク
　燃料デイタンク
　燃料移送ポンプ
　主配管（燃料油系）

ディーゼル発電機
　燃料油貯蔵タンク
　燃料油サービスタンク
　燃料油移送ポンプ
　主配管（燃料油系）

－ －

＜容器＞
容量、最高使
用圧力
＜ポンプ＞
容量、揚程、
吐出圧力
＜配管＞
最高使用圧
力、最高使用
温度、外径、
厚さ

Ⅵ-1-1-3
設備別記載事項の設定根拠に関する説明書
Ⅵ-1-1-3-7-1　電気設備

【2.1 常設の非常用発電装置の出力に関する設
計方針】
燃料貯蔵設備の容量について説明する

ディーゼル発電機
　ディーゼル機関
　同期発電機
　燃料油貯蔵タンク
　燃料油サービスタンク
　燃料油移送ポンプ
　空気だめ
　空気だめ安全弁
　主配管（燃料油系）
　主配管（冷却水系）
　主配管（起動空気系）
所内高圧系統
所内低圧系統
直流電源設備
計測制御用交流電源設備

ディーゼル発電機
　ディーゼル機関
　同期発電機
　重油タンク
　燃料デイタンク
　燃料移送ポンプ
　空気だめ
　空気だめ安全弁
　主配管（燃料油系）
　主配管（冷却水系）
　主配管（起動空気系）
所内高圧系統
所内低圧系統
直流電源設備
計測制御用交流電源設備

△

【3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系
統に関する設計】
【3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知
と拡大防止】
再処理施設の非常用電源設備及びその附属設備
（非常用所内電源設備（非常用ディーゼル発電
機，非常用蓄電池，燃料貯蔵設備等）及び安全
上重要な施設への電力供給設備（非常用メタル
クラッド開閉装置，非常用パワーセンタ，非常
用モータコントロールセンタ，ケーブル））
は，多重性を確保し，及び独立性を確保し,そ
の系統を構成する機械又は器具の単一故障が発
生した場合であっても，運転時の異常な過渡変
化時又は設計基準事故時において安全上重要な
施設及び設計基準事故に対処するための設備が
その機能を確保するため，７日間の外部電源喪
失を仮定しても非常用ディーゼル発電機の連続
運転により電力を供給できる設計とすることを
説明する。

Ⅵ-1-8-1　電気設備に関する説明書
Ⅵ-1-8-1-2　保安電源設備の健全性に関する説
明書
3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系統
に関する設計
3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知と
拡大防止

＜発電機＞
容量、燃料消
費量
＜容器＞
容量、最高使
用圧力
＜ポンプ＞
容量、揚程、
吐出圧力
＜弁＞
吹出圧力、吹
出量
＜配管＞
最高使用圧
力、最高使用
温度、外径、
厚さ
＜無停電電源
装置＞
容量、電圧
＜電力貯蔵装
置＞
・蓄電池
　　容量、電
圧
・充電器盤
　　電圧、電
流
＜電源盤＞
電圧、電流

－－
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基本設計方針を踏まえた添付書類の記載及び申請回次の展開
（第二十九条 保安電源設備）

別紙２

説明対象
申請対象設備

（２項変更①）
仕様表 添付書類 添付書類における記載

第１回

添付書類　構成 添付書類　説明内容
項目
番号

基本設計方針 要求種別 主な設備 展開事項

11
保安電源設備は受電開閉設備，変圧器，所内高圧系統，所内低圧系統，
ディーゼル発電機，直流電源設備，計測制御用電源設備及びケーブルで
構成する設計とする。

冒頭宣言

受電開閉設備
変圧器
ディーゼル発電機
所内高圧系統
所内低圧系統
直流電源設備
計測制御用交流電源設備

基本方針

Ⅵ-1-8-1　電気設備に関する説明書
Ⅵ-1-8-1-2　保安電源設備の健全性に関する説
明書
3. 施設の設計方針
3.1 受電開閉設備及び変圧器等に関する設計
3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系統
に関する設計
3.3 非常用ディーゼル発電機に関する設計

【3. 施設の設計方針】
【3.1 受電開閉設備及び変圧器等に関する設
計】
【3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系
統に関する設計】
【3.3 非常用ディーゼル発電機に関する設計】
電気設備は受電開閉設備，変圧器，所内高圧系
統，所内低圧系統，ディーゼル発電機，直流電
源設備，計測制御用電源設備及びケーブルで構
成する設計とすることを説明する。

－ － － － －

12 非常用電源建屋は，地上２階，地下１階の建物とする設計とする。 設置要求 非常用電源建屋 基本方針

Ⅵ-1-1-4　安全機能を有する施設及び重大事故
等対処設備が使用される条件の下における健全
性に関する説明書
1.8.7　その他再処理設備の附属施設
1.8.7.1　電気設備

【1.8.7　その他再処理設備の附属施設】
【1.8.7.1　電気設備】
非常用電源建屋の構成及び設計

－ － － － －

13
7.1.1.1受電開閉設備
再処理施設の電力は，外部から154ｋＶ送電線２回線で受電し，所要の
電圧に降圧し再処理施設へ給電する設計とする。

機能要求① 受電開閉設備 設計方針

Ⅵ-1-8-1　電気設備に関する説明書
Ⅵ-1-8-1-2　保安電源設備の健全性に関する説
明書
2． 基本方針
2.1 再処理施設における電気系統の信頼性確保
2.2 再処理施設の電力供給確保

【2.1 再処理施設における電気系統の信頼性確
保】
【2.2 再処理施設の電力供給確保】
再処理施設の電力は，外部から154ｋＶ送電線
２回線で受電し，所要の電圧に降圧し再処理施
設へ給電する設計とすることを説明する。

－ － － － －

14
送電線２回線の停止時に備えて，非常用ディーゼル発電機，非常用蓄電
池，燃料貯蔵設備等で構成する非常用電源設備及びその附属設備を設置
する設計とする。

設置要求
ディーゼル発電機
直流電源設備

設計方針

Ⅵ-1-5-1　電気設備に関する説明書
Ⅵ-1-5-1-1　非常用発電装置の出力の決定に関
する説明書
3. 施設の詳細設計方針
3.1 非常用ディーゼル発電機
3.1.1　内燃機関
3.1.2　発電機

Ⅵ-1-5-1-2　保安電源設備の健全性に関する説
明書
3. 施設の設計方針
3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系統
に関する設計
3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知と
拡大防止

【3.1 非常用ディーゼル発電機】
【3.1.1　内燃機関】
【3.1.2　発電機】

【3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系
統に関する設計】
【3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知
と拡大防止】
送電線２回線の停止時に備えて，非常用ディー
ゼル発電機，非常用蓄電池，燃料貯蔵設備等で
構成する非常用電源設備及びその附属設備を設
置する設計とすることを説明する。

－ － － － －

15
受電開閉設備は，廃棄物管理施設及びＭＯＸ燃料加工施設と共用する設
計とする。

機能要求①
受電開閉設備

基本方針

Ⅵ−１−１−４
安全機能を有する施設，安全上重要な施設及び
重⼤事故等対処設備が使⽤される条件の下にお
ける健全性に関する説明書
3.2 悪影響防止
3.2.1　安全機能を有する施設及び安全上重要
な施設

【3.2 悪影響防止　3.2.1　安全機能を有する
施設及び安全上重要な施設】
受電開閉設備は，廃棄物管理施設及びＭＯＸ燃
料加工施設と共用する設計とすることを説明す
る。

－ － － － －

16

受電開閉設備は，廃棄物管理施設及びＭＯＸ燃料加工施設との共用に
よって安全機能を有する施設への電力の供給が停止することがないよ
う，廃棄物管理施設及びＭＯＸ燃料加工施設への給電を考慮しても十分
な容量を有することから，共用によって再処理施設の安全性を損なわな
い設計とする。

機能要求① 受電開閉設備 基本方針

Ⅵ−１−１−４
安全機能を有する施設，安全上重要な施設及び
重⼤事故等対処設備が使⽤される条件の下にお
ける健全性に関する説明書
3.2 悪影響防止
3.2.1　安全機能を有する施設及び安全上重要
な施設

【3.2 悪影響防止　3.2.1　安全機能を有する
施設及び安全上重要な施設】
再処理施設の電気設備はMOX 燃料加工施設及び
廃棄物管理施設との共用によって安全機能を有
する施設への電力の供給が停止することがない
よう，MOX 燃料加工施設及び廃棄物管理施設へ
の給電を考慮しても十分な容量を確保すること
により，共用によって再処理施設の安全性を損
なわない設計とすることを説明する。

－ － － － －

17
7.1.1.2変圧器
受電開閉設備で受電し，受電変圧器を通して6.9ｋＶに降圧した後，再
処理施設へ給電する設計とする。

機能要求① 変圧器 設計方針

Ⅵ-1-8-1　電気設備に関する説明書
Ⅵ-1-8-1-2　保安電源設備の健全性に関する説
明書
2． 基本方針
2.1 再処理施設における電気系統の信頼性確保
2.2 再処理施設の電力供給確保

保安電源設備の健全性に関する説明書
【2.1 再処理施設における電気系統の信頼性確
保】
【2.2 再処理施設の電力供給確保】
受電開閉設備で受電した電圧を受電変圧器を通
して6.9ｋＶに降圧した後，再処理施設へ給電
する設計とすることを説明する。

－ － － － －

18
受電変圧器は，廃棄物管理施設及びＭＯＸ燃料加工施設と共用する設計
とする。

機能要求① 変圧器 基本方針

Ⅵ−１−１−４
安全機能を有する施設，安全上重要な施設及び
重⼤事故等対処設備が使⽤される条件の下にお
ける健全性に関する説明書
3.2 悪影響防止
3.2.1　安全機能を有する施設及び安全上重要
な施設

【3.2 悪影響防止　3.2.1　安全機能を有する
施設及び安全上重要な施設】
変圧器は，廃棄物管理施設及びＭＯＸ燃料加工
施設と共用する設計とすることを説明する。

－ － － － －

19

受電変圧器は，廃棄物管理施設及びＭＯＸ燃料加工施設との共用によっ
て安全機能を有する施設への電力の供給が停止することがないよう，
MOX 燃料加工施設及び廃棄物管理施設への給電を考慮しても十分な容量
を有することから，共用によって再処理施設の安全性を損なわない設計
とする。

機能要求① 変圧器 基本方針

Ⅵ−１−１−４
安全機能を有する施設，安全上重要な施設及び
重⼤事故等対処設備が使⽤される条件の下にお
ける健全性に関する説明書
3.2 悪影響防止
3.2.1　安全機能を有する施設及び安全上重要
な施設

【3.2 悪影響防止　3.2.1　安全機能を有する
施設及び安全上重要な施設】
再処理施設の電気設備はMOX 燃料加工施設及び
廃棄物管理施設との共用によって安全機能を有
する施設への電力の供給が停止することがない
よう，MOX 燃料加工施設及び廃棄物管理施設へ
の給電を考慮しても十分な容量を確保すること
により，共用によって再処理施設の安全性を損
なわない設計とすることを説明する。

－ － － － －

20

7.1.1.3所内高圧系統
非常用の所内高圧系統（メタルクラッド開閉装置で構成）は，高圧主母
線及び高圧母線で構成し，多重性を持たせた２系統の母線で安全上重要
な負荷等に給電する設計とする。

機能要求① 所内高圧系統 設計方針

Ⅵ-1-8-1　電気設備に関する説明書
Ⅵ-1-8-1-2　保安電源設備の健全性に関する説
明書
2． 基本方針
2.1 再処理施設における電気系統の信頼性確保
2.1.1 機器の破損，故障その他の異常の検知と
拡大防止
3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系統
に関する設計
3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知と
拡大防止

【2.1 再処理施設における電気系統の信頼性確
保】
【2.1.1 機器の破損，故障その他の異常の検知
と拡大防止】
【3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系
統に関する設計】
【3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知
と拡大防止】
非常用の所内高圧系統（メタルクラッド開閉装
置で構成）は，高圧主母線及び高圧母線で構成
し，多重性を持たせた２系統の母線で安全上重
要な負荷等に給電する設計とすることを説明す
る。

－ － － － －

21
また，動力用変圧器を通して降圧し，非常用の所内低圧系統（パワーセ
ンタ及びモータコントロールセンタで構成）へ給電する設計とする。

機能要求① 所内高圧系統 設計方針

Ⅵ-1-8-1　電気設備に関する説明書
Ⅵ-1-8-1-2　保安電源設備の健全性に関する説
明書
2． 基本方針
2.1 再処理施設における電気系統の信頼性確保
2.1.1 機器の破損，故障その他の異常の検知と
拡大防止
3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系統
に関する設計
3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知と
拡大防止

【2.1 再処理施設における電気系統の信頼性確
保】
【2.1.1 機器の破損，故障その他の異常の検知
と拡大防止】
【3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系
統に関する設計】
【3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知
と拡大防止】
動力用変圧器を通して降圧し，非常用の所内低
圧系統（パワーセンタ及びモータコントロール
センタで構成）へ給電する設計とすることを説
明する。

－ － － － －

22

常用及び運転予備用の所内高圧系統は，主母線として，常用主母線及び
運転予備用主母線で構成し，母線として，常用母線及び運転予備用母線
で構成し，給電する設計とする。それぞれの母線から動力変圧器を通し
て降圧し，常用及び運転予備用の所内低圧系統（パワーセンタ及びモー
タコントロールセンタで構成）へ給電する設計とする。

機能要求①
所内高圧系統
ディーゼル発電機

設計方針

Ⅵ-1-8-1　電気設備に関する説明書
Ⅵ-1-8-1-2　保安電源設備の健全性に関する説
明書
2． 基本方針
2.1 再処理施設における電気系統の信頼性確保
2.1.1 機器の破損，故障その他の異常の検知と
拡大防止
3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系統
に関する設計
3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知と
拡大防止

【2.1 再処理施設における電気系統の信頼性確
保】
【2.1.1 機器の破損，故障その他の異常の検知
と拡大防止】
【3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系
統に関する設計】
【3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知
と拡大防止】
常用及び運転予備用の所内高圧系統は，主母線
として，常用主母線及び運転予備用主母線で構
成し，母線として，常用母線及び運転予備用母
線で構成し，給電する設計とする。それぞれの
母線から動力変圧器を通して降圧し，常用及び
運転予備用の所内低圧系統（パワーセンタ及び
モータコントロールセンタで構成）へ給電する
設計とすることを説明する。

－ － － － －

23
所内高圧系統の一部は，廃棄物管理施設及びＭＯＸ燃料加工施設と共用
する設計とする。

機能要求① 所内高圧系統 基本方針

Ⅵ−１−１−４
安全機能を有する施設，安全上重要な施設及び
重⼤事故等対処設備が使⽤される条件の下にお
ける健全性に関する説明書
3.2 悪影響防止
3.2.1　安全機能を有する施設及び安全上重要
な施設

【3.2 悪影響防止　3.2.1　安全機能を有する
施設及び安全上重要な施設】
所内高圧系統の一部は，廃棄物管理施設及びＭ
ＯＸ燃料加工施設と共用する設計とすることを
説明する。

－ － － － －

24

所内高圧系統の一部は，廃棄物管理施設及びＭＯＸ燃料加工施設との共
用によって安全機能を有する施設への電力の供給が停止することがない
よう，機器の損壊，故障その他の異常を検知した場合，常用主母線又は
運転予備用主母線の遮断器により故障箇所を隔離し，故障による影響を
局所化し，他の安全機能への影響を限定することから，共用によって再
処理施設の安全性を損なわない設計とする。

機能要求① 所内高圧系統 基本方針

Ⅵ−１−１−４
安全機能を有する施設，安全上重要な施設及び
重⼤事故等対処設備が使⽤される条件の下にお
ける健全性に関する説明書
3.2 悪影響防止
3.2.1　安全機能を有する施設及び安全上重要
な施設

【3.2 悪影響防止　3.2.1　安全機能を有する
施設及び安全上重要な施設】
再処理施設は廃棄物管理施設及びＭＯＸ燃料加
工施設との共用によって安全機能を有する施設
への電力の供給が停止することがないよう，機
器の損壊，故障その他の異常を検知した場合，
常用主母線又は運転予備用主母線の遮断器によ
り故障箇所を隔離し，故障による影響を局所化
し，他の安全機能への影響を限定することか
ら，共用によって再処理施設の安全性を損なわ
ない設計とすることを説明する。

－ － － － －

25

また，所内高圧系統のうち廃棄物管理施設及びＭＯＸ燃料加工施設と共
用する所内高圧系統は，共用する負荷が接続されているが，共用する負
荷を新たに追加するものではないため必要となる容量が増加するもので
はないことから，共用によって再処理施設の安全性を損なわない設計と
する。

機能要求① 所内高圧系統 基本方針

Ⅵ−１−１−４
安全機能を有する施設，安全上重要な施設及び
重⼤事故等対処設備が使⽤される条件の下にお
ける健全性に関する説明書
3.2 悪影響防止
3.2.1　安全機能を有する施設及び安全上重要
な施設

【3.2 悪影響防止　3.2.1　安全機能を有する
施設及び安全上重要な施設】
所内高圧系統のうち廃棄物管理施設及びＭＯＸ
燃料加工施設と共用する所内高圧系統は，共用
する負荷が接続されているが，共用する負荷を
新たに追加するものではないため必要となる容
量が増加するものではないことから，共用に
よって再処理施設の安全性を損なわない設計と
することを説明する。

－ － － － －

38



基本設計方針を踏まえた添付書類の記載及び申請回次の展開
（第二十九条 保安電源設備）

別紙２

項目
番号

基本設計方針 要求種別 主な設備 展開事項

11
保安電源設備は受電開閉設備，変圧器，所内高圧系統，所内低圧系統，
ディーゼル発電機，直流電源設備，計測制御用電源設備及びケーブルで
構成する設計とする。

冒頭宣言

受電開閉設備
変圧器
ディーゼル発電機
所内高圧系統
所内低圧系統
直流電源設備
計測制御用交流電源設備

基本方針

12 非常用電源建屋は，地上２階，地下１階の建物とする設計とする。 設置要求 非常用電源建屋 基本方針

13
7.1.1.1受電開閉設備
再処理施設の電力は，外部から154ｋＶ送電線２回線で受電し，所要の
電圧に降圧し再処理施設へ給電する設計とする。

機能要求① 受電開閉設備 設計方針

14
送電線２回線の停止時に備えて，非常用ディーゼル発電機，非常用蓄電
池，燃料貯蔵設備等で構成する非常用電源設備及びその附属設備を設置
する設計とする。

設置要求
ディーゼル発電機
直流電源設備

設計方針

15
受電開閉設備は，廃棄物管理施設及びＭＯＸ燃料加工施設と共用する設
計とする。

機能要求①
受電開閉設備

基本方針

16

受電開閉設備は，廃棄物管理施設及びＭＯＸ燃料加工施設との共用に
よって安全機能を有する施設への電力の供給が停止することがないよ
う，廃棄物管理施設及びＭＯＸ燃料加工施設への給電を考慮しても十分
な容量を有することから，共用によって再処理施設の安全性を損なわな
い設計とする。

機能要求① 受電開閉設備 基本方針

17
7.1.1.2変圧器
受電開閉設備で受電し，受電変圧器を通して6.9ｋＶに降圧した後，再
処理施設へ給電する設計とする。

機能要求① 変圧器 設計方針

18
受電変圧器は，廃棄物管理施設及びＭＯＸ燃料加工施設と共用する設計
とする。

機能要求① 変圧器 基本方針

19

受電変圧器は，廃棄物管理施設及びＭＯＸ燃料加工施設との共用によっ
て安全機能を有する施設への電力の供給が停止することがないよう，
MOX 燃料加工施設及び廃棄物管理施設への給電を考慮しても十分な容量
を有することから，共用によって再処理施設の安全性を損なわない設計
とする。

機能要求① 変圧器 基本方針

20

7.1.1.3所内高圧系統
非常用の所内高圧系統（メタルクラッド開閉装置で構成）は，高圧主母
線及び高圧母線で構成し，多重性を持たせた２系統の母線で安全上重要
な負荷等に給電する設計とする。

機能要求① 所内高圧系統 設計方針

21
また，動力用変圧器を通して降圧し，非常用の所内低圧系統（パワーセ
ンタ及びモータコントロールセンタで構成）へ給電する設計とする。

機能要求① 所内高圧系統 設計方針

22

常用及び運転予備用の所内高圧系統は，主母線として，常用主母線及び
運転予備用主母線で構成し，母線として，常用母線及び運転予備用母線
で構成し，給電する設計とする。それぞれの母線から動力変圧器を通し
て降圧し，常用及び運転予備用の所内低圧系統（パワーセンタ及びモー
タコントロールセンタで構成）へ給電する設計とする。

機能要求①
所内高圧系統
ディーゼル発電機

設計方針

23
所内高圧系統の一部は，廃棄物管理施設及びＭＯＸ燃料加工施設と共用
する設計とする。

機能要求① 所内高圧系統 基本方針

24

所内高圧系統の一部は，廃棄物管理施設及びＭＯＸ燃料加工施設との共
用によって安全機能を有する施設への電力の供給が停止することがない
よう，機器の損壊，故障その他の異常を検知した場合，常用主母線又は
運転予備用主母線の遮断器により故障箇所を隔離し，故障による影響を
局所化し，他の安全機能への影響を限定することから，共用によって再
処理施設の安全性を損なわない設計とする。

機能要求① 所内高圧系統 基本方針

25

また，所内高圧系統のうち廃棄物管理施設及びＭＯＸ燃料加工施設と共
用する所内高圧系統は，共用する負荷が接続されているが，共用する負
荷を新たに追加するものではないため必要となる容量が増加するもので
はないことから，共用によって再処理施設の安全性を損なわない設計と
する。

機能要求① 所内高圧系統 基本方針

説明対象
申請対象設備

（１項変更①）
申請対象設備

（２項変更②）

申請対象設備
（別設工認①

第2ユーティリティ建屋に係る施設）

申請対象設備
（別設工認②

海洋放出管切り離し工事）
仕様表 添付書類 添付書類における記載

第２回

△

受電開閉設備
変圧器
ディーゼル発電機
所内高圧系統
所内低圧系統
直流電源設備
計測制御用交流電源設備

ディーゼル発電機
所内高圧系統
所内低圧系統
直流電源設備
計測制御用交流電源設備

ディーゼル発電機
所内高圧系統
所内低圧系統
直流電源設備
計測制御用交流電源設備

－ －

Ⅵ-1-8-1　電気設備に関する説明書
Ⅵ-1-8-1-2　保安電源設備の健全性に関する説
明書
3. 施設の設計方針
3.1 受電開閉設備及び変圧器等に関する設計
3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系統
に関する設計
3.3 非常用ディーゼル発電機に関する設計

【3. 施設の設計方針】
【3.1 受電開閉設備及び変圧器等に関する設
計】
【3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系
統に関する設計】
【3.3 非常用ディーゼル発電機に関する設計】
電気設備は受電開閉設備，変圧器，所内高圧系
統，所内低圧系統，ディーゼル発電機，直流電
源設備，計測制御用電源設備及びケーブルで構
成する設計とすることを説明する。

△ － 基本方針 － － －

Ⅵ-1-1-4　安全機能を有する施設及び重大事故
等対処設備が使用される条件の下における健全
性に関する説明書
1.8.7　その他再処理設備の附属施設
1.8.7.1　電気設備

【1.8.7　その他再処理設備の附属施設】
【1.8.7.1　電気設備】
非常用電源建屋の構成及び設計

△ 受電開閉設備 － － － －

Ⅵ-1-8-1　電気設備に関する説明書
Ⅵ-1-8-1-2　保安電源設備の健全性に関する説
明書
2． 基本方針
2.1 再処理施設における電気系統の信頼性確保
2.2 再処理施設の電力供給確保

【2.1 再処理施設における電気系統の信頼性確
保】
【2.2 再処理施設の電力供給確保】
再処理施設の電力は，外部から154ｋＶ送電線
２回線で受電し，所要の電圧に降圧し再処理施
設へ給電する設計とすることを説明する。

△

ディーゼル発電機
　ディーゼル機関
　同期発電機
　重油タンク
　燃料デイタンク
　燃料移送ポンプ
　空気だめ
　空気だめ安全弁
　主配管（燃料油系）
　主配管（冷却水系）
　主配管（起動空気系）
直流電源設備

ディーゼル発電機
　ディーゼル機関
　同期発電機
　燃料油貯蔵タンク
　燃料油サービスタンク
　燃料油移送ポンプ
　空気だめ
　空気だめ安全弁
　主配管（燃料油系）
　主配管（冷却水系）
　主配管（起動空気系）
直流電源設備

－ － －

Ⅵ-1-5-1　電気設備に関する説明書
Ⅵ-1-5-1-1　非常用発電装置の出力の決定に関
する説明書
3. 施設の詳細設計方針
3.1 非常用ディーゼル発電機
3.1.1　内燃機関
3.1.2　発電機

Ⅵ-1-5-1-2　保安電源設備の健全性に関する説
明書
3. 施設の設計方針
3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系統
に関する設計
3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知と
拡大防止

【3.1 非常用ディーゼル発電機】
【3.1.1　内燃機関】
【3.1.2　発電機】

【3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系
統に関する設計】
【3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知
と拡大防止】
送電線２回線の停止時に備えて，非常用ディー
ゼル発電機，非常用蓄電池，燃料貯蔵設備等で
構成する非常用電源設備及びその附属設備を設
置する設計とすることを説明する。

〇 受電開閉設備 － 受電開閉設備 － －

Ⅵ−１−１−４
安全機能を有する施設，安全上重要な施設及び
重⼤事故等対処設備が使⽤される条件の下にお
ける健全性に関する説明書
3.2 悪影響防止
3.2.1　安全機能を有する施設及び安全上重要
な施設

【3.2 悪影響防止　3.2.1　安全機能を有する
施設及び安全上重要な施設】
受電開閉設備は，廃棄物管理施設及びＭＯＸ燃
料加工施設と共用する設計とすることを説明す
る。

〇 受電開閉設備 － 受電開閉設備 － －

Ⅵ−１−１−４
安全機能を有する施設，安全上重要な施設及び
重⼤事故等対処設備が使⽤される条件の下にお
ける健全性に関する説明書
3.2 悪影響防止
3.2.1　安全機能を有する施設及び安全上重要
な施設

【3.2 悪影響防止　3.2.1　安全機能を有する
施設及び安全上重要な施設】
再処理施設の電気設備はMOX 燃料加工施設及び
廃棄物管理施設との共用によって安全機能を有
する施設への電力の供給が停止することがない
よう，MOX 燃料加工施設及び廃棄物管理施設へ
の給電を考慮しても十分な容量を確保すること
により，共用によって再処理施設の安全性を損
なわない設計とすることを説明する。

△ 変圧器 － 変圧器 － －

Ⅵ-1-8-1　電気設備に関する説明書
Ⅵ-1-8-1-2　保安電源設備の健全性に関する説
明書
2． 基本方針
2.1 再処理施設における電気系統の信頼性確保
2.2 再処理施設の電力供給確保

保安電源設備の健全性に関する説明書
【2.1 再処理施設における電気系統の信頼性確
保】
【2.2 再処理施設の電力供給確保】
受電開閉設備で受電した電圧を受電変圧器を通
して6.9ｋＶに降圧した後，再処理施設へ給電
する設計とすることを説明する。

〇 変圧器 － 変圧器 － －

Ⅵ−１−１−４
安全機能を有する施設，安全上重要な施設及び
重⼤事故等対処設備が使⽤される条件の下にお
ける健全性に関する説明書
3.2 悪影響防止
3.2.1　安全機能を有する施設及び安全上重要
な施設

【3.2 悪影響防止　3.2.1　安全機能を有する
施設及び安全上重要な施設】
変圧器は，廃棄物管理施設及びＭＯＸ燃料加工
施設と共用する設計とすることを説明する。

〇 変圧器 － 変圧器 － －

Ⅵ−１−１−４
安全機能を有する施設，安全上重要な施設及び
重⼤事故等対処設備が使⽤される条件の下にお
ける健全性に関する説明書
3.2 悪影響防止
3.2.1　安全機能を有する施設及び安全上重要
な施設

【3.2 悪影響防止　3.2.1　安全機能を有する
施設及び安全上重要な施設】
再処理施設の電気設備はMOX 燃料加工施設及び
廃棄物管理施設との共用によって安全機能を有
する施設への電力の供給が停止することがない
よう，MOX 燃料加工施設及び廃棄物管理施設へ
の給電を考慮しても十分な容量を確保すること
により，共用によって再処理施設の安全性を損
なわない設計とすることを説明する。

△ 所内高圧系統 所内高圧系統 － － －

Ⅵ-1-8-1　電気設備に関する説明書
Ⅵ-1-8-1-2　保安電源設備の健全性に関する説
明書
2． 基本方針
2.1 再処理施設における電気系統の信頼性確保
2.1.1 機器の破損，故障その他の異常の検知と
拡大防止
3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系統
に関する設計
3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知と
拡大防止

【2.1 再処理施設における電気系統の信頼性確
保】
【2.1.1 機器の破損，故障その他の異常の検知
と拡大防止】
【3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系
統に関する設計】
【3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知
と拡大防止】
非常用の所内高圧系統（メタルクラッド開閉装
置で構成）は，高圧主母線及び高圧母線で構成
し，多重性を持たせた２系統の母線で安全上重
要な負荷等に給電する設計とすることを説明す
る。

△ 所内高圧系統 所内高圧系統 － － －

Ⅵ-1-8-1　電気設備に関する説明書
Ⅵ-1-8-1-2　保安電源設備の健全性に関する説
明書
2． 基本方針
2.1 再処理施設における電気系統の信頼性確保
2.1.1 機器の破損，故障その他の異常の検知と
拡大防止
3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系統
に関する設計
3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知と
拡大防止

【2.1 再処理施設における電気系統の信頼性確
保】
【2.1.1 機器の破損，故障その他の異常の検知
と拡大防止】
【3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系
統に関する設計】
【3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知
と拡大防止】
動力用変圧器を通して降圧し，非常用の所内低
圧系統（パワーセンタ及びモータコントロール
センタで構成）へ給電する設計とすることを説
明する。

△
ディーゼル発電機
所内高圧系統

所内高圧系統
ディーゼル発電機
所内高圧系統

－ －

Ⅵ-1-8-1　電気設備に関する説明書
Ⅵ-1-8-1-2　保安電源設備の健全性に関する説
明書
2． 基本方針
2.1 再処理施設における電気系統の信頼性確保
2.1.1 機器の破損，故障その他の異常の検知と
拡大防止
3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系統
に関する設計
3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知と
拡大防止

【2.1 再処理施設における電気系統の信頼性確
保】
【2.1.1 機器の破損，故障その他の異常の検知
と拡大防止】
【3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系
統に関する設計】
【3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知
と拡大防止】
常用及び運転予備用の所内高圧系統は，主母線
として，常用主母線及び運転予備用主母線で構
成し，母線として，常用母線及び運転予備用母
線で構成し，給電する設計とする。それぞれの
母線から動力変圧器を通して降圧し，常用及び
運転予備用の所内低圧系統（パワーセンタ及び
モータコントロールセンタで構成）へ給電する
設計とすることを説明する。

〇 所内高圧系統 所内高圧系統 所内高圧系統 － －

Ⅵ−１−１−４
安全機能を有する施設，安全上重要な施設及び
重⼤事故等対処設備が使⽤される条件の下にお
ける健全性に関する説明書
3.2 悪影響防止
3.2.1　安全機能を有する施設及び安全上重要
な施設

【3.2 悪影響防止　3.2.1　安全機能を有する
施設及び安全上重要な施設】
所内高圧系統の一部は，廃棄物管理施設及びＭ
ＯＸ燃料加工施設と共用する設計とすることを
説明する。

〇 所内高圧系統 所内高圧系統 所内高圧系統 － －

Ⅵ−１−１−４
安全機能を有する施設，安全上重要な施設及び
重⼤事故等対処設備が使⽤される条件の下にお
ける健全性に関する説明書
3.2 悪影響防止
3.2.1　安全機能を有する施設及び安全上重要
な施設

【3.2 悪影響防止　3.2.1　安全機能を有する
施設及び安全上重要な施設】
再処理施設は廃棄物管理施設及びＭＯＸ燃料加
工施設との共用によって安全機能を有する施設
への電力の供給が停止することがないよう，機
器の損壊，故障その他の異常を検知した場合，
常用主母線又は運転予備用主母線の遮断器によ
り故障箇所を隔離し，故障による影響を局所化
し，他の安全機能への影響を限定することか
ら，共用によって再処理施設の安全性を損なわ
ない設計とすることを説明する。

〇 所内高圧系統 所内高圧系統 － － －

Ⅵ−１−１−４
安全機能を有する施設，安全上重要な施設及び
重⼤事故等対処設備が使⽤される条件の下にお
ける健全性に関する説明書
3.2 悪影響防止
3.2.1　安全機能を有する施設及び安全上重要
な施設

【3.2 悪影響防止　3.2.1　安全機能を有する
施設及び安全上重要な施設】
所内高圧系統のうち廃棄物管理施設及びＭＯＸ
燃料加工施設と共用する所内高圧系統は，共用
する負荷が接続されているが，共用する負荷を
新たに追加するものではないため必要となる容
量が増加するものではないことから，共用に
よって再処理施設の安全性を損なわない設計と
することを説明する。
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26
7.1.1.4 所内低圧系統
非常用の所内低圧系統は，低圧母線で構成し，多重性を持たせた２系統
の母線で安全上重要な負荷等に給電する設計とする。

機能要求① 所内低圧系統 設計方針

Ⅵ-1-8-1　電気設備に関する説明書
Ⅵ-1-8-1-2　保安電源設備の健全性に関する説
明書
2． 基本方針
2.1 再処理施設における電気系統の信頼性確保
2.1.1 機器の破損，故障その他の異常の検知と
拡大防止
3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系統
に関する設計
3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知と
拡大防止

【2.1 再処理施設における電気系統の信頼性確
保】
【2.1.1 機器の破損，故障その他の異常の検知
と拡大防止】
【3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系
統に関する設計】
【3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知
と拡大防止】
非常用の所内低圧系統は，低圧母線で構成し，
多重性を持たせた２系統の母線で安全上重要な
負荷等に給電する設計とすることを説明する。

－ － － － －

27
常用及び運転予備用の所内低圧系統は，低圧母線で構成し，安全機能を
有する負荷等に給電する設計とする。

機能要求① 所内低圧系統 設計方針

Ⅵ-1-8-1　電気設備に関する説明書
Ⅵ-1-8-1-2　保安電源設備の健全性に関する説
明書
2． 基本方針
2.1 再処理施設における電気系統の信頼性確保
2.1.1 機器の破損，故障その他の異常の検知と
拡大防止
3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系統
に関する設計
3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知と
拡大防止

【2.1 再処理施設における電気系統の信頼性確
保】
【2.1.1 機器の破損，故障その他の異常の検知
と拡大防止】
【3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系
統に関する設計】
【3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知
と拡大防止】
運転予備用及び常用の所内低圧系統は，低圧母
線で構成し，安全機能を有する負荷等に給電す
る設計とすることを説明する。

－ － － － －

28
所内低圧系統の一部は，廃棄物管理施設及びＭＯＸ燃料加工施設と共用
する設計とする。

機能要求① 所内低圧系統 基本方針

Ⅵ−１−１−４
安全機能を有する施設，安全上重要な施設及び
重⼤事故等対処設備が使⽤される条件の下にお
ける健全性に関する説明書
3.2 悪影響防止
3.2.1　安全機能を有する施設及び安全上重要
な施設

【3.2 悪影響防止　3.2.1　安全機能を有する
施設及び安全上重要な施設】
所内低圧系統の一部は，廃棄物管理施設及びＭ
ＯＸ燃料加工施設と共用する設計とすることを
説明する。

－ － － － －

29

所内低圧系統のうち廃棄物管理施設及びＭＯＸ燃料加工施設と共用する
所内低圧系統は，共用する負荷が接続されているが，共用する負荷を新
たに追加するものではないため必要となる容量が増加するものではない
ことから，共用によって再処理施設の安全性を損なわない設計とする。

機能要求① 所内低圧系統 基本方針

Ⅵ−１−１−４
安全機能を有する施設，安全上重要な施設及び
重⼤事故等対処設備が使⽤される条件の下にお
ける健全性に関する説明書
3.2 悪影響防止
3.2.1　安全機能を有する施設及び安全上重要
な施設

【3.2 悪影響防止　3.2.1　安全機能を有する
施設及び安全上重要な施設】
所内低圧系統のうち他施設と共用する所内低圧
系統は，給電先が共用する負荷であり，必要と
なる電力及び燃料が増加するものではないこと
から，共用によって再処理施設の安全性を損な
わない設計とすることを説明する。

－ － － － －

30

7.1.1.1.5ディーゼル発電機
非常用ディーゼル発電機として，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋に第１非
常用ディーゼル発電機を，非常用電源建屋に第２非常用ディーゼル発電
機を設置する設計とする。

設置要求 ディーゼル発電機 設計方針

Ⅵ-1-8-1　電気設備に関する説明書
Ⅵ-1-8-1-1　非常用発電装置の出力の決定に関
する説明書
3. 施設の詳細設計方針
3.1 非常用ディーゼル発電機
3.1.1　内燃機関
3.1.2　発電機

Ⅵ-1-8-1-2　保安電源設備の健全性に関する説
明書
3. 施設の設計方針
3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系統
に関する設計
3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知と
拡大防止

【3.1 非常用ディーゼル発電機】
【3.1.1　内燃機関】
【3.1.2　発電機】
【3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系
統に関する設計】
【3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知
と拡大防止】
非常用ディーゼル発電機として，使用済燃料受
入れ・貯蔵建屋に第１非常用ディーゼル発電機
を，非常用電源建屋に第２非常用ディーゼル発
電機を設置する設計とすることを説明する。

－ － － － －

31
また，ユーティリティ建屋に運転予備用ディーゼル発電機を，第２ユー
ティリティ建屋に第２運転予備用ディーゼル発電機を設置する設計とす
る。

機能要求① ディーゼル発電機 設計方針

Ⅵ-1-8-1　電気設備に関する説明書
Ⅵ-1-8-1-2　保安電源設備の健全性に関する説
明書
3. 施設の設計方針
3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系統
に関する設計
3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知と
拡大防止

【3. 施設の設計方針】
【3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系
統に関する設計】
【3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知
と拡大防止】
ユーティリティ建屋に運転予備ディーゼル発電
機を，第２ユーティリティ建屋に第２運転予備
用ディーゼル発電機を設置する設計とすること
を説明する。

－ － － － －

32
外部電源が完全に喪失した場合でも，第１非常用ディーゼル発電機で使
用済燃料の受入れ及び貯蔵に必要な施設の安全を確保するための負荷に
対して給電可能な設計とする。

機能要求① ディーゼル発電機 設計方針

Ⅵ-1-8-1　電気設備に関する説明書
Ⅵ-1-8-1-1　非常用発電装置の出力の決定に関
する説明書
3. 施設の詳細設計方針
3.1 非常用ディーゼル発電機
3.1.1　内燃機関
3.1.2　発電機

非常用発電装置の出力の決定に関する説明書
【3.1 非常用ディーゼル発電機 】
【3.1.1　内燃機関】
【3.1.2　発電機】
外部電源が完全に喪失した場合でも，第１非常
用ディーゼル発電機１台で使用済燃料の受入れ
及び貯蔵に必要な施設の安全を確保するための
負荷に対して給電可能な設計とすることを説明
する。

－ － － － －

33
また，第２非常用ディーゼル発電機で再処理施設（使用済燃料の受入れ
及び貯蔵に必要な施設を除く。）の安全を確保するための負荷に対して
給電可能な設計とする。

機能要求① ディーゼル発電機 設計方針

Ⅵ-1-8-1　電気設備に関する説明書
Ⅵ-1-8-1-1　非常用発電装置の出力の決定に関
する説明書
3. 施設の詳細設計方針
3.1 非常用ディーゼル発電機
3.1.1　内燃機関
3.1.2　発電機

【3.1 非常用ディーゼル発電機】
【3.1.1　内燃機関】
【3.1.2　発電機】
第２非常用ディーゼル発電機１台で再処理施設
（使用済燃料の受入れ及び貯蔵に必要な施設を
除く。）の安全を確保するための負荷に対して
給電可能な設計とすることを説明する。

－ － － － －

34
なお，運転予備用ディーゼル発電機からユーティリティ建屋の運転予備
用主母線，第２運転予備用ディーゼル発電機から第２ユーティリティ建
屋の運転予備用主母線に給電できる設計とする。

機能要求① ディーゼル発電機 設計方針

Ⅵ-1-8-1　電気設備に関する説明書
Ⅵ-1-8-1-2　保安電源設備の健全性に関する説
明書
3. 施設の設計方針
3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系統
に関する設計
3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知と
拡大防止

【3. 施設の設計方針】
【3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系
統に関する設計】
【3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知
と拡大防止】
ユーティリティ建屋に運転予備ディーゼル発電
機を，第２ユーティリティ建屋に第２運転予備
用ディーゼル発電機を設置する設計とすること
を説明する。

－ － － － －

35

非常用ディーゼル発電機は,非常用所内電源系統低電圧信号で起動し，
設計基準事故における安全上重要な施設の設備の作動開始時間を満足す
る時間である15秒以内に電圧を確立した後は，各非常用主母線に接続
し，負荷に給電する設計とする。

機能要求① ディーゼル発電機 設計方針

Ⅵ-1-8-1　電気設備に関する説明書
Ⅵ-1-8-1-1　非常用発電装置の出力の決定に関
する説明書
3. 施設の詳細設計方針
3.1 非常用ディーゼル発電機
3.1.1　内燃機関
3.1.2　発電機

【3.1 非常用ディーゼル発電機】
【3.1.1　内燃機関】
【3.1.2　発電機】
非常用ディーゼル発電機は,非常用所内電源系
統低電圧信号で起動し，設計基準事故における
安全上重要な施設の設備の作動開始時間を満足
する時間である15秒以内に電圧を確立した後
は，各非常用主母線に接続し，負荷に給電する
設計とすることを説明する。

－ － － － －

36
燃料貯蔵設備として，第１非常用ディーゼル発電機用に重油タンクを，
第２非常用ディーゼル発電機用に燃料油貯蔵タンクを設置する設計とす
る。

設置要求 ディーゼル発電機 基本方針

Ⅵ-1-8-1　電気設備に関する説明書
Ⅵ-1-8-1-1　非常用発電装置の出力の決定に関
する説明書
3. 施設の詳細設計方針
3.1 非常用ディーゼル発電機
3.1.1　内燃機関
3.1.2　発電機

【3.1 非常用ディーゼル発電機】
【3.1.1　内燃機関】
【3.1.2　発電機】
燃料貯蔵設備として，第１非常用ディーゼル発
電機用に重油タンクを，第２非常用ディーゼル
発電機用に燃料油貯蔵タンクを設置する設計と
することを説明する。

－ － － － －

37

重油タンク及び燃料油貯蔵タンクは，７日間の外部電源喪失を仮定して
も，設計基準事故に対処するために必要な第１非常用ディーゼル発電機
及び第２非常用ディーゼル発電機をそれぞれ７日間運転することにより
必要とする電力を供給できる容量以上の燃料を事業所内に貯蔵する設計
とする。

機能要求② ディーゼル発電機 設計方針

Ⅵ-1-8-1　電気設備に関する説明書
Ⅵ-1-8-1-1　非常用発電装置の出力の決定に関
する説明書
2.  基本方針
2.1 常設の非常用発電装置の出力に関する設計
方針

【2.1 常設の非常用発電装置の出力に関する設
計方針】
燃料貯蔵設備の容量について説明する

－ － － － －

38
ディーゼル発電機の一部は，廃棄物管理施設及びＭＯＸ燃料加工施設と
共用する設計とする。

機能要求① ディーゼル発電機 基本方針

Ⅵ−１−１−４
安全機能を有する施設，安全上重要な施設及び
重⼤事故等対処設備が使⽤される条件の下にお
ける健全性に関する説明書
3.2 悪影響防止
3.2.1　安全機能を有する施設及び安全上重要
な施設

【3.2 悪影響防止　3.2.1　安全機能を有する
施設及び安全上重要な施設】
ディーゼル発電機の一部は，ＭＯＸ燃料加工施
設と共用する設計とすることを説明する。

－ － － － －

39

ディーゼル発電機のうちＭＯＸ燃料加工施設と共用する第１非常用
ディーゼル発電機及びその燃料を供給する重油タンクは，共用する負荷
が接続されているが，共用する負荷を新たに追加するものではないため
必要となる容量が増加するものではないことから，共用によって再処理
施設の安全性を損なわない設計とする。

機能要求① ディーゼル発電機 基本方針

Ⅵ−１−１−４
安全機能を有する施設，安全上重要な施設及び
重⼤事故等対処設備が使⽤される条件の下にお
ける健全性に関する説明書
3.2 悪影響防止
3.2.1　安全機能を有する施設及び安全上重要
な施設

【3.2 悪影響防止　3.2.1　安全機能を有する
施設及び安全上重要な施設】
ディーゼル発電機のうちＭＯＸ燃料加工施設と
共用する第１非常用ディーゼル発電機及びその
燃料を供給する重油タンクは，共用する負荷が
接続されているが，共用する負荷を新たに追加
するものではないため必要となる容量が増加す
るものではないことから，共用によって再処理
施設の安全性を損なわない設計とすることを説
明する。

－ － － － －

40

ディーゼル発電機のうちＭＯＸ燃料加工施設と共用する第２運転予備用
ディーゼル発電機及びその燃料を供給する燃料貯蔵設備は，ＭＯＸ燃料
加工施設との共用によって安全機能を有する施設への電力の供給が停止
することがないよう，ＭＯＸ燃料加工施設への給電を考慮しても十分な
容量を有することから，共用によって再処理施設の安全性を損なわない
設計とする。

機能要求① ディーゼル発電機 基本方針

Ⅵ−１−１−４
安全機能を有する施設，安全上重要な施設及び
重⼤事故等対処設備が使⽤される条件の下にお
ける健全性に関する説明書
3.2 悪影響防止
3.2.1　安全機能を有する施設及び安全上重要
な施設

【3.2 悪影響防止　3.2.1　安全機能を有する
施設及び安全上重要な施設】
ディーゼル発電機のうちＭＯＸ燃料加工施設と
共用する第２運転予備用ディーゼル発電機及び
その燃料を供給する燃料貯蔵設備は，ＭＯＸ燃
料加工施設との共用によって安全機能を有する
施設への電力の供給が停止することがないよ
う，ＭＯＸ燃料加工施設への給電を考慮しても
十分な容量を有することから，共用によって再
処理施設の安全性を損なわない設計とする。こ
とを説明する。

－ － － － －

40



基本設計方針を踏まえた添付書類の記載及び申請回次の展開
（第二十九条 保安電源設備）

別紙２

項目
番号

基本設計方針 要求種別 主な設備 展開事項

26
7.1.1.4 所内低圧系統
非常用の所内低圧系統は，低圧母線で構成し，多重性を持たせた２系統
の母線で安全上重要な負荷等に給電する設計とする。

機能要求① 所内低圧系統 設計方針

27
常用及び運転予備用の所内低圧系統は，低圧母線で構成し，安全機能を
有する負荷等に給電する設計とする。

機能要求① 所内低圧系統 設計方針

28
所内低圧系統の一部は，廃棄物管理施設及びＭＯＸ燃料加工施設と共用
する設計とする。

機能要求① 所内低圧系統 基本方針

29

所内低圧系統のうち廃棄物管理施設及びＭＯＸ燃料加工施設と共用する
所内低圧系統は，共用する負荷が接続されているが，共用する負荷を新
たに追加するものではないため必要となる容量が増加するものではない
ことから，共用によって再処理施設の安全性を損なわない設計とする。

機能要求① 所内低圧系統 基本方針

30

7.1.1.1.5ディーゼル発電機
非常用ディーゼル発電機として，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋に第１非
常用ディーゼル発電機を，非常用電源建屋に第２非常用ディーゼル発電
機を設置する設計とする。

設置要求 ディーゼル発電機 設計方針

31
また，ユーティリティ建屋に運転予備用ディーゼル発電機を，第２ユー
ティリティ建屋に第２運転予備用ディーゼル発電機を設置する設計とす
る。

機能要求① ディーゼル発電機 設計方針

32
外部電源が完全に喪失した場合でも，第１非常用ディーゼル発電機で使
用済燃料の受入れ及び貯蔵に必要な施設の安全を確保するための負荷に
対して給電可能な設計とする。

機能要求① ディーゼル発電機 設計方針

33
また，第２非常用ディーゼル発電機で再処理施設（使用済燃料の受入れ
及び貯蔵に必要な施設を除く。）の安全を確保するための負荷に対して
給電可能な設計とする。

機能要求① ディーゼル発電機 設計方針

34
なお，運転予備用ディーゼル発電機からユーティリティ建屋の運転予備
用主母線，第２運転予備用ディーゼル発電機から第２ユーティリティ建
屋の運転予備用主母線に給電できる設計とする。

機能要求① ディーゼル発電機 設計方針

35

非常用ディーゼル発電機は,非常用所内電源系統低電圧信号で起動し，
設計基準事故における安全上重要な施設の設備の作動開始時間を満足す
る時間である15秒以内に電圧を確立した後は，各非常用主母線に接続
し，負荷に給電する設計とする。

機能要求① ディーゼル発電機 設計方針

36
燃料貯蔵設備として，第１非常用ディーゼル発電機用に重油タンクを，
第２非常用ディーゼル発電機用に燃料油貯蔵タンクを設置する設計とす
る。

設置要求 ディーゼル発電機 基本方針

37

重油タンク及び燃料油貯蔵タンクは，７日間の外部電源喪失を仮定して
も，設計基準事故に対処するために必要な第１非常用ディーゼル発電機
及び第２非常用ディーゼル発電機をそれぞれ７日間運転することにより
必要とする電力を供給できる容量以上の燃料を事業所内に貯蔵する設計
とする。

機能要求② ディーゼル発電機 設計方針

38
ディーゼル発電機の一部は，廃棄物管理施設及びＭＯＸ燃料加工施設と
共用する設計とする。

機能要求① ディーゼル発電機 基本方針

39

ディーゼル発電機のうちＭＯＸ燃料加工施設と共用する第１非常用
ディーゼル発電機及びその燃料を供給する重油タンクは，共用する負荷
が接続されているが，共用する負荷を新たに追加するものではないため
必要となる容量が増加するものではないことから，共用によって再処理
施設の安全性を損なわない設計とする。

機能要求① ディーゼル発電機 基本方針

40

ディーゼル発電機のうちＭＯＸ燃料加工施設と共用する第２運転予備用
ディーゼル発電機及びその燃料を供給する燃料貯蔵設備は，ＭＯＸ燃料
加工施設との共用によって安全機能を有する施設への電力の供給が停止
することがないよう，ＭＯＸ燃料加工施設への給電を考慮しても十分な
容量を有することから，共用によって再処理施設の安全性を損なわない
設計とする。

機能要求① ディーゼル発電機 基本方針

説明対象
申請対象設備

（１項変更①）
申請対象設備

（２項変更②）

申請対象設備
（別設工認①

第2ユーティリティ建屋に係る施設）

申請対象設備
（別設工認②

海洋放出管切り離し工事）
仕様表 添付書類 添付書類における記載

第２回

△ 所内低圧系統 所内低圧系統 所内低圧系統 － －

Ⅵ-1-8-1　電気設備に関する説明書
Ⅵ-1-8-1-2　保安電源設備の健全性に関する説
明書
2． 基本方針
2.1 再処理施設における電気系統の信頼性確保
2.1.1 機器の破損，故障その他の異常の検知と
拡大防止
3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系統
に関する設計
3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知と
拡大防止

【2.1 再処理施設における電気系統の信頼性確
保】
【2.1.1 機器の破損，故障その他の異常の検知
と拡大防止】
【3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系
統に関する設計】
【3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知
と拡大防止】
非常用の所内低圧系統は，低圧母線で構成し，
多重性を持たせた２系統の母線で安全上重要な
負荷等に給電する設計とすることを説明する。

△ 所内低圧系統 所内低圧系統 所内低圧系統 － －

Ⅵ-1-8-1　電気設備に関する説明書
Ⅵ-1-8-1-2　保安電源設備の健全性に関する説
明書
2． 基本方針
2.1 再処理施設における電気系統の信頼性確保
2.1.1 機器の破損，故障その他の異常の検知と
拡大防止
3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系統
に関する設計
3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知と
拡大防止

【2.1 再処理施設における電気系統の信頼性確
保】
【2.1.1 機器の破損，故障その他の異常の検知
と拡大防止】
【3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系
統に関する設計】
【3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知
と拡大防止】
運転予備用及び常用の所内低圧系統は，低圧母
線で構成し，安全機能を有する負荷等に給電す
る設計とすることを説明する。

〇 所内低圧系統 所内低圧系統 所内高圧系統 － －

Ⅵ−１−１−４
安全機能を有する施設，安全上重要な施設及び
重⼤事故等対処設備が使⽤される条件の下にお
ける健全性に関する説明書
3.2 悪影響防止
3.2.1　安全機能を有する施設及び安全上重要
な施設

【3.2 悪影響防止　3.2.1　安全機能を有する
施設及び安全上重要な施設】
所内低圧系統の一部は，廃棄物管理施設及びＭ
ＯＸ燃料加工施設と共用する設計とすることを
説明する。

〇 所内低圧系統 所内低圧系統 所内高圧系統 － －

Ⅵ−１−１−４
安全機能を有する施設，安全上重要な施設及び
重⼤事故等対処設備が使⽤される条件の下にお
ける健全性に関する説明書
3.2 悪影響防止
3.2.1　安全機能を有する施設及び安全上重要
な施設

【3.2 悪影響防止　3.2.1　安全機能を有する
施設及び安全上重要な施設】
所内低圧系統のうち他施設と共用する所内低圧
系統は，給電先が共用する負荷であり，必要と
なる電力及び燃料が増加するものではないこと
から，共用によって再処理施設の安全性を損な
わない設計とすることを説明する。

△

ディーゼル発電機
　ディーゼル機関
　同期発電機
　重油タンク
　燃料デイタンク
　燃料移送ポンプ
　空気だめ
　空気だめ安全弁
　主配管（燃料油系）
　主配管（冷却水系）
　主配管（起動空気系）

ディーゼル発電機
　ディーゼル機関
　同期発電機
　燃料油貯蔵タンク
　燃料油サービスタンク
　燃料油移送ポンプ
　空気だめ
　空気だめ安全弁
　主配管（燃料油系）
　主配管（冷却水系）
　主配管（起動空気系）

－ － －

Ⅵ-1-8-1　電気設備に関する説明書
Ⅵ-1-8-1-1　非常用発電装置の出力の決定に関
する説明書
3. 施設の詳細設計方針
3.1 非常用ディーゼル発電機
3.1.1　内燃機関
3.1.2　発電機

Ⅵ-1-8-1-2　保安電源設備の健全性に関する説
明書
3. 施設の設計方針
3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系統
に関する設計
3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知と
拡大防止

【3.1 非常用ディーゼル発電機】
【3.1.1　内燃機関】
【3.1.2　発電機】
【3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系
統に関する設計】
【3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知
と拡大防止】
非常用ディーゼル発電機として，使用済燃料受
入れ・貯蔵建屋に第１非常用ディーゼル発電機
を，非常用電源建屋に第２非常用ディーゼル発
電機を設置する設計とすることを説明する。

△ ディーゼル発電機 － ディーゼル発電機 － －

Ⅵ-1-8-1　電気設備に関する説明書
Ⅵ-1-8-1-2　保安電源設備の健全性に関する説
明書
3. 施設の設計方針
3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系統
に関する設計
3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知と
拡大防止

【3. 施設の設計方針】
【3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系
統に関する設計】
【3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知
と拡大防止】
ユーティリティ建屋に運転予備ディーゼル発電
機を，第２ユーティリティ建屋に第２運転予備
用ディーゼル発電機を設置する設計とすること
を説明する。

△

ディーゼル発電機
　ディーゼル機関
　同期発電機
　重油タンク
　燃料デイタンク
　燃料移送ポンプ
　空気だめ
　空気だめ安全弁
　主配管（燃料油系）
　主配管（冷却水系）
　主配管（起動空気系）

－ － － －

Ⅵ-1-8-1　電気設備に関する説明書
Ⅵ-1-8-1-1　非常用発電装置の出力の決定に関
する説明書
3. 施設の詳細設計方針
3.1 非常用ディーゼル発電機
3.1.1　内燃機関
3.1.2　発電機

非常用発電装置の出力の決定に関する説明書
【3.1 非常用ディーゼル発電機 】
【3.1.1　内燃機関】
【3.1.2　発電機】
外部電源が完全に喪失した場合でも，第１非常
用ディーゼル発電機１台で使用済燃料の受入れ
及び貯蔵に必要な施設の安全を確保するための
負荷に対して給電可能な設計とすることを説明
する。

△ －

ディーゼル発電機
　ディーゼル機関
　同期発電機
　燃料油貯蔵タンク
　燃料油サービスタンク
　燃料油移送ポンプ
　空気だめ
　空気だめ安全弁
　主配管（燃料油系）
　主配管（冷却水系）
　主配管（起動空気系）

－ － －

Ⅵ-1-8-1　電気設備に関する説明書
Ⅵ-1-8-1-1　非常用発電装置の出力の決定に関
する説明書
3. 施設の詳細設計方針
3.1 非常用ディーゼル発電機
3.1.1　内燃機関
3.1.2　発電機

【3.1 非常用ディーゼル発電機】
【3.1.1　内燃機関】
【3.1.2　発電機】
第２非常用ディーゼル発電機１台で再処理施設
（使用済燃料の受入れ及び貯蔵に必要な施設を
除く。）の安全を確保するための負荷に対して
給電可能な設計とすることを説明する。

△ ディーゼル発電機 － ディーゼル発電機 － －

Ⅵ-1-8-1　電気設備に関する説明書
Ⅵ-1-8-1-2　保安電源設備の健全性に関する説
明書
3. 施設の設計方針
3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系統
に関する設計
3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知と
拡大防止

【3. 施設の設計方針】
【3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系
統に関する設計】
【3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知
と拡大防止】
ユーティリティ建屋に運転予備ディーゼル発電
機を，第２ユーティリティ建屋に第２運転予備
用ディーゼル発電機を設置する設計とすること
を説明する。

〇

ディーゼル発電機
　ディーゼル機関
　同期発電機
　重油タンク
　燃料デイタンク
　燃料移送ポンプ
　空気だめ
　空気だめ安全弁
　主配管（燃料油系）
　主配管（冷却水系）
　主配管（起動空気系）

ディーゼル発電機
　ディーゼル機関
　同期発電機
　燃料油貯蔵タンク
　燃料油サービスタンク
　燃料油移送ポンプ
　空気だめ
　空気だめ安全弁
　主配管（燃料油系）
　主配管（冷却水系）
　主配管（起動空気系）

－ － －

Ⅵ-1-8-1　電気設備に関する説明書
Ⅵ-1-8-1-1　非常用発電装置の出力の決定に関
する説明書
3. 施設の詳細設計方針
3.1 非常用ディーゼル発電機
3.1.1　内燃機関
3.1.2　発電機

【3.1 非常用ディーゼル発電機】
【3.1.1　内燃機関】
【3.1.2　発電機】
非常用ディーゼル発電機は,非常用所内電源系
統低電圧信号で起動し，設計基準事故における
安全上重要な施設の設備の作動開始時間を満足
する時間である15秒以内に電圧を確立した後
は，各非常用主母線に接続し，負荷に給電する
設計とすることを説明する。

△

ディーゼル発電機
　重油タンク
　燃料デイタンク
　燃料移送ポンプ
　主配管（燃料油系）

ディーゼル発電機
　燃料油貯蔵タンク
　燃料油サービスタンク
　燃料油移送ポンプ
　主配管（燃料油系）

－ － －

Ⅵ-1-8-1　電気設備に関する説明書
Ⅵ-1-8-1-1　非常用発電装置の出力の決定に関
する説明書
3. 施設の詳細設計方針
3.1 非常用ディーゼル発電機
3.1.1　内燃機関
3.1.2　発電機

【3.1 非常用ディーゼル発電機】
【3.1.1　内燃機関】
【3.1.2　発電機】
燃料貯蔵設備として，第１非常用ディーゼル発
電機用に重油タンクを，第２非常用ディーゼル
発電機用に燃料油貯蔵タンクを設置する設計と
することを説明する。

〇

ディーゼル発電機
　重油タンク
　燃料デイタンク
　燃料移送ポンプ
　主配管（燃料油系）

ディーゼル発電機
　燃料油貯蔵タンク
　燃料油サービスタンク
　燃料油移送ポンプ
　主配管（燃料油系）

－ － －
Ⅵ-1-1-3
設備別記載事項の設定根拠に関する説明書
Ⅵ-1-1-3-7-1　電気設備

【2.1 常設の非常用発電装置の出力に関する設
計方針】
燃料貯蔵設備の容量について説明する

〇 ディーゼル発電機 － ディーゼル発電機 － －

Ⅵ−１−１−４
安全機能を有する施設，安全上重要な施設及び
重⼤事故等対処設備が使⽤される条件の下にお
ける健全性に関する説明書
3.2 悪影響防止
3.2.1　安全機能を有する施設及び安全上重要
な施設

【3.2 悪影響防止　3.2.1　安全機能を有する
施設及び安全上重要な施設】
ディーゼル発電機の一部は，ＭＯＸ燃料加工施
設と共用する設計とすることを説明する。

〇 ディーゼル発電機 － － － －

Ⅵ−１−１−４
安全機能を有する施設，安全上重要な施設及び
重⼤事故等対処設備が使⽤される条件の下にお
ける健全性に関する説明書
3.2 悪影響防止
3.2.1　安全機能を有する施設及び安全上重要
な施設

【3.2 悪影響防止　3.2.1　安全機能を有する
施設及び安全上重要な施設】
ディーゼル発電機のうちＭＯＸ燃料加工施設と
共用する第１非常用ディーゼル発電機及びその
燃料を供給する重油タンクは，共用する負荷が
接続されているが，共用する負荷を新たに追加
するものではないため必要となる容量が増加す
るものではないことから，共用によって再処理
施設の安全性を損なわない設計とすることを説
明する。

〇 － － ディーゼル発電機 － －

Ⅵ−１−１−４
安全機能を有する施設，安全上重要な施設及び
重⼤事故等対処設備が使⽤される条件の下にお
ける健全性に関する説明書
3.2 悪影響防止
3.2.1　安全機能を有する施設及び安全上重要
な施設

【3.2 悪影響防止　3.2.1　安全機能を有する
施設及び安全上重要な施設】
ディーゼル発電機のうちＭＯＸ燃料加工施設と
共用する第２運転予備用ディーゼル発電機及び
その燃料を供給する燃料貯蔵設備は，ＭＯＸ燃
料加工施設との共用によって安全機能を有する
施設への電力の供給が停止することがないよ
う，ＭＯＸ燃料加工施設への給電を考慮しても
十分な容量を有することから，共用によって再
処理施設の安全性を損なわない設計とする。こ
とを説明する。
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基本設計方針を踏まえた添付書類の記載及び申請回次の展開
（第二十九条 保安電源設備）

別紙２

説明対象
申請対象設備

（２項変更①）
仕様表 添付書類 添付書類における記載

第１回

添付書類　構成 添付書類　説明内容
項目
番号

基本設計方針 要求種別 主な設備 展開事項

41

ディーゼル発電機のうち廃棄物管理施設と共用する運転予備用ディーゼ
ル発電機及びその燃料を供給する燃料貯蔵設備は，共用する負荷が接続
されているが，共用する負荷を新たに追加するものではないため必要と
なる容量が増加するものではないことから，共用によって再処理施設の
安全性を損なわない設計とする。

機能要求① ディーゼル発電機 基本方針

Ⅵ−１−１−４
安全機能を有する施設，安全上重要な施設及び
重⼤事故等対処設備が使⽤される条件の下にお
ける健全性に関する説明書
3.2 悪影響防止
3.2.1　安全機能を有する施設及び安全上重要
な施設

【3.2 悪影響防止　3.2.1　安全機能を有する
施設及び安全上重要な施設】
ディーゼル発電機のうち廃棄物管理施設と共用
する運転予備用ディーゼル発電機及びその燃料
を供給する燃料貯蔵設備は，共用する負荷が接
続されているが，共用する負荷を新たに追加す
るものではないため必要となる容量が増加する
ものではないことから，共用によって再処理施
設の安全性を損なわない設計とする。ことを説
明する。

－ － － － －

42
7.1.1.6直流電源設備
再処理施設の安全性を確保するために特に必要な設備に対し，直流電源
設備を設置する設計とする。

設置要求 直流電源設備 基本方針

Ⅵ-1-8-1　電気設備に関する説明書
Ⅵ-1-8-1-2　保安電源設備の健全性に関する説
明書
3. 施設の設計方針
3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系統
に関する設計
3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知と
拡大防止

【3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系
統に関する設計】
【3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知
と拡大防止】
再処理施設の安全性を確保するために特に必要
な設備に対し，直流電源設備を設置する設計と
することを説明する。

－ － － － －

43
非常用蓄電池として，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋に第１非常用蓄電池
を，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設以外の建屋で非常用電源を必
要とする建屋に第２非常用蓄電池を設置する設計とする。

設置要求 直流電源設備 基本方針

Ⅵ-1-8-1　電気設備に関する説明書
Ⅵ-1-8-1-2　保安電源設備の健全性に関する説
明書
3. 施設の設計方針
3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系統
に関する設計
3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知と
拡大防止

保安電源設備の健全性に関する説明書
【3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系
統に関する設計】
【3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知
と拡大防止】
非常用蓄電池として，使用済燃料受入れ・貯蔵
建屋に第１非常用蓄電池を，使用済燃料の受入
れ施設及び貯蔵施設以外の建屋で非常用電源を
必要とする建屋に第２非常用蓄電池を設置する
設計とすることを説明する。

－ － － － －

44
非常用の直流電源設備は，安全上重要な負荷のうち，平常時及び異常時
の監視制御用に，常に電源を必要とする負荷に給電するための非常用所
内電源として，蓄電池及び充電器で構成し，給電する設計とする。

機能要求① 直流電源設備 設計方針

Ⅵ-1-8-1　電気設備に関する説明書
Ⅵ-1-8-1-2　保安電源設備の健全性に関する説
明書
3. 施設の設計方針
3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系統
に関する設計
3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知と
拡大防止

【3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系
統に関する設計】
【3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知
と拡大防止】
非常用の直流電源設備は，安全上重要な負荷の
うち，平常時及び異常時の監視制御用に，常に
電源を必要とする負荷に給電するための非常用
所内電源として，蓄電池，充電器盤及び直流主
分電盤で構成し，給電する設計とすることを説
明する。

－ － － － －

45
非常用の直流電源設備は，短時間の全交流動力電源の喪失に対して監視
制御機能を確保できる設計とする。

機能要求① 直流電源設備 設計方針

Ⅵ-1-8-1　電気設備に関する説明書
Ⅵ-1-8-1-2　保安電源設備の健全性に関する説
明書
3. 施設の設計方針
3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系統
に関する設計
3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知と
拡大防止

【3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系
統に関する設計】
【3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知
と拡大防止】
非常用の直流電源設備は，短時間の全交流動力
電源の喪失に対して監視制御機能を確保できる
設計とすることを説明する。

－ － － － －

46 常用の直流電源設備として，蓄電池及び充電器で構成する設計とする。 機能要求① 直流電源設備 設計方針

Ⅵ-1-8-1　電気設備に関する説明書
Ⅵ-1-8-1-2　保安電源設備の健全性に関する説
明書
3. 施設の設計方針
3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系統
に関する設計
3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知と
拡大防止

保安電源設備の健全性に関する説明書
【3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系
統に関する設計】
【3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知
と拡大防止】
常用の直流電源設備として，蓄電池，充電器盤
及び直流主分電盤で構成する設計とすることを
説明する。

－ － － － －

47
7.1.1.7計測制御用交流電源設備
　再処理施設の安全性を確保するために特に必要な設備に対し，非常用
の計測制御用交流電源設備を設置する設計とする。

設置要求 計測制御用交流電源設備 基本方針

Ⅵ-1-8-1　電気設備に関する説明書
Ⅵ-1-8-1-2　保安電源設備の健全性に関する説
明書
3. 施設の設計方針
3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系統
に関する設計
3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知と
拡大防止

【3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系
統に関する設計】
【3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知
と拡大防止】
再処理施設の安全性を確保するために特に必要
な設備に対し，非常用の計測制御用交流電源設
備を設置する設計とすることを説明する。

－ － － － －

48

非常用の計測制御用交流電源設備は，安全上重要な負荷のうち，平常時
及び異常時の監視制御用に電源を必要とする負荷に給電するための非常
用所内電源として，無停電電源装置，非常用無停電交流母線及び計測交
流電源の計測母線で構成し，給電する設計とする。

機能要求① 計測制御用交流電源設備 設計方針

Ⅵ-1-8-1　電気設備に関する説明書
Ⅵ-1-8-1-2　保安電源設備の健全性に関する説
明書
3. 施設の設計方針
3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系統
に関する設計
3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知と
拡大防止

【3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系
統に関する設計】
【3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知
と拡大防止】
非常用の計測制御用交流電源設備は，安全上重
要な負荷のうち，平常時及び異常時の監視制御
用に，常に電源を必要とする負荷に給電するた
めの非常用所内電源として，無停電電源装置，
非常用無停電交流母線及び計測交流電源の計測
母線で構成し，監視制御機能の維持が必要な負
荷へ給電する設計とすることを説明する。

－ － － － －

49
非常用の計測制御用交流電源設備は，短時間の全交流動力電源の喪失に
対して監視制御機能を確保できる設計とする。

機能要求① 計測制御用交流電源設備 設計方針

Ⅵ-1-8-1　電気設備に関する説明書
Ⅵ-1-8-1-2　保安電源設備の健全性に関する説
明書
3. 施設の設計方針
3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系統
に関する設計
3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知と
拡大防止

【3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系
統に関する設計】
【3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知
と拡大防止】
非常用の計測制御用交流電源設備は，短時間の
全交流動力電源の喪失に対して監視制御機能を
確保できる設計とすることを説明する。

－ － － － －

50

非常用の計測制御用交流電源設備は，外部電源喪失時に必要な電力の供
給が非常用ディーゼル発電機から開始されるまでの間においても，非常
用直流電源設備である蓄電池（非常用）から直流電源が供給されること
により，非常用無停電交流電源盤に対し電力供給を確保できる設計とす
る。

機能要求① 計測制御用交流電源設備 設計方針

Ⅵ-1-8-1　電気設備に関する説明書
Ⅵ-1-8-1-2　保安電源設備の健全性に関する説
明書
3. 施設の設計方針
3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系統
に関する設計
3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知と
拡大防止

【3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系
統に関する設計】
【3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知
と拡大防止】
非常用の計測制御用交流電源設備は，外部電源
喪失時に必要な電力の供給が非常用発電機から
開始されるまでの間においても，非常用直流電
源設備である蓄電池（非常用）から直流電源が
供給されることにより，非常用無停電交流電源
盤に対し電力供給を確保できる設計とすること
を説明する。

－ － － － －

51
常用の計測制御用交流電源設備として，無停電電源装置，無停電交流母
線及び計測交流電源の計測母線で構成し，給電する設計とする。

機能要求① 計測制御用交流電源設備 設計方針

Ⅵ-1-8-1　電気設備に関する説明書
Ⅵ-1-8-1-2　保安電源設備の健全性に関する説
明書
3. 施設の設計方針
3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系統
に関する設計
3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知と
拡大防止

【3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系
統に関する設計】
【3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知
と拡大防止】
常用の計測制御用交流電源設備として，無停電
電源装置の無停電交流母線及び計測交流電源盤
の計測母線で構成し，給電する設計とすること
を説明する。

－ － － － －

52

安全上重要な施設に関係する動力回路，制御回路及び計装回路のケーブ
ルは，その多重性及び独立性を確保するため，それぞれ相互に分離した
ケーブルトレイ及び電線管を使用して敷設し，相互に独立性を侵害する
ことのない設計とする。

機能要求①

ディーゼル発電機
所内高圧系統
所内低圧系統
直流電源設備
計測制御用交流電源設備

設計方針

Ⅵ-1-8-1　電気設備に関する説明書
Ⅵ-1-8-1-2　保安電源設備の健全性に関する説
明書
3. 施設の設計方針
3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系統
に関する設計
3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知と
拡大防止

【3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系
統に関する設計】
【3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知
と拡大防止】
安全上重要な施設に関係する動力回路，制御回
路及び計装回路のケーブルは，その多重性及び
独立性を確保するため，それぞれ相互に分離し
たケーブルトレイ及び電線管を使用して敷設
し，相互に独立性を侵害することのない設計と
することを説明する。

－ － － － －

42



基本設計方針を踏まえた添付書類の記載及び申請回次の展開
（第二十九条 保安電源設備）

別紙２

項目
番号

基本設計方針 要求種別 主な設備 展開事項

41

ディーゼル発電機のうち廃棄物管理施設と共用する運転予備用ディーゼ
ル発電機及びその燃料を供給する燃料貯蔵設備は，共用する負荷が接続
されているが，共用する負荷を新たに追加するものではないため必要と
なる容量が増加するものではないことから，共用によって再処理施設の
安全性を損なわない設計とする。

機能要求① ディーゼル発電機 基本方針

42
7.1.1.6直流電源設備
再処理施設の安全性を確保するために特に必要な設備に対し，直流電源
設備を設置する設計とする。

設置要求 直流電源設備 基本方針

43
非常用蓄電池として，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋に第１非常用蓄電池
を，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設以外の建屋で非常用電源を必
要とする建屋に第２非常用蓄電池を設置する設計とする。

設置要求 直流電源設備 基本方針

44
非常用の直流電源設備は，安全上重要な負荷のうち，平常時及び異常時
の監視制御用に，常に電源を必要とする負荷に給電するための非常用所
内電源として，蓄電池及び充電器で構成し，給電する設計とする。

機能要求① 直流電源設備 設計方針

45
非常用の直流電源設備は，短時間の全交流動力電源の喪失に対して監視
制御機能を確保できる設計とする。

機能要求① 直流電源設備 設計方針

46 常用の直流電源設備として，蓄電池及び充電器で構成する設計とする。 機能要求① 直流電源設備 設計方針

47
7.1.1.7計測制御用交流電源設備
　再処理施設の安全性を確保するために特に必要な設備に対し，非常用
の計測制御用交流電源設備を設置する設計とする。

設置要求 計測制御用交流電源設備 基本方針

48

非常用の計測制御用交流電源設備は，安全上重要な負荷のうち，平常時
及び異常時の監視制御用に電源を必要とする負荷に給電するための非常
用所内電源として，無停電電源装置，非常用無停電交流母線及び計測交
流電源の計測母線で構成し，給電する設計とする。

機能要求① 計測制御用交流電源設備 設計方針

49
非常用の計測制御用交流電源設備は，短時間の全交流動力電源の喪失に
対して監視制御機能を確保できる設計とする。

機能要求① 計測制御用交流電源設備 設計方針

50

非常用の計測制御用交流電源設備は，外部電源喪失時に必要な電力の供
給が非常用ディーゼル発電機から開始されるまでの間においても，非常
用直流電源設備である蓄電池（非常用）から直流電源が供給されること
により，非常用無停電交流電源盤に対し電力供給を確保できる設計とす
る。

機能要求① 計測制御用交流電源設備 設計方針

51
常用の計測制御用交流電源設備として，無停電電源装置，無停電交流母
線及び計測交流電源の計測母線で構成し，給電する設計とする。

機能要求① 計測制御用交流電源設備 設計方針

52

安全上重要な施設に関係する動力回路，制御回路及び計装回路のケーブ
ルは，その多重性及び独立性を確保するため，それぞれ相互に分離した
ケーブルトレイ及び電線管を使用して敷設し，相互に独立性を侵害する
ことのない設計とする。

機能要求①

ディーゼル発電機
所内高圧系統
所内低圧系統
直流電源設備
計測制御用交流電源設備

設計方針

説明対象
申請対象設備

（１項変更①）
申請対象設備

（２項変更②）

申請対象設備
（別設工認①

第2ユーティリティ建屋に係る施設）

申請対象設備
（別設工認②

海洋放出管切り離し工事）
仕様表 添付書類 添付書類における記載

第２回

〇 － ディーゼル発電機 － － －

Ⅵ−１−１−４
安全機能を有する施設，安全上重要な施設及び
重⼤事故等対処設備が使⽤される条件の下にお
ける健全性に関する説明書
3.2 悪影響防止
3.2.1　安全機能を有する施設及び安全上重要
な施設

【3.2 悪影響防止　3.2.1　安全機能を有する
施設及び安全上重要な施設】
ディーゼル発電機のうち廃棄物管理施設と共用
する運転予備用ディーゼル発電機及びその燃料
を供給する燃料貯蔵設備は，共用する負荷が接
続されているが，共用する負荷を新たに追加す
るものではないため必要となる容量が増加する
ものではないことから，共用によって再処理施
設の安全性を損なわない設計とする。ことを説
明する。

△ 直流電源設備 直流電源設備 － － －

Ⅵ-1-8-1　電気設備に関する説明書
Ⅵ-1-8-1-2　保安電源設備の健全性に関する説
明書
3. 施設の設計方針
3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系統
に関する設計
3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知と
拡大防止

【3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系
統に関する設計】
【3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知
と拡大防止】
再処理施設の安全性を確保するために特に必要
な設備に対し，直流電源設備を設置する設計と
することを説明する。

△ 直流電源設備 直流電源設備 － － －

Ⅵ-1-8-1　電気設備に関する説明書
Ⅵ-1-8-1-2　保安電源設備の健全性に関する説
明書
3. 施設の設計方針
3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系統
に関する設計
3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知と
拡大防止

保安電源設備の健全性に関する説明書
【3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系
統に関する設計】
【3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知
と拡大防止】
非常用蓄電池として，使用済燃料受入れ・貯蔵
建屋に第１非常用蓄電池を，使用済燃料の受入
れ施設及び貯蔵施設以外の建屋で非常用電源を
必要とする建屋に第２非常用蓄電池を設置する
設計とすることを説明する。

△ 直流電源設備 直流電源設備 － － －

Ⅵ-1-8-1　電気設備に関する説明書
Ⅵ-1-8-1-2　保安電源設備の健全性に関する説
明書
3. 施設の設計方針
3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系統
に関する設計
3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知と
拡大防止

【3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系
統に関する設計】
【3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知
と拡大防止】
非常用の直流電源設備は，安全上重要な負荷の
うち，平常時及び異常時の監視制御用に，常に
電源を必要とする負荷に給電するための非常用
所内電源として，蓄電池，充電器盤及び直流主
分電盤で構成し，給電する設計とすることを説
明する。

△ 直流電源設備 直流電源設備 － － －

Ⅵ-1-8-1　電気設備に関する説明書
Ⅵ-1-8-1-2　保安電源設備の健全性に関する説
明書
3. 施設の設計方針
3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系統
に関する設計
3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知と
拡大防止

【3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系
統に関する設計】
【3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知
と拡大防止】
非常用の直流電源設備は，短時間の全交流動力
電源の喪失に対して監視制御機能を確保できる
設計とすることを説明する。

△ 直流電源設備 直流電源設備 直流電源設備 － －

Ⅵ-1-8-1　電気設備に関する説明書
Ⅵ-1-8-1-2　保安電源設備の健全性に関する説
明書
3. 施設の設計方針
3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系統
に関する設計
3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知と
拡大防止

保安電源設備の健全性に関する説明書
【3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系
統に関する設計】
【3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知
と拡大防止】
常用の直流電源設備として，蓄電池，充電器盤
及び直流主分電盤で構成する設計とすることを
説明する。

△ 計測制御用交流電源設備 計測制御用交流電源設備 － － －

Ⅵ-1-8-1　電気設備に関する説明書
Ⅵ-1-8-1-2　保安電源設備の健全性に関する説
明書
3. 施設の設計方針
3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系統
に関する設計
3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知と
拡大防止

【3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系
統に関する設計】
【3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知
と拡大防止】
再処理施設の安全性を確保するために特に必要
な設備に対し，非常用の計測制御用交流電源設
備を設置する設計とすることを説明する。

△ 計測制御用交流電源設備 計測制御用交流電源設備 － － －

Ⅵ-1-8-1　電気設備に関する説明書
Ⅵ-1-8-1-2　保安電源設備の健全性に関する説
明書
3. 施設の設計方針
3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系統
に関する設計
3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知と
拡大防止

【3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系
統に関する設計】
【3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知
と拡大防止】
非常用の計測制御用交流電源設備は，安全上重
要な負荷のうち，平常時及び異常時の監視制御
用に，常に電源を必要とする負荷に給電するた
めの非常用所内電源として，無停電電源装置，
非常用無停電交流母線及び計測交流電源の計測
母線で構成し，監視制御機能の維持が必要な負
荷へ給電する設計とすることを説明する。

△ 計測制御用交流電源設備 計測制御用交流電源設備 － － －

Ⅵ-1-8-1　電気設備に関する説明書
Ⅵ-1-8-1-2　保安電源設備の健全性に関する説
明書
3. 施設の設計方針
3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系統
に関する設計
3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知と
拡大防止

【3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系
統に関する設計】
【3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知
と拡大防止】
非常用の計測制御用交流電源設備は，短時間の
全交流動力電源の喪失に対して監視制御機能を
確保できる設計とすることを説明する。

△ 計測制御用交流電源設備 計測制御用交流電源設備 － － －

Ⅵ-1-8-1　電気設備に関する説明書
Ⅵ-1-8-1-2　保安電源設備の健全性に関する説
明書
3. 施設の設計方針
3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系統
に関する設計
3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知と
拡大防止

【3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系
統に関する設計】
【3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知
と拡大防止】
非常用の計測制御用交流電源設備は，外部電源
喪失時に必要な電力の供給が非常用発電機から
開始されるまでの間においても，非常用直流電
源設備である蓄電池（非常用）から直流電源が
供給されることにより，非常用無停電交流電源
盤に対し電力供給を確保できる設計とすること
を説明する。

△ 計測制御用交流電源設備 計測制御用交流電源設備 計測制御用交流電源設備 － －

Ⅵ-1-8-1　電気設備に関する説明書
Ⅵ-1-8-1-2　保安電源設備の健全性に関する説
明書
3. 施設の設計方針
3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系統
に関する設計
3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知と
拡大防止

【3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系
統に関する設計】
【3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知
と拡大防止】
常用の計測制御用交流電源設備として，無停電
電源装置の無停電交流母線及び計測交流電源盤
の計測母線で構成し，給電する設計とすること
を説明する。

△

ディーゼル発電機
所内高圧系統
所内低圧系統
直流電源設備
計測制御用交流電源設備

ディーゼル発電機
所内高圧系統
所内低圧系統
直流電源設備
計測制御用交流電源設備

－ － －

Ⅵ-1-8-1　電気設備に関する説明書
Ⅵ-1-8-1-2　保安電源設備の健全性に関する説
明書
3. 施設の設計方針
3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系統
に関する設計
3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知と
拡大防止

【3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系
統に関する設計】
【3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知
と拡大防止】
安全上重要な施設に関係する動力回路，制御回
路及び計装回路のケーブルは，その多重性及び
独立性を確保するため，それぞれ相互に分離し
たケーブルトレイ及び電線管を使用して敷設
し，相互に独立性を侵害することのない設計と
することを説明する。

・「説明対象」について
〇：当該申請回次で新規に記載する項目又は当該申請回次で記載を追記する項目
△：当該申請回次以前から記載しており，記載内容に変更がない項目
－：当該申請回次で記載しない項目
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基本設計方針の添付書類への展開
（第二十九条 保安電源設備）

別紙３①

項目番号 基本設計方針 要求種別 主な設備 展開事項 添付書類における記載 補足すべき事項

1

7.その他再処理設備の附属施設
7.1動力装置及び非常用動力装置
7.1.1電気設備
電気設備の設計に係る共通的な設計方針については、第１章　共通項目の「２．地盤」，「３．自然現象等」，「５．火災等による損傷
の防止」，「６．再処理施設内における溢水による損傷の防止」，「７．再処理施設内における化学薬品の漏えいによる損傷の防止」，
「９．設備に対する要求」及び「10．その他」に基づくものとする。

冒頭宣言 － － －
第11条，第14条，第15条及び第16条に
て整理する。

第11条，第14条，第15条及び第16条にて整理する。

※補足すべき事項の対象なし。

2
再処理施設は，安全上重要な施設がその機能を維持するために必要となる電力を当該安全上重要な施設に供給するため，電力系統に連系
した設計とする。

機能要求① 受電開閉設備 設計方針

Ⅵ-1-8-1　電気
設備に関する説
明書
Ⅵ-1-8-1-2　保
安電源設備の健
全性に関する説
明書

2． 基本方針
2.1 再処理施設における電気系統の信
頼性確保
2.2 再処理施設の電力供給確保

【2.1 再処理施設における電気系統の信頼性確保】
【2.2 再処理施設の電力供給確保】
再処理施設は，安全上重要な施設がその機能を維持するために必要となる電力を当該安全上重要な施設に供給するた
め，電力系統に連系した設計とすることを説明する。

※補足すべき事項の対象なし。

3
再処理施設に接続する再処理施設内開閉所の外の電力系統（以下「電線路」という。）のうち少なくとも２回線は，電力系統と非常用所
内電源系統とを接続する外部電源系統を２つ以上設ける設計とすることにより，再処理施設において受電可能な設計とし，かつ，それに
より再処理施設を電力系統に連系する設計とする。

機能要求②
受電開閉設備
変圧器

設計方針

Ⅵ-1-8-1　電気
設備に関する説
明書
Ⅵ-1-8-1-2　保
安電源設備の健
全性に関する説
明書

2． 基本方針
2.1 再処理施設における電気系統の信
頼性確保
2.2 再処理施設の電力供給確保

【2.1 再処理施設における電気系統の信頼性確保】
【2.2 再処理施設の電力供給確保】
再処理施設に接続する再処理施設内開閉所の外の電力系統（以下「電線路」という。）のうち少なくとも２回線は，
電力系統と非常用所内電源系統とを接続する外部電源系統を２つ以上設ける設計とすることにより，再処理施設にお
いて受電可能な設計とし，かつ，それにより再処理施設を電力系統に連系する設計とすることを説明する。

＜再処理施設における電気系統の信頼性確保＞
⇒再処理施設における電気系統の信頼性確保について、補足説
明する。
［補足電源2］1相開放故障に関する対応について

4 再処理施設には，非常用電源設備（安全機能を有する施設に属するものに限る。）を設ける設計とする。
設置要求
機能要求②

ディーゼル発電機
直流電源設備

設計方針

Ⅵ-1-8-1　電気
設備に関する説
明書
Ⅵ-1-8-1-1　非
常用発電装置の
出力の決定に関
する説明書

3. 施設の詳細設計方針
3.1 非常用ディーゼル発電機
3.1.1　内燃機関
3.1.2　発電機
Ⅵ-1-8-1-2　保安電源設備の健全性に
関する説明書
3. 施設の設計方針
3.2 非常用所内電源系統及び常用所内
電源系統に関する設計
3.3 非常用ディーゼル発電機に関する
設計

【3. 施設の詳細設計方針】
【3.1 非常用ディーゼル発電機 】
【3.1.1　内燃機関】
【3.1.2　発電機】
保安電源設備の健全性に関する説明書
【3. 施設の設計方針 】
【3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系統に関する設計 】
【3.3 非常用ディーゼル発電機に関する設計 】
再処理施設には，非常用電源設備（安全機能を有する施設に属するものに限る。）を設ける設計とすることを説明す
る。

＜ディーゼル発電機の容量＞
安全上重要な施設及び設計基準事故に対処するための設備がそ
の機能を確保するために十分な容量を有する設計であることを
補足説明する。
[補足電源1]非常用発電装置の供給負荷について（非常用
ディーゼル発電機（29条）／可搬型発電機（46条））

5
再処理施設の安全性を確保するために特に必要な設備には，無停電電源装置又はこれと同等以上の機能を有する設備を設ける設計とす
る。

設置要求
機能要求②

直流電源設備
計測制御用交流電源設備

設計方針

Ⅵ-1-8-1　電気
設備に関する説
明書
Ⅵ-1-8-1-2　保
安電源設備の健
全性に関する説
明書

3. 施設の設計方針
3.2 非常用所内電源系統及び常用所内
電源系統に関する設計

【3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系統に関する設計】
再処理施設の安全性を確保するために特に必要な設備には、無停電電源装置又はこれと同等以上の機能を有する設備
を設ける設計とすることを説明する。

※補足すべき事項の対象なし。

6

再処理施設の保安電源設備（安全機能を有する施設へ電力を供給するための設備をいう。）は，電線路及び非常用電源設備から安全機能
を有する施設への電力の供給が停止することがないよう，送電線，変圧器，母線，発電機に保護継電器を設置し，電気系統の機器の短
絡，地絡，母線の低電圧，過電流，過電圧を感知した場合は，ガス絶縁開閉装置あるいはメタルクラッド開閉装置，パワーセンタ及び
モータコントロールセンタの遮断器により故障箇所を隔離することによって，故障による影響を局所化できるとともに，他の安全機能へ
の影響を限定できる設計とする。

機能要求①

受電開閉設備
ディーゼル発電機
変圧器
所内高圧系統
所内低圧系統
直流電源設備
計測制御用交流電源設備

基本方針

Ⅵ-1-8-1　電気
設備に関する説
明書
Ⅵ-1-8-1-2　保
安電源設備の健
全性に関する説
明書

2． 基本方針
2.1 再処理施設における電気系統の信
頼性確保
2.1.1 機器の破損，故障その他の異常
の検知と拡大防止

【2.1 再処理施設における電気系統の信頼性確保】
【2.1.1 機器の破損，故障その他の異常の検知と拡大防止】
再処理施設の保安電源設備（安全機能を有する施設へ電力を供給するための設備をいう。）は，電線路及び非常用電
源設備から安全機能を有する施設への電力の供給が停止することがないよう，送電線，変圧器，母線，発電機に保護
継電器を設置し，電気系統の機器の短絡，地絡，母線の低電圧，過電流，過電圧を感知した場合は，ガス絶縁開閉装
置あるいはメタルクラッド開閉装置，パワーセンタ及びモータコントロールセンタの遮断器により故障箇所を隔離す
ることによって，故障による影響を局所化できるとともに，他の安全機能への影響を限定できる設計とすることを説
明する。

＜機器の破損，故障その他の異常の検知と拡大防止＞
⇒機器の破損，故障その他の異常の検知と拡大防止について、
補足説明する。
［補足電源2］1相開放故障に関する対応について

7

また，外部電源に直接接続している受電変圧器の一次側において３相のうちの１相の電路の開放が生じた場合，安全機能を有する施設へ
の電力の供給が不安定になったことを検知し，故障箇所の隔離又は非常用母線の接続変更その他の異常の拡大を防止する対策（手動操作
による対策を含む。）を講ずることによって，安全機能を有する施設への電力の供給が停止することのないように，電力供給の安定性を
回復できる設計とする。

機能要求①
受電開閉設備
変圧器

設計方針

Ⅵ-1-8-1　電気
設備に関する説
明書
Ⅵ-1-8-1-2　保
安電源設備の健
全性に関する説
明書

2. 基本方針
2.1.2 1 相の電路の開放に対する検知
及び電力の安定性回復
3. 施設の設計方針
3.1.4 1相の電路の開放に対する検知
及び電力の安定性回復

保安電源設備の健全性に関する説明書
【2.1.2 1 相の電路の開放に対する検知及び電力の安定性回復】
【3. 施設の設計方針】
【3.1.2 碍子及び遮断器等の塩害対策】
【3.1.4 1相の電路の開放に対する検知及び電力の安定性回復】
外部電源に直接接続している受電変圧器の一次側において３相のうちの１相の電路の開放が生じた場合，安全機能を
有する施設への電力の供給が不安定になったことを検知し，故障箇所の隔離又は非常用母線の接続変更その他の異常
の拡大を防止する対策（手動操作による対策を含む。）を講ずることによって，安全機能を有する施設への電力の供
給が停止することのないように，電力供給の安定性を回復できる設計とすることを説明する。

＜1相の電路の開放に対する検知及び電力の安定性回復＞
⇒1相の電路の開放に対する検知及び電力の安定性回復につい
て、事象発生時に自動切替および手動切替により、電力供給の
安定性を回復できることを補足説明する。
＜碍子及び遮断器等の塩害対策＞
⇒碍子等の塩害対策について補足説明する。
［補足電源2］1相開放故障に関する対応について

8
安全上重要な施設への電力供給に係る電気盤及び当該電気盤に影響を与えるおそれのある電気盤（安全上重要な施設を除く。）につい
て，遮断器の遮断時間の適切な設定，非常用ディーゼル発電機の停止により，高エネルギーのアーク放電によるこれらの電気盤の損壊の
拡大を防止することができる設計とする。

評価要求

受電開閉設備
ディーゼル発電機
変圧器
所内高圧系統
所内低圧系統

基本方針
評価条件

Ⅵ-1-8-1　電気
設備に関する説
明書
Ⅵ-1-8-1-1　非
常用発電装置の
出力の決定に関
する説明書

2.  基本方針
2.1　常設の非常用発電装置の出力に
関する設計方針
2.1.3 遮断器
3.　施設の詳細設計方針
3.3　高エネルギーアーク損傷に係る
対処

【2.  基本方針】
【2.1　常設の非常用発電装置の出力に関する設計方針】
【2.1.3 遮断器】
【3.　施設の詳細設計方針】
【3.3　高エネルギーアーク損傷に係る対処】
安全上重要な施設への電力供給に係る電気盤（非常用ディーゼル発電機に接続される電気盤を含む）及び当該電気盤
に影響を与えるおそれのある電気盤（安全上重要な施設を除く。）について、遮断器の遮断時間の適切な設定，非常
用ディーゼル発電機の停止により、高エネルギーのアーク放電によるこれらの電気盤の損壊の拡大を防止することが
できる設計とすることを説明する。

＜高エネルギーアーク損傷＞
⇒高エネルギーアーク損傷について、安全上重要な施設への電
力供給に係る電気盤及び当該電気盤に影響を与えるおそれのあ
る電気盤を整理し、遮断時間の適切な設定等により、高エネル
ギーのアーク放電によるこれらの電気盤の損壊の拡大を防止す
ることができることを補足説明する。
［補足電源4］高エネルギーアーク損傷に関する対応について

9

再処理施設の非常用電源設備及びその附属設備（非常用所内電源設備（非常用ディーゼル発電機，非常用蓄電池，燃料貯蔵設備等）及び
安全上重要な施設への電力供給設備（非常用メタルクラッド開閉装置，非常用パワーセンタ，非常用モータコントロールセンタ，ケーブ
ル））は，多重性を確保し，及び独立性を確保し,その系統を構成する機械又は器具の単一故障が発生した場合であっても，運転時の異常
な過渡変化時又は設計基準事故時において安全上重要な施設及び設計基準事故に対処するための設備がその機能を確保するため，７日間
の外部電源喪失を仮定しても非常用ディーゼル発電機の連続運転により電力を供給できる設計とする。

機能要求②
評価要求

ディーゼル発電機
所内高圧系統
所内低圧系統
直流電源設備
計測制御用交流電源設備

設計方針

Ⅵ-1-8-1　電気
設備に関する説
明書
Ⅵ-1-8-1-2　保
安電源設備の健
全性に関する説
明書

3.2 非常用所内電源系統及び常用所内
電源系統に関する設計
3.2.1 機器の破損，故障その他の異常
の検知と拡大防止

【3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系統に関する設計】
【3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知と拡大防止】
再処理施設の非常用電源設備及びその附属設備（非常用所内電源設備（非常用ディーゼル発電機，非常用蓄電池，燃
料貯蔵設備等）及び安全上重要な施設への電力供給設備（非常用メタルクラッド開閉装置，非常用パワーセンタ，非
常用モータコントロールセンタ，ケーブル））は，多重性を確保し，及び独立性を確保し,その系統を構成する機械
又は器具の単一故障が発生した場合であっても，運転時の異常な過渡変化時又は設計基準事故時において安全上重要
な施設及び設計基準事故に対処するための設備がその機能を確保するため，７日間の外部電源喪失を仮定しても非常
用ディーゼル発電機の連続運転により電力を供給できる設計とすることを説明する。

※補足すべき事項の対象なし。

10
非常用ディーゼル発電機の燃料を貯蔵する燃料貯蔵設備（耐震Ｓクラス）は，７日分の連続運転に必要な容量以上の燃料を事業所内に貯
蔵できる設計とする。

機能要求②
ディーゼル発電機

設計方針

Ⅵ-1-8-1　電気
設備に関する説
明書
Ⅵ-1-8-1-1　非
常用発電装置の
出力の決定に関
する説明書

【2.1 常設の非常用発電装置の出力に
関する設計方針】
燃料貯蔵設備の容量について説明する

【2.1 常設の非常用発電装置の出力に関する設計方針】
燃料貯蔵設備の容量について説明する

※補足すべき事項の対象なし。

11
保安電源設備は受電開閉設備，変圧器，所内高圧系統，所内低圧系統，ディーゼル発電機，直流電源設備，計測制御用電源設備及びケー
ブルで構成する設計とする。

冒頭宣言

受電開閉設備
変圧器
ディーゼル発電機
所内高圧系統
所内低圧系統
直流電源設備
計測制御用交流電源設備

基本方針

Ⅵ-1-8-1　電気
設備に関する説
明書
Ⅵ-1-8-1-2　保
安電源設備の健
全性に関する説
明書計

3. 施設の設計方針
3.1 受電開閉設備及び変圧器等に関す
る設計
3.2 非常用所内電源系統及び常用所内
電源系統に関する設計
3.3 非常用ディーゼル発電機に関する
設

【3. 施設の設計方針】
【3.1 受電開閉設備及び変圧器等に関する設計】
【3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系統に関する設計】
【3.3 非常用ディーゼル発電機に関する設計】
電気設備は受電開閉設備，変圧器，所内高圧系統，所内低圧系統，ディーゼル発電機，直流電源設備，計測制御用電
源設備及びケーブルで構成する設計とすることを説明する。

※補足すべき事項の対象なし。

12 非常用電源建屋は，地上２階，地下１階の建物とする設計とする。 設置要求 非常用電源建屋 基本方針

Ⅵ-1-1-4　安全
機能を有する施
設及び重大事故
等対処設備が使
用される条件の
下における健全
性に関する説明
書

1.8.7　その他再処理設備の附属施設
1.8.7.1　電気設備

【1.8.7　その他再処理設備の附属施設】
【1.8.7.1　電気設備】
非常用電源建屋の構成及び設計

※補足すべき事項の対象なし。

13
7.1.1.1受電開閉設備
再処理施設の電力は，外部から154ｋＶ送電線２回線で受電し，所要の電圧に降圧し再処理施設へ給電する設計とする。

機能要求① 受電開閉設備 設計方針

Ⅵ-1-8-1　電気
設備に関する説
明書
Ⅵ-1-8-1-2　保
安電源設備の健
全性に関する説
明書

2． 基本方針
2.1 再処理施設における電気系統の信
頼性確保
2.2 再処理施設の電力供給確保

【2.1 再処理施設における電気系統の信頼性確保】
【2.2 再処理施設の電力供給確保】
再処理施設の電力は，外部から154ｋＶ送電線２回線で受電し，所要の電圧に降圧し再処理施設へ給電する設計とす
ることを説明する。

※補足すべき事項の対象なし。

14
送電線２回線の停止時に備えて，非常用ディーゼル発電機，非常用蓄電池，燃料貯蔵設備等で構成する非常用電源設備及びその附属設備
を設置する設計とする。

設置要求
ディーゼル発電機
直流電源設備

設計方針

Ⅵ-1-5-1　電気
設備に関する説
明書
Ⅵ-1-5-1-1　非
常用発電装置の
出力の決定に関
する説明書

3. 施設の詳細設計方針
3.1 非常用ディーゼル発電機
3.1.1　内燃機関
3.1.2　発電機

Ⅵ-1-5-1-2　保安電源設備の健全性に
関する説明書
3. 施設の設計方針
3.2 非常用所内電源系統及び常用所内
電源系統に関する設計
3.2.1 機器の破損，故障その他の異常
の検知と拡大防止

【3.1 非常用ディーゼル発電機】
【3.1.1　内燃機関】
【3.1.2　発電機】

【3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系統に関する設計】
【3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知と拡大防止】
送電線２回線の停止時に備えて，非常用ディーゼル発電機，非常用蓄電池，燃料貯蔵設備等で構成する非常用電源設
備及びその附属設備を設置する設計とすることを説明する。

※補足すべき事項の対象なし。

展開先（小項目）
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15 受電開閉設備は，廃棄物管理施設及びＭＯＸ燃料加工施設と共用する設計とする。 機能要求①
受電開閉設備

基本方針

Ⅵ−１−１−４
安全機能を有す
る施設，安全上
重要な施設及び
重⼤事故等対処
設備が使⽤され
る条件の下にお
ける健全性に関
する説明書

3.2 悪影響防止
3.2.1　安全機能を有する施設及び安
全上重要な施設

【3.2 悪影響防止　3.2.1　安全機能を有する施設及び安全上重要な施設】
受電開閉設備は，廃棄物管理施設及びＭＯＸ燃料加工施設と共用する設計とすることを説明する。

※補足すべき事項の対象なし。

16
受電開閉設備は，廃棄物管理施設及びＭＯＸ燃料加工施設との共用によって安全機能を有する施設への電力の供給が停止することがない
よう，廃棄物管理施設及びＭＯＸ燃料加工施設への給電を考慮しても十分な容量を有することから，共用によって再処理施設の安全性を
損なわない設計とする。

機能要求① 受電開閉設備 基本方針

Ⅵ−１−１−４
安全機能を有す
る施設，安全上
重要な施設及び
重⼤事故等対処
設備が使⽤され
る条件の下にお
ける健全性に関
する説明書

3.2 悪影響防止
3.2.1　安全機能を有する施設及び安
全上重要な施設

【3.2 悪影響防止　3.2.1　安全機能を有する施設及び安全上重要な施設】
再処理施設の電気設備はMOX 燃料加工施設及び廃棄物管理施設との共用によって安全機能を有する施設への電力の供
給が停止することがないよう，MOX 燃料加工施設及び廃棄物管理施設への給電を考慮しても十分な容量を確保するこ
とにより，共用によって再処理施設の安全性を損なわない設計とすることを説明する。

※補足すべき事項の対象なし。

17
7.1.1.2変圧器
受電開閉設備で受電し，受電変圧器を通して6.9ｋＶに降圧した後，再処理施設へ給電する設計とする。

機能要求① 変圧器 設計方針

Ⅵ-1-8-1　電気
設備に関する説
明書
Ⅵ-1-8-1-2　保
安電源設備の健
全性に関する説
明書

2． 基本方針
2.1 再処理施設における電気系統の信
頼性確保
2.2 再処理施設の電力供給確保

保安電源設備の健全性に関する説明書
【2.1 再処理施設における電気系統の信頼性確保】
【2.2 再処理施設の電力供給確保】
受電開閉設備で受電した電圧を受電変圧器を通して6.9ｋＶに降圧した後，再処理施設へ給電する設計とすることを
説明する。

※補足すべき事項の対象なし。

18 受電変圧器は，廃棄物管理施設及びＭＯＸ燃料加工施設と共用する設計とする。 機能要求① 変圧器 基本方針

Ⅵ−１−１−４
安全機能を有す
る施設，安全上
重要な施設及び
重⼤事故等対処
設備が使⽤され
る条件の下にお
ける健全性に関
する説明書

3.2 悪影響防止
3.2.1　安全機能を有する施設及び安
全上重要な施設

【3.2 悪影響防止　3.2.1　安全機能を有する施設及び安全上重要な施設】
変圧器は，廃棄物管理施設及びＭＯＸ燃料加工施設と共用する設計とすることを説明する。

※補足すべき事項の対象なし。

19
受電変圧器は，廃棄物管理施設及びＭＯＸ燃料加工施設との共用によって安全機能を有する施設への電力の供給が停止することがないよ
う，MOX 燃料加工施設及び廃棄物管理施設への給電を考慮しても十分な容量を有することから，共用によって再処理施設の安全性を損な
わない設計とする。

機能要求① 変圧器 基本方針

Ⅵ−１−１−４
安全機能を有す
る施設，安全上
重要な施設及び
重⼤事故等対処
設備が使⽤され
る条件の下にお
ける健全性に関
する説明書

3.2 悪影響防止
3.2.1　安全機能を有する施設及び安
全上重要な施設

【3.2 悪影響防止　3.2.1　安全機能を有する施設及び安全上重要な施設】
再処理施設の電気設備はMOX 燃料加工施設及び廃棄物管理施設との共用によって安全機能を有する施設への電力の供
給が停止することがないよう，MOX 燃料加工施設及び廃棄物管理施設への給電を考慮しても十分な容量を確保するこ
とにより，共用によって再処理施設の安全性を損なわない設計とすることを説明する。

※補足すべき事項の対象なし。

20
7.1.1.3所内高圧系統
非常用の所内高圧系統（メタルクラッド開閉装置で構成）は，高圧主母線及び高圧母線で構成し，多重性を持たせた２系統の母線で安全
上重要な負荷等に給電する設計とする。

機能要求① 所内高圧系統 設計方針

Ⅵ-1-8-1　電気
設備に関する説
明書
Ⅵ-1-8-1-2　保
安電源設備の健
全性に関する説
明書

2． 基本方針
2.1 再処理施設における電気系統の信
頼性確保
2.1.1 機器の破損，故障その他の異常
の検知と拡大防止
3.2 非常用所内電源系統及び常用所内
電源系統に関する設計
3.2.1 機器の破損，故障その他の異常
の検知と拡大防止

【2.1 再処理施設における電気系統の信頼性確保】
【2.1.1 機器の破損，故障その他の異常の検知と拡大防止】
【3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系統に関する設計】
【3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知と拡大防止】
非常用の所内高圧系統（メタルクラッド開閉装置で構成）は，高圧主母線及び高圧母線で構成し，多重性を持たせた
２系統の母線で安全上重要な負荷等に給電する設計とすることを説明する。

※補足すべき事項の対象なし。

21
また，動力用変圧器を通して降圧し，非常用の所内低圧系統（パワーセンタ及びモータコントロールセンタで構成）へ給電する設計とす
る。

機能要求① 所内高圧系統 設計方針

Ⅵ-1-8-1　電気
設備に関する説
明書
Ⅵ-1-8-1-2　保
安電源設備の健
全性に関する説
明書

2． 基本方針
2.1 再処理施設における電気系統の信
頼性確保
2.1.1 機器の破損，故障その他の異常
の検知と拡大防止
3.2 非常用所内電源系統及び常用所内
電源系統に関する設計
3.2.1 機器の破損，故障その他の異常
の検知と拡大防止

【2.1 再処理施設における電気系統の信頼性確保】
【2.1.1 機器の破損，故障その他の異常の検知と拡大防止】
【3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系統に関する設計】
【3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知と拡大防止】
動力用変圧器を通して降圧し，非常用の所内低圧系統（パワーセンタ及びモータコントロールセンタで構成）へ給電
する設計とすることを説明する。

※補足すべき事項の対象なし。

22
常用及び運転予備用の所内高圧系統は，主母線として，常用主母線及び運転予備用主母線で構成し，母線として，常用母線及び運転予備
用母線で構成し，給電する設計とする。それぞれの母線から動力変圧器を通して降圧し，常用及び運転予備用の所内低圧系統（パワーセ
ンタ及びモータコントロールセンタで構成）へ給電する設計とする。

機能要求①
所内高圧系統
ディーゼル発電機

設計方針

Ⅵ-1-8-1　電気
設備に関する説
明書
Ⅵ-1-8-1-2　保
安電源設備の健
全性に関する説
明書

2． 基本方針
2.1 再処理施設における電気系統の信
頼性確保
2.1.1 機器の破損，故障その他の異常
の検知と拡大防止
3.2 非常用所内電源系統及び常用所内
電源系統に関する設計
3.2.1 機器の破損，故障その他の異常
の検知と拡大防止

【2.1 再処理施設における電気系統の信頼性確保】
【2.1.1 機器の破損，故障その他の異常の検知と拡大防止】
【3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系統に関する設計】
【3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知と拡大防止】
常用及び運転予備用の所内高圧系統は，主母線として，常用主母線及び運転予備用主母線で構成し，母線として，常
用母線及び運転予備用母線で構成し，給電する設計とする。それぞれの母線から動力変圧器を通して降圧し，常用及
び運転予備用の所内低圧系統（パワーセンタ及びモータコントロールセンタで構成）へ給電する設計とすることを説
明する。

※補足すべき事項の対象なし。

23 所内高圧系統の一部は，廃棄物管理施設及びＭＯＸ燃料加工施設と共用する設計とする。 機能要求① 所内高圧系統 基本方針

Ⅵ−１−１−４
安全機能を有す
る施設，安全上
重要な施設及び
重⼤事故等対処
設備が使⽤され
る条件の下にお
ける健全性に関
する説明書

3.2 悪影響防止
3.2.1　安全機能を有する施設及び安
全上重要な施設

【3.2 悪影響防止　3.2.1　安全機能を有する施設及び安全上重要な施設】
所内高圧系統の一部は，廃棄物管理施設及びＭＯＸ燃料加工施設と共用する設計とすることを説明する。

※補足すべき事項の対象なし。

24
所内高圧系統の一部は，廃棄物管理施設及びＭＯＸ燃料加工施設との共用によって安全機能を有する施設への電力の供給が停止すること
がないよう，機器の損壊，故障その他の異常を検知した場合，常用主母線又は運転予備用主母線の遮断器により故障箇所を隔離し，故障
による影響を局所化し，他の安全機能への影響を限定することから，共用によって再処理施設の安全性を損なわない設計とする。

機能要求① 所内高圧系統 基本方針

Ⅵ−１−１−４
安全機能を有す
る施設，安全上
重要な施設及び
重⼤事故等対処
設備が使⽤され
る条件の下にお
ける健全性に関
する説明書

3.2 悪影響防止
3.2.1　安全機能を有する施設及び安
全上重要な施設

【3.2 悪影響防止　3.2.1　安全機能を有する施設及び安全上重要な施設】
再処理施設は廃棄物管理施設及びＭＯＸ燃料加工施設との共用によって安全機能を有する施設への電力の供給が停止
することがないよう，機器の損壊，故障その他の異常を検知した場合，常用主母線又は運転予備用主母線の遮断器に
より故障箇所を隔離し，故障による影響を局所化し，他の安全機能への影響を限定することから，共用によって再処
理施設の安全性を損なわない設計とすることを説明する。

※補足すべき事項の対象なし。

25
また，所内高圧系統のうち廃棄物管理施設及びＭＯＸ燃料加工施設と共用する所内高圧系統は，共用する負荷が接続されているが，共用
する負荷を新たに追加するものではないため必要となる容量が増加するものではないことから，共用によって再処理施設の安全性を損な
わない設計とする。

機能要求① 所内高圧系統 基本方針

Ⅵ−１−１−４
安全機能を有す
る施設，安全上
重要な施設及び
重⼤事故等対処
設備が使⽤され
る条件の下にお
ける健全性に関
する説明書

3.2 悪影響防止
3.2.1　安全機能を有する施設及び安
全上重要な施設

【3.2 悪影響防止　3.2.1　安全機能を有する施設及び安全上重要な施設】
所内高圧系統のうち廃棄物管理施設及びＭＯＸ燃料加工施設と共用する所内高圧系統は，共用する負荷が接続されて
いるが，共用する負荷を新たに追加するものではないため必要となる容量が増加するものではないことから，共用に
よって再処理施設の安全性を損なわない設計とすることを説明する。

※補足すべき事項の対象なし。

26
7.1.1.4 所内低圧系統
非常用の所内低圧系統は，低圧母線で構成し，多重性を持たせた２系統の母線で安全上重要な負荷等に給電する設計とする。

機能要求① 所内低圧系統 設計方針

Ⅵ-1-8-1　電気
設備に関する説
明書
Ⅵ-1-8-1-2　保
安電源設備の健
全性に関する説
明書

2． 基本方針
2.1 再処理施設における電気系統の信
頼性確保
2.1.1 機器の破損，故障その他の異常
の検知と拡大防止
3.2 非常用所内電源系統及び常用所内
電源系統に関する設計
3.2.1 機器の破損，故障その他の異常
の検知と拡大防止

【2.1 再処理施設における電気系統の信頼性確保】
【2.1.1 機器の破損，故障その他の異常の検知と拡大防止】
【3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系統に関する設計】
【3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知と拡大防止】
非常用の所内低圧系統は，低圧母線で構成し，多重性を持たせた２系統の母線で安全上重要な負荷等に給電する設計
とすることを説明する。

※補足すべき事項の対象なし。

27 常用及び運転予備用の所内低圧系統は，低圧母線で構成し，安全機能を有する負荷等に給電する設計とする。 機能要求① 所内低圧系統 設計方針

Ⅵ-1-8-1　電気
設備に関する説
明書
Ⅵ-1-8-1-2　保
安電源設備の健
全性に関する説
明書

2． 基本方針
2.1 再処理施設における電気系統の信
頼性確保
2.1.1 機器の破損，故障その他の異常
の検知と拡大防止
3.2 非常用所内電源系統及び常用所内
電源系統に関する設計
3.2.1 機器の破損，故障その他の異常
の検知と拡大防止

【2.1 再処理施設における電気系統の信頼性確保】
【2.1.1 機器の破損，故障その他の異常の検知と拡大防止】
【3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系統に関する設計】
【3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知と拡大防止】
運転予備用及び常用の所内低圧系統は，低圧母線で構成し，安全機能を有する負荷等に給電する設計とすることを説
明する。

※補足すべき事項の対象なし。

46
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28 所内低圧系統の一部は，廃棄物管理施設及びＭＯＸ燃料加工施設と共用する設計とする。 機能要求① 所内低圧系統 基本方針

Ⅵ−１−１−４
安全機能を有す
る施設，安全上
重要な施設及び
重⼤事故等対処
設備が使⽤され
る条件の下にお
ける健全性に関
する説明書

3.2 悪影響防止
3.2.1　安全機能を有する施設及び安
全上重要な施設

【3.2 悪影響防止　3.2.1　安全機能を有する施設及び安全上重要な施設】
所内低圧系統の一部は，廃棄物管理施設及びＭＯＸ燃料加工施設と共用する設計とすることを説明する。

※補足すべき事項の対象なし。

29
所内低圧系統のうち廃棄物管理施設及びＭＯＸ燃料加工施設と共用する所内低圧系統は，共用する負荷が接続されているが，共用する負
荷を新たに追加するものではないため必要となる容量が増加するものではないことから，共用によって再処理施設の安全性を損なわない
設計とする。

機能要求① 所内低圧系統 基本方針

Ⅵ−１−１−４
安全機能を有す
る施設，安全上
重要な施設及び
重⼤事故等対処
設備が使⽤され
る条件の下にお
ける健全性に関
する説明書

3.2 悪影響防止
3.2.1　安全機能を有する施設及び安
全上重要な施設

【3.2 悪影響防止　3.2.1　安全機能を有する施設及び安全上重要な施設】
所内低圧系統のうち他施設と共用する所内低圧系統は，給電先が共用する負荷であり，必要となる電力及び燃料が増
加するものではないことから，共用によって再処理施設の安全性を損なわない設計とすることを説明する。

※補足すべき事項の対象なし。

30
7.1.1.1.5ディーゼル発電機
非常用ディーゼル発電機として，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋に第１非常用ディーゼル発電機を，非常用電源建屋に第２非常用ディーゼ
ル発電機を設置する設計とする。

設置要求 ディーゼル発電機 設計方針

Ⅵ-1-8-1　電気
設備に関する説
明書
Ⅵ-1-8-1-1　非
常用発電装置の
出力の決定に関
する説明書

3. 施設の詳細設計方針
3.1 非常用ディーゼル発電機
3.1.1　内燃機関
3.1.2　発電機

Ⅵ-1-8-1-2　保安電源設備の健全性に
関する説明書
3. 施設の設計方針
3.2 非常用所内電源系統及び常用所内
電源系統に関する設計
3.2.1 機器の破損，故障その他の異常
の検知と拡大防止

【3.1 非常用ディーゼル発電機】
【3.1.1　内燃機関】
【3.1.2　発電機】
【3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系統に関する設計】
【3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知と拡大防止】
非常用ディーゼル発電機として，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋に第１非常用ディーゼル発電機を，非常用電源建屋に
第２非常用ディーゼル発電機を設置する設計とすることを説明する。

※補足すべき事項の対象なし。

31
また，ユーティリティ建屋に運転予備用ディーゼル発電機を，第２ユーティリティ建屋に第２運転予備用ディーゼル発電機を設置する設
計とする。

機能要求① ディーゼル発電機 設計方針

Ⅵ-1-8-1　電気
設備に関する説
明書
Ⅵ-1-8-1-2　保
安電源設備の健
全性に関する説
明書

3. 施設の設計方針
3.2 非常用所内電源系統及び常用所内
電源系統に関する設計
3.2.1 機器の破損，故障その他の異常
の検知と拡大防止

【3. 施設の設計方針】
【3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系統に関する設計】
【3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知と拡大防止】
ユーティリティ建屋に運転予備ディーゼル発電機を，第２ユーティリティ建屋に第２運転予備用ディーゼル発電機を
設置する設計とすることを説明する。

※補足すべき事項の対象なし。

32
外部電源が完全に喪失した場合でも，第１非常用ディーゼル発電機で使用済燃料の受入れ及び貯蔵に必要な施設の安全を確保するための
負荷に対して給電可能な設計とする。

機能要求① ディーゼル発電機 設計方針

Ⅵ-1-8-1　電気
設備に関する説
明書
Ⅵ-1-8-1-1　非
常用発電装置の
出力の決定に関
する説明書

3. 施設の詳細設計方針
3.1 非常用ディーゼル発電機
3.1.1　内燃機関
3.1.2　発電機

非常用発電装置の出力の決定に関する説明書
【3.1 非常用ディーゼル発電機 】
【3.1.1　内燃機関】
【3.1.2　発電機】
外部電源が完全に喪失した場合でも，第１非常用ディーゼル発電機１台で使用済燃料の受入れ及び貯蔵に必要な施設
の安全を確保するための負荷に対して給電可能な設計とすることを説明する。

＜負荷の精緻化＞
⇒安全上重要な施設及び設計基準事故に対処するための設備が
その機能を確保するために十分な容量を有する設計であること
を補足説明する。
[補足電源1]非常用発電装置の供給負荷について（非常用
ディーゼル発電機（29条）／可搬型発電機（46条））

33
また，第２非常用ディーゼル発電機で再処理施設（使用済燃料の受入れ及び貯蔵に必要な施設を除く。）の安全を確保するための負荷に
対して給電可能な設計とする。

機能要求① ディーゼル発電機 設計方針

Ⅵ-1-8-1　電気
設備に関する説
明書
Ⅵ-1-8-1-1　非
常用発電装置の
出力の決定に関
する説明書

3. 施設の詳細設計方針
3.1 非常用ディーゼル発電機
3.1.1　内燃機関
3.1.2　発電機

【3.1 非常用ディーゼル発電機】
【3.1.1　内燃機関】
【3.1.2　発電機】
第２非常用ディーゼル発電機１台で再処理施設（使用済燃料の受入れ及び貯蔵に必要な施設を除く。）の安全を確保
するための負荷に対して給電可能な設計とすることを説明する。

＜負荷の精緻化＞
⇒安全上重要な施設及び設計基準事故に対処するための設備が
その機能を確保するために十分な容量を有する設計であること
を補足説明する。
[補足電源1]非常用発電装置の供給負荷について（非常用
ディーゼル発電機（29条）／可搬型発電機（46条））

34
なお，運転予備用ディーゼル発電機からユーティリティ建屋の運転予備用主母線，第２運転予備用ディーゼル発電機から第２ユーティリ
ティ建屋の運転予備用主母線に給電できる設計とする。

機能要求① ディーゼル発電機 設計方針

Ⅵ-1-8-1　電気
設備に関する説
明書
Ⅵ-1-8-1-2　保
安電源設備の健
全性に関する説
明書

3. 施設の設計方針
3.2 非常用所内電源系統及び常用所内
電源系統に関する設計
3.2.1 機器の破損，故障その他の異常
の検知と拡大防止

【3. 施設の設計方針】
【3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系統に関する設計】
【3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知と拡大防止】
ユーティリティ建屋に運転予備ディーゼル発電機を，第２ユーティリティ建屋に第２運転予備用ディーゼル発電機を
設置する設計とすることを説明する。

※補足すべき事項の対象なし。

35
非常用ディーゼル発電機は,非常用所内電源系統低電圧信号で起動し，設計基準事故における安全上重要な施設の設備の作動開始時間を満
足する時間である15秒以内に電圧を確立した後は，各非常用主母線に接続し，負荷に給電する設計とする。

機能要求① ディーゼル発電機 設計方針

Ⅵ-1-8-1　電気
設備に関する説
明書
Ⅵ-1-8-1-1　非
常用発電装置の
出力の決定に関
する説明書

3. 施設の詳細設計方針
3.1 非常用ディーゼル発電機
3.1.1　内燃機関
3.1.2　発電機

【3.1 非常用ディーゼル発電機】
【3.1.1　内燃機関】
【3.1.2　発電機】
非常用ディーゼル発電機は,非常用所内電源系統低電圧信号で起動し，設計基準事故における安全上重要な施設の設
備の作動開始時間を満足する時間である15秒以内に電圧を確立した後は，各非常用主母線に接続し，負荷に給電する
設計とすることを説明する。

※補足すべき事項の対象なし。

36
燃料貯蔵設備として，第１非常用ディーゼル発電機用に重油タンクを，第２非常用ディーゼル発電機用に燃料油貯蔵タンクを設置する設
計とする。

設置要求 ディーゼル発電機 基本方針

Ⅵ-1-8-1　電気
設備に関する説
明書
Ⅵ-1-8-1-1　非
常用発電装置の
出力の決定に関
する説明書

3. 施設の詳細設計方針
3.1 非常用ディーゼル発電機
3.1.1　内燃機関
3.1.2　発電機

【3.1 非常用ディーゼル発電機】
【3.1.1　内燃機関】
【3.1.2　発電機】
燃料貯蔵設備として，第１非常用ディーゼル発電機用に重油タンクを，第２非常用ディーゼル発電機用に燃料油貯蔵
タンクを設置する設計とすることを説明する。

※補足すべき事項の対象なし。

37
重油タンク及び燃料油貯蔵タンクは，７日間の外部電源喪失を仮定しても，設計基準事故に対処するために必要な第１非常用ディーゼル
発電機及び第２非常用ディーゼル発電機をそれぞれ７日間運転することにより必要とする電力を供給できる容量以上の燃料を事業所内に
貯蔵する設計とする。

機能要求② ディーゼル発電機 設計方針

Ⅵ-1-8-1　電気
設備に関する説
明書
Ⅵ-1-8-1-1　非
常用発電装置の
出力の決定に関
する説明書

【2.1 常設の非常用発電装置の出力に
関する設計方針】
燃料貯蔵設備の容量について説明する

【2.1 常設の非常用発電装置の出力に関する設計方針】
燃料貯蔵設備の容量について説明する

※補足すべき事項の対象なし。

38 ディーゼル発電機の一部は，廃棄物管理施設及びＭＯＸ燃料加工施設と共用する設計とする。 機能要求① ディーゼル発電機 基本方針

Ⅵ−１−１−４
安全機能を有す
る施設，安全上
重要な施設及び
重⼤事故等対処
設備が使⽤され
る条件の下にお
ける健全性に関
する説明書

3.2 悪影響防止
3.2.1　安全機能を有する施設及び安
全上重要な施設

【3.2 悪影響防止　3.2.1　安全機能を有する施設及び安全上重要な施設】
ディーゼル発電機の一部は，ＭＯＸ燃料加工施設と共用する設計とすることを説明する。

※補足すべき事項の対象なし。

39
ディーゼル発電機のうちＭＯＸ燃料加工施設と共用する第１非常用ディーゼル発電機及びその燃料を供給する重油タンクは，共用する負
荷が接続されているが，共用する負荷を新たに追加するものではないため必要となる容量が増加するものではないことから，共用によっ
て再処理施設の安全性を損なわない設計とする。

機能要求① ディーゼル発電機 基本方針

Ⅵ−１−１−４
安全機能を有す
る施設，安全上
重要な施設及び
重⼤事故等対処
設備が使⽤され
る条件の下にお
ける健全性に関
する説明書

3.2 悪影響防止
3.2.1　安全機能を有する施設及び安
全上重要な施設

【3.2 悪影響防止　3.2.1　安全機能を有する施設及び安全上重要な施設】
ディーゼル発電機のうちＭＯＸ燃料加工施設と共用する第１非常用ディーゼル発電機及びその燃料を供給する重油タ
ンクは，共用する負荷が接続されているが，共用する負荷を新たに追加するものではないため必要となる容量が増加
するものではないことから，共用によって再処理施設の安全性を損なわない設計とすることを説明する。

※補足すべき事項の対象なし。

40
ディーゼル発電機のうちＭＯＸ燃料加工施設と共用する第２運転予備用ディーゼル発電機及びその燃料を供給する燃料貯蔵設備は，ＭＯ
Ｘ燃料加工施設との共用によって安全機能を有する施設への電力の供給が停止することがないよう，ＭＯＸ燃料加工施設への給電を考慮
しても十分な容量を有することから，共用によって再処理施設の安全性を損なわない設計とする。

機能要求① ディーゼル発電機 基本方針

Ⅵ−１−１−４
安全機能を有す
る施設，安全上
重要な施設及び
重⼤事故等対処
設備が使⽤され
る条件の下にお
ける健全性に関
する説明書

3.2 悪影響防止
3.2.1　安全機能を有する施設及び安
全上重要な施設

【3.2 悪影響防止　3.2.1　安全機能を有する施設及び安全上重要な施設】
ディーゼル発電機のうちＭＯＸ燃料加工施設と共用する第２運転予備用ディーゼル発電機及びその燃料を供給する燃
料貯蔵設備は，ＭＯＸ燃料加工施設との共用によって安全機能を有する施設への電力の供給が停止することがないよ
う，ＭＯＸ燃料加工施設への給電を考慮しても十分な容量を有することから，共用によって再処理施設の安全性を損
なわない設計とする。ことを説明する。

※補足すべき事項の対象なし。

47



基本設計方針の添付書類への展開
（第二十九条 保安電源設備）

別紙３①

項目番号 基本設計方針 要求種別 主な設備 展開事項 添付書類における記載 補足すべき事項展開先（小項目）

41
ディーゼル発電機のうち廃棄物管理施設と共用する運転予備用ディーゼル発電機及びその燃料を供給する燃料貯蔵設備は，共用する負荷
が接続されているが，共用する負荷を新たに追加するものではないため必要となる容量が増加するものではないことから，共用によって
再処理施設の安全性を損なわない設計とする。

機能要求① ディーゼル発電機 基本方針

Ⅵ−１−１−４
安全機能を有す
る施設，安全上
重要な施設及び
重⼤事故等対処
設備が使⽤され
る条件の下にお
ける健全性に関
する説明書

3.2 悪影響防止
3.2.1　安全機能を有する施設及び安
全上重要な施設

【3.2 悪影響防止　3.2.1　安全機能を有する施設及び安全上重要な施設】
ディーゼル発電機のうち廃棄物管理施設と共用する運転予備用ディーゼル発電機及びその燃料を供給する燃料貯蔵設
備は，共用する負荷が接続されているが，共用する負荷を新たに追加するものではないため必要となる容量が増加す
るものではないことから，共用によって再処理施設の安全性を損なわない設計とする。ことを説明する。

※補足すべき事項の対象なし。

42
7.1.1.6直流電源設備
再処理施設の安全性を確保するために特に必要な設備に対し，直流電源設備を設置する設計とする。

設置要求 直流電源設備 基本方針

Ⅵ-1-8-1　電気
設備に関する説
明書
Ⅵ-1-8-1-2　保
安電源設備の健
全性に関する説
明書

3. 施設の設計方針
3.2 非常用所内電源系統及び常用所内
電源系統に関する設計
3.2.1 機器の破損，故障その他の異常
の検知と拡大防止

【3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系統に関する設計】
【3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知と拡大防止】
再処理施設の安全性を確保するために特に必要な設備に対し，直流電源設備を設置する設計とすることを説明する。

※補足すべき事項の対象なし。

43
非常用蓄電池として，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋に第１非常用蓄電池を，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設以外の建屋で非常用電
源を必要とする建屋に第２非常用蓄電池を設置する設計とする。

設置要求 直流電源設備 基本方針

Ⅵ-1-8-1　電気
設備に関する説
明書
Ⅵ-1-8-1-2　保
安電源設備の健
全性に関する説
明書

3. 施設の設計方針
3.2 非常用所内電源系統及び常用所内
電源系統に関する設計
3.2.1 機器の破損，故障その他の異常
の検知と拡大防止

保安電源設備の健全性に関する説明書
【3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系統に関する設計】
【3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知と拡大防止】
非常用蓄電池として，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋に第１非常用蓄電池を，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設以
外の建屋で非常用電源を必要とする建屋に第２非常用蓄電池を設置する設計とすることを説明する。

※補足すべき事項の対象なし。

44
非常用の直流電源設備は，安全上重要な負荷のうち，平常時及び異常時の監視制御用に，常に電源を必要とする負荷に給電するための非
常用所内電源として，蓄電池及び充電器で構成し，給電する設計とする。

機能要求① 直流電源設備 設計方針

Ⅵ-1-8-1　電気
設備に関する説
明書
Ⅵ-1-8-1-2　保
安電源設備の健
全性に関する説
明書

3. 施設の設計方針
3.2 非常用所内電源系統及び常用所内
電源系統に関する設計
3.2.1 機器の破損，故障その他の異常
の検知と拡大防止

【3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系統に関する設計】
【3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知と拡大防止】
非常用の直流電源設備は，安全上重要な負荷のうち，平常時及び異常時の監視制御用に，常に電源を必要とする負荷
に給電するための非常用所内電源として，蓄電池，充電器盤及び直流主分電盤で構成し，給電する設計とすることを
説明する。

※補足すべき事項の対象なし。

45 非常用の直流電源設備は，短時間の全交流動力電源の喪失に対して監視制御機能を確保できる設計とする。 機能要求① 直流電源設備 設計方針

Ⅵ-1-8-1　電気
設備に関する説
明書
Ⅵ-1-8-1-2　保
安電源設備の健
全性に関する説
明書

3. 施設の設計方針
3.2 非常用所内電源系統及び常用所内
電源系統に関する設計
3.2.1 機器の破損，故障その他の異常
の検知と拡大防止

【3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系統に関する設計】
【3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知と拡大防止】
非常用の直流電源設備は，短時間の全交流動力電源の喪失に対して監視制御機能を確保できる設計とすることを説明
する。

※補足すべき事項の対象なし。

46 常用の直流電源設備として，蓄電池及び充電器で構成する設計とする。 機能要求① 直流電源設備 設計方針

Ⅵ-1-8-1　電気
設備に関する説
明書
Ⅵ-1-8-1-2　保
安電源設備の健
全性に関する説
明書

3. 施設の設計方針
3.2 非常用所内電源系統及び常用所内
電源系統に関する設計
3.2.1 機器の破損，故障その他の異常
の検知と拡大防止

保安電源設備の健全性に関する説明書
【3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系統に関する設計】
【3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知と拡大防止】
常用の直流電源設備として，蓄電池，充電器盤及び直流主分電盤で構成する設計とすることを説明する。

※補足すべき事項の対象なし。

47
7.1.1.7計測制御用交流電源設備
　再処理施設の安全性を確保するために特に必要な設備に対し，非常用の計測制御用交流電源設備を設置する設計とする。

設置要求 計測制御用交流電源設備 基本方針

Ⅵ-1-8-1　電気
設備に関する説
明書
Ⅵ-1-8-1-2　保
安電源設備の健
全性に関する説
明書

3. 施設の設計方針
3.2 非常用所内電源系統及び常用所内
電源系統に関する設計
3.2.1 機器の破損，故障その他の異常
の検知と拡大防止

【3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系統に関する設計】
【3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知と拡大防止】
再処理施設の安全性を確保するために特に必要な設備に対し，非常用の計測制御用交流電源設備を設置する設計とす
ることを説明する。

※補足すべき事項の対象なし。

48
非常用の計測制御用交流電源設備は，安全上重要な負荷のうち，平常時及び異常時の監視制御用に電源を必要とする負荷に給電するため
の非常用所内電源として，無停電電源装置，非常用無停電交流母線及び計測交流電源の計測母線で構成し，給電する設計とする。

機能要求① 計測制御用交流電源設備 設計方針

Ⅵ-1-8-1　電気
設備に関する説
明書
Ⅵ-1-8-1-2　保
安電源設備の健
全性に関する説
明書

3. 施設の設計方針
3.2 非常用所内電源系統及び常用所内
電源系統に関する設計
3.2.1 機器の破損，故障その他の異常
の検知と拡大防止

【3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系統に関する設計】
【3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知と拡大防止】
非常用の計測制御用交流電源設備は，安全上重要な負荷のうち，平常時及び異常時の監視制御用に，常に電源を必要
とする負荷に給電するための非常用所内電源として，無停電電源装置，非常用無停電交流母線及び計測交流電源の計
測母線で構成し，監視制御機能の維持が必要な負荷へ給電する設計とすることを説明する。

※補足すべき事項の対象なし。

49 非常用の計測制御用交流電源設備は，短時間の全交流動力電源の喪失に対して監視制御機能を確保できる設計とする。 機能要求① 計測制御用交流電源設備 設計方針

Ⅵ-1-8-1　電気
設備に関する説
明書
Ⅵ-1-8-1-2　保
安電源設備の健
全性に関する説
明書

3. 施設の設計方針
3.2 非常用所内電源系統及び常用所内
電源系統に関する設計
3.2.1 機器の破損，故障その他の異常
の検知と拡大防止

【3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系統に関する設計】
【3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知と拡大防止】
非常用の計測制御用交流電源設備は，短時間の全交流動力電源の喪失に対して監視制御機能を確保できる設計とする
ことを説明する。

※補足すべき事項の対象なし。

50
非常用の計測制御用交流電源設備は，外部電源喪失時に必要な電力の供給が非常用ディーゼル発電機から開始されるまでの間において
も，非常用直流電源設備である蓄電池（非常用）から直流電源が供給されることにより，非常用無停電交流電源盤に対し電力供給を確保
できる設計とする。

機能要求① 計測制御用交流電源設備 設計方針

Ⅵ-1-8-1　電気
設備に関する説
明書
Ⅵ-1-8-1-2　保
安電源設備の健
全性に関する説
明書

3. 施設の設計方針
3.2 非常用所内電源系統及び常用所内
電源系統に関する設計
3.2.1 機器の破損，故障その他の異常
の検知と拡大防止

【3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系統に関する設計】
【3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知と拡大防止】
非常用の計測制御用交流電源設備は，外部電源喪失時に必要な電力の供給が非常用発電機から開始されるまでの間に
おいても，非常用直流電源設備である蓄電池（非常用）から直流電源が供給されることにより，非常用無停電交流電
源盤に対し電力供給を確保できる設計とすることを説明する。

※補足すべき事項の対象なし。

51 常用の計測制御用交流電源設備として，無停電電源装置，無停電交流母線及び計測交流電源の計測母線で構成し，給電する設計とする。 機能要求① 計測制御用交流電源設備 設計方針

Ⅵ-1-8-1　電気
設備に関する説
明書
Ⅵ-1-8-1-2　保
安電源設備の健
全性に関する説
明書

3. 施設の設計方針
3.2 非常用所内電源系統及び常用所内
電源系統に関する設計
3.2.1 機器の破損，故障その他の異常
の検知と拡大防止

【3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系統に関する設計】
【3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知と拡大防止】
常用の計測制御用交流電源設備として，無停電電源装置の無停電交流母線及び計測交流電源盤の計測母線で構成し，
給電する設計とすることを説明する。

※補足すべき事項の対象なし。

52
安全上重要な施設に関係する動力回路，制御回路及び計装回路のケーブルは，その多重性及び独立性を確保するため，それぞれ相互に分
離したケーブルトレイ及び電線管を使用して敷設し，相互に独立性を侵害することのない設計とする。

機能要求①

ディーゼル発電機
所内高圧系統
所内低圧系統
直流電源設備
計測制御用交流電源設備

設計方針

Ⅵ-1-8-1　電気
設備に関する説
明書
Ⅵ-1-8-1-2　保
安電源設備の健
全性に関する説
明書

3. 施設の設計方針
3.2 非常用所内電源系統及び常用所内
電源系統に関する設計
3.2.1 機器の破損，故障その他の異常
の検知と拡大防止

【3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系統に関する設計】
【3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知と拡大防止】
安全上重要な施設に関係する動力回路，制御回路及び計装回路のケーブルは，その多重性及び独立性を確保するた
め，それぞれ相互に分離したケーブルトレイ及び電線管を使用して敷設し，相互に独立性を侵害することのない設計
とすることを説明する。

※補足すべき事項の対象なし。

15,16－20

(4) 規格及び基準に基づく設計
安全機能を有する施設の設計，材料の選定，製作，建設，試験及び検査に当たっては，これを信頼性の高いものとするために，原則とし
て現行国内法規に基づく規格及び基準によるものとする。また，これらに規定がない場合においては，必要に応じて，十分実績があり，
信頼性の高い国外の規格，基準に準拠するか，又は規格及び基準で一般的でないものを，適用の根拠，国内法規に基づく規格及び基準と
の対比並びに適用の妥当性を明らかにしたうえで適用する。

冒頭宣言 基本方針
基本方針（規格・
基準)

Ⅵ-1-8-1　電気
設備に関する説
明書
Ⅵ-1-8-1-1　非
常用発電装置の
出力の決定に関
する説明書
Ⅵ-1-8-1-2　保
安電源設備の健
全性に関する説
明書

2.1 常設の非常用発電装置の出力に関
する設計方針

3.1.5 電気設備の異常の予防等に関す
る設計事項
3.2.2 電気設備の異常の予防等に関す
る設計事項
3.3.2 電気設備の異常の予防等に関す
る設計事項

【2.1 常設の非常用発電装置の出力に関する設計方針】
【3.1.5 電気設備の異常の予防等に関する設計事項】
【3.2.2 電気設備の異常の予防等に関する設計事項】
【3.3.2 電気設備の異常の予防等に関する設計事項】
ディーゼル発電機の内燃機関に対する火力省令への適合性，並びに発電機，遮断器及びその他電気設備に対する電気
設備の技術基準への適合性について説明する。

＜規格及び基準等への準拠＞
⇒ディーゼル発電機の内燃機関に対する火力省令への適合性，
並びに発電機，遮断器及びその他電気設備に対する電気設備の
技術基準への適合性について，準拠していることを補足説明す
る。
[補足電源2]規格及び基準等への準拠について
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※本資料については電源 00-01 に示す。 
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補足説明すべき項目の抽出
（第二十九条 保安電源設備）

別紙５①

補足すべき事項

1

第２章　個別項目
7.その他再処理設備の附属施設
7.1動力装置及び非常用動力装置
7.1.1電気設備
電気設備の設計に係る共通的な設計方針については、第１章　共通項
目の「２．地盤」，「３．自然現象等」，「５．火災等による損傷の
防止」，「６．再処理施設内における溢水による損傷の防止」，
「７．再処理施設内における化学薬品の漏えいによる損傷の防止」，
「９．設備に対する要求」及び「10．その他」に基づくものとする。

－ 第11条，第14条，第15条及び第16条にて整理する。

※補足すべき事項の対象なし。

2
再処理施設は，安全上重要な施設がその機能を維持するために必要と
なる電力を当該安全上重要な施設に供給するため，電力系統に連系し
た設計とする。

Ⅵ-1-8-1　電気
設備に関する説
明書
Ⅵ-1-8-1-2　保
安電源設備の健
全性に関する説
明書

【2.1 再処理施設における電気系統の信頼性確保】
【2.2 再処理施設の電力供給確保】
再処理施設は，安全上重要な施設がその機能を維持するために必要と
なる電力を当該安全上重要な施設に供給するため，電力系統に連系し
た設計とすることを説明する。

※補足すべき事項の対象なし。

3

再処理施設に接続する再処理施設内開閉所の外の電力系統（以下「電
線路」という。）のうち少なくとも２回線は，電力系統と非常用所内
電源系統とを接続する外部電源系統を２つ以上設ける設計とすること
により，再処理施設において受電可能な設計とし，かつ，それにより
再処理施設を電力系統に連系する設計とする。

Ⅵ-1-8-1　電気
設備に関する説
明書
Ⅵ-1-8-1-2　保
安電源設備の健
全性に関する説
明書

【2.1 再処理施設における電気系統の信頼性確保】
【2.2 再処理施設の電力供給確保】
再処理施設に接続する再処理施設内開閉所の外の電力系統（以下「電
線路」という。）のうち少なくとも２回線は，電力系統と非常用所内
電源系統とを接続する外部電源系統を２つ以上設ける設計とすること
により，再処理施設において受電可能な設計とし，かつ，それにより
再処理施設を電力系統に連系する設計とすることを説明する。

＜再処理施設における電気系統の信頼性確保＞
⇒再処理施設における電気系統の信頼性確保に
ついて、補足説明する。
［補足電源2］1相開放故障に関する対応につい
て

4
再処理施設には，非常用電源設備（安全機能を有する施設に属するも
のに限る。）を設ける設計とする。

Ⅵ-1-8-1　電気
設備に関する説
明書
Ⅵ-1-8-1-1　非
常用発電装置の
出力の決定に関
する説明書

【3. 施設の詳細設計方針】
【3.1 非常用ディーゼル発電機 】
【3.1.1　内燃機関】
【3.1.2　発電機】
保安電源設備の健全性に関する説明書
【3. 施設の設計方針 】
【3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系統に関する設計 】
【3.3 非常用ディーゼル発電機に関する設計 】
再処理施設には，非常用電源設備（安全機能を有する施設に属するも
のに限る。）を設ける設計とすることを説明する。

＜ディーゼル発電機の容量＞
安全上重要な施設及び設計基準事故に対処する
ための設備がその機能を確保するために十分な
容量を有する設計であることを補足説明する。
[補足電源1]非常用発電装置の供給負荷について
（非常用ディーゼル発電機（29条）／可搬型発
電機（46条））

5
再処理施設の安全性を確保するために特に必要な設備には，無停電電
源装置又はこれと同等以上の機能を有する設備を設ける設計とする。

Ⅵ-1-8-1　電気
設備に関する説
明書
Ⅵ-1-8-1-2　保
安電源設備の健
全性に関する説
明書

【3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系統に関する設計】
再処理施設の安全性を確保するために特に必要な設備には、無停電電
源装置又はこれと同等以上の機能を有する設備を設ける設計とするこ
とを説明する。

※補足すべき事項の対象なし。

6

再処理施設の保安電源設備（安全機能を有する施設へ電力を供給する
ための設備をいう。）は，電線路及び非常用電源設備から安全機能を
有する施設への電力の供給が停止することがないよう，送電線，変圧
器，母線，発電機に保護継電器を設置し，電気系統の機器の短絡，地
絡，母線の低電圧，過電流，過電圧を感知した場合は，ガス絶縁開閉
装置あるいはメタルクラッド開閉装置，パワーセンタ及びモータコン
トロールセンタの遮断器により故障箇所を隔離することによって，故
障による影響を局所化できるとともに，他の安全機能への影響を限定
できる設計とする。

Ⅵ-1-8-1　電気
設備に関する説
明書
Ⅵ-1-8-1-2　保
安電源設備の健
全性に関する説
明書

【2.1 再処理施設における電気系統の信頼性確保】
【2.1.1 機器の破損，故障その他の異常の検知と拡大防止】
再処理施設の保安電源設備（安全機能を有する施設へ電力を供給する
ための設備をいう。）は，電線路及び非常用電源設備から安全機能を
有する施設への電力の供給が停止することがないよう，送電線，変圧
器，母線，発電機に保護継電器を設置し，電気系統の機器の短絡，地
絡，母線の低電圧，過電流，過電圧を感知した場合は，ガス絶縁開閉
装置あるいはメタルクラッド開閉装置，パワーセンタ及びモータコン
トロールセンタの遮断器により故障箇所を隔離することによって，故
障による影響を局所化できるとともに，他の安全機能への影響を限定
できる設計とすることを説明する。

＜機器の破損，故障その他の異常の検知と拡大
防止＞
⇒機器の破損，故障その他の異常の検知と拡大
防止について、補足説明する。
［補足電源2］1相開放故障に関する対応につい
て

基本設計方針 添付書類
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補足説明すべき項目の抽出
（第二十九条 保安電源設備）

別紙５①

補足すべき事項基本設計方針 添付書類

7

また，外部電源に直接接続している受電変圧器の一次側において３相
のうちの１相の電路の開放が生じた場合，安全機能を有する施設への
電力の供給が不安定になったことを検知し，故障箇所の隔離又は非常
用母線の接続変更その他の異常の拡大を防止する対策（手動操作によ
る対策を含む。）を講ずることによって，安全機能を有する施設への
電力の供給が停止することのないように，電力供給の安定性を回復で
きる設計とする。

Ⅵ-1-8-1　電気
設備に関する説
明書
Ⅵ-1-8-1-2　保
安電源設備の健
全性に関する説
明書

保安電源設備の健全性に関する説明書
【2.1.2 1 相の電路の開放に対する検知及び電力の安定性回復】
【3. 施設の設計方針】
【3.1.2 碍子及び遮断器等の塩害対策】
【3.1.4 1相の電路の開放に対する検知及び電力の安定性回復】
外部電源に直接接続している受電変圧器の一次側において３相のうち
の１相の電路の開放が生じた場合，安全機能を有する施設への電力の
供給が不安定になったことを検知し，故障箇所の隔離又は非常用母線
の接続変更その他の異常の拡大を防止する対策（手動操作による対策
を含む。）を講ずることによって，安全機能を有する施設への電力の
供給が停止することのないように，電力供給の安定性を回復できる設
計とすることを説明する。

＜1相の電路の開放に対する検知及び電力の安定
性回復＞
⇒1相の電路の開放に対する検知及び電力の安定
性回復について、事象発生時に自動切替および
手動切替により、電力供給の安定性を回復でき
ることを補足説明する。
＜碍子及び遮断器等の塩害対策＞
⇒碍子等の塩害対策について補足説明する。
［補足電源2］1相開放故障に関する対応につい
て

8

安全上重要な施設への電力供給に係る電気盤及び当該電気盤に影響を
与えるおそれのある電気盤（安全上重要な施設を除く。）について，
遮断器の遮断時間の適切な設定，非常用ディーゼル発電機の停止によ
り，高エネルギーのアーク放電によるこれらの電気盤の損壊の拡大を
防止することができる設計とする。

Ⅵ-1-8-1　電気
設備に関する説
明書
Ⅵ-1-8-1-1　非
常用発電装置の
出力の決定に関
する説明書

【2.  基本方針】
【2.1　常設の非常用発電装置の出力に関する設計方針】
【2.1.3 遮断器】
【3.　施設の詳細設計方針】
【3.3　高エネルギーアーク損傷に係る対処】
安全上重要な施設への電力供給に係る電気盤（非常用ディーゼル発電
機に接続される電気盤を含む）及び当該電気盤に影響を与えるおそれ
のある電気盤（安全上重要な施設を除く。）について、遮断器の遮断
時間の適切な設定，非常用ディーゼル発電機の停止により、高エネル
ギーのアーク放電によるこれらの電気盤の損壊の拡大を防止すること
ができる設計とすることを説明する。

＜高エネルギーアーク損傷＞
⇒高エネルギーアーク損傷について、安全上重
要な施設への電力供給に係る電気盤及び当該電
気盤に影響を与えるおそれのある電気盤を整理
し、遮断時間の適切な設定等により、高エネル
ギーのアーク放電によるこれらの電気盤の損壊
の拡大を防止することができることを補足説明
する。
［補足電源4］高エネルギーアーク損傷に関する
対応について

9

再処理施設の非常用電源設備及びその附属設備（非常用所内電源設備
（非常用ディーゼル発電機，非常用蓄電池，燃料貯蔵設備等）及び安
全上重要な施設への電力供給設備（非常用メタルクラッド開閉装置，
非常用パワーセンタ，非常用モータコントロールセンタ，ケーブ
ル））は，多重性を確保し，及び独立性を確保し,その系統を構成する
機械又は器具の単一故障が発生した場合であっても，運転時の異常な
過渡変化時又は設計基準事故時において安全上重要な施設及び設計基
準事故に対処するための設備がその機能を確保するため，７日間の外
部電源喪失を仮定しても非常用ディーゼル発電機の連続運転により電
力を供給できる設計とする。

Ⅵ-1-8-1　電気
設備に関する説
明書
Ⅵ-1-8-1-2　保
安電源設備の健
全性に関する説
明書

【3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系統に関する設計】
【3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知と拡大防止】
再処理施設の非常用電源設備及びその附属設備（非常用所内電源設備
（非常用ディーゼル発電機，非常用蓄電池，燃料貯蔵設備等）及び安
全上重要な施設への電力供給設備（非常用メタルクラッド開閉装置，
非常用パワーセンタ，非常用モータコントロールセンタ，ケーブ
ル））は，多重性を確保し，及び独立性を確保し,その系統を構成す
る機械又は器具の単一故障が発生した場合であっても，運転時の異常
な過渡変化時又は設計基準事故時において安全上重要な施設及び設計
基準事故に対処するための設備がその機能を確保するため，７日間の
外部電源喪失を仮定しても非常用ディーゼル発電機の連続運転により
電力を供給できる設計とすることを説明する。

※補足すべき事項の対象なし。

10
非常用ディーゼル発電機の燃料を貯蔵する燃料貯蔵設備（耐震Ｓクラ
ス）は，７日分の連続運転に必要な容量以上の燃料を事業所内に貯蔵
できる設計とする。

Ⅵ-1-1-3
設備別記載事項
の設定根拠に関
する説明書
Ⅵ-1-1-3-7-1
電気設備

【2.1 常設の非常用発電装置の出力に関する設計方針】
燃料貯蔵設備の容量について説明する

※補足すべき事項の対象なし。

11
保安電源設備は受電開閉設備，変圧器，所内高圧系統，所内低圧系
統，ディーゼル発電機，直流電源設備，計測制御用電源設備及びケー
ブルで構成する設計とする。

Ⅵ-1-8-1　電気
設備に関する説
明書
Ⅵ-1-8-1-2　保
安電源設備の健
全性に関する説
明書計

【3. 施設の設計方針】
【3.1 受電開閉設備及び変圧器等に関する設計】
【3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系統に関する設計】
【3.3 非常用ディーゼル発電機に関する設計】
電気設備は受電開閉設備，変圧器，所内高圧系統，所内低圧系統，
ディーゼル発電機，直流電源設備，計測制御用電源設備及びケーブル
で構成する設計とすることを説明する。

※補足すべき事項の対象なし。
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補足説明すべき項目の抽出
（第二十九条 保安電源設備）

別紙５①

補足すべき事項基本設計方針 添付書類

12 非常用電源建屋は，地上２階，地下１階の建物とする設計とする。

Ⅵ-1-1-4　安全
機能を有する施
設及び重大事故
等対処設備が使
用される条件の
下における健全
性に関する説明
書

【1.8.7　その他再処理設備の附属施設】
【1.8.7.1　電気設備】
非常用電源建屋の構成及び設計

※補足すべき事項の対象なし。

13
7.1.1.1受電開閉設備
再処理施設の電力は，外部から154ｋＶ送電線２回線で受電し，所要の
電圧に降圧し再処理施設へ給電する設計とする。

Ⅵ-1-8-1　電気
設備に関する説
明書
Ⅵ-1-8-1-2　保
安電源設備の健
全性に関する説
明書

【2.1 再処理施設における電気系統の信頼性確保】
【2.2 再処理施設の電力供給確保】
再処理施設の電力は，外部から154ｋＶ送電線２回線で受電し，所要
の電圧に降圧し再処理施設へ給電する設計とすることを説明する。

※補足すべき事項の対象なし。

14
送電線２回線の停止時に備えて，非常用ディーゼル発電機，非常用蓄
電池，燃料貯蔵設備等で構成する非常用電源設備及びその附属設備を
設置する設計とする。

Ⅵ-1-5-1　電気
設備に関する説
明書
Ⅵ-1-5-1-1　非
常用発電装置の
出力の決定に関
する説明書

【3.1 非常用ディーゼル発電機】
【3.1.1　内燃機関】
【3.1.2　発電機】

【3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系統に関する設計】
【3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知と拡大防止】
送電線２回線の停止時に備えて，非常用ディーゼル発電機，非常用蓄
電池，燃料貯蔵設備等で構成する非常用電源設備及びその附属設備を
設置する設計とすることを説明する。

※補足すべき事項の対象なし。

15
受電開閉設備は，廃棄物管理施設及びＭＯＸ燃料加工施設と共用する
設計とする。

Ⅵ−１−１−４
安全機能を有す
る施設，安全上
重要な施設及び
重⼤事故等対処
設備が使⽤され
る条件の下にお
ける健全性に関
する説明書

【3.2 悪影響防止　3.2.1　安全機能を有する施設及び安全上重要な
施設】
受電開閉設備は，廃棄物管理施設及びＭＯＸ燃料加工施設と共用する
設計とすることを説明する。

※補足すべき事項の対象なし。

16

受電開閉設備は，廃棄物管理施設及びＭＯＸ燃料加工施設との共用に
よって安全機能を有する施設への電力の供給が停止することがないよ
う，廃棄物管理施設及びＭＯＸ燃料加工施設への給電を考慮しても十
分な容量を有することから，共用によって再処理施設の安全性を損な
わない設計とする。

Ⅵ−１−１−４
安全機能を有す
る施設，安全上
重要な施設及び
重⼤事故等対処
設備が使⽤され
る条件の下にお
ける健全性に関
する説明書

【3.2 悪影響防止　3.2.1　安全機能を有する施設及び安全上重要な
施設】
再処理施設の電気設備はMOX 燃料加工施設及び廃棄物管理施設との共
用によって安全機能を有する施設への電力の供給が停止することがな
いよう，MOX 燃料加工施設及び廃棄物管理施設への給電を考慮しても
十分な容量を確保することにより，共用によって再処理施設の安全性
を損なわない設計とすることを説明する。

※補足すべき事項の対象なし。

17
7.1.1.2変圧器
受電開閉設備で受電し，受電変圧器を通して6.9ｋＶに降圧した後，再
処理施設へ給電する設計とする。

Ⅵ-1-8-1　電気
設備に関する説
明書
Ⅵ-1-8-1-2　保
安電源設備の健
全性に関する説
明書

保安電源設備の健全性に関する説明書
【2.1 再処理施設における電気系統の信頼性確保】
【2.2 再処理施設の電力供給確保】
受電開閉設備で受電した電圧を受電変圧器を通して6.9ｋＶに降圧し
た後，再処理施設へ給電する設計とすることを説明する。

※補足すべき事項の対象なし。
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18
受電変圧器は，廃棄物管理施設及びＭＯＸ燃料加工施設と共用する設
計とする。

Ⅵ−１−１−４
安全機能を有す
る施設，安全上
重要な施設及び
重⼤事故等対処
設備が使⽤され
る条件の下にお
ける健全性に関
する説明書

【3.2 悪影響防止　3.2.1　安全機能を有する施設及び安全上重要な
施設】
変圧器は，廃棄物管理施設及びＭＯＸ燃料加工施設と共用する設計と
することを説明する。

※補足すべき事項の対象なし。

19

受電変圧器は，廃棄物管理施設及びＭＯＸ燃料加工施設との共用に
よって安全機能を有する施設への電力の供給が停止することがないよ
う，MOX 燃料加工施設及び廃棄物管理施設への給電を考慮しても十分
な容量を有することから，共用によって再処理施設の安全性を損なわ
ない設計とする。

Ⅵ−１−１−４
安全機能を有す
る施設，安全上
重要な施設及び
重⼤事故等対処
設備が使⽤され
る条件の下にお
ける健全性に関
する説明書

【3.2 悪影響防止　3.2.1　安全機能を有する施設及び安全上重要な
施設】
再処理施設の電気設備はMOX 燃料加工施設及び廃棄物管理施設との共
用によって安全機能を有する施設への電力の供給が停止することがな
いよう，MOX 燃料加工施設及び廃棄物管理施設への給電を考慮しても
十分な容量を確保することにより，共用によって再処理施設の安全性
を損なわない設計とすることを説明する。

※補足すべき事項の対象なし。

20

7.1.1.3所内高圧系統
非常用の所内高圧系統（メタルクラッド開閉装置で構成）は，高圧主
母線及び高圧母線で構成し，多重性を持たせた２系統の母線で安全上
重要な負荷等に給電する設計とする。

Ⅵ-1-8-1　電気
設備に関する説
明書
Ⅵ-1-8-1-2　保
安電源設備の健
全性に関する説
明書

【2.1 再処理施設における電気系統の信頼性確保】
【2.1.1 機器の破損，故障その他の異常の検知と拡大防止】
【3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系統に関する設計】
【3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知と拡大防止】
非常用の所内高圧系統（メタルクラッド開閉装置で構成）は，高圧主
母線及び高圧母線で構成し，多重性を持たせた２系統の母線で安全上
重要な負荷等に給電する設計とすることを説明する。

※補足すべき事項の対象なし。

21
また，動力用変圧器を通して降圧し，非常用の所内低圧系統（パワー
センタ及びモータコントロールセンタで構成）へ給電する設計とす
る。

Ⅵ-1-8-1　電気
設備に関する説
明書
Ⅵ-1-8-1-2　保
安電源設備の健
全性に関する説
明書

【2.1 再処理施設における電気系統の信頼性確保】
【2.1.1 機器の破損，故障その他の異常の検知と拡大防止】
【3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系統に関する設計】
【3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知と拡大防止】
動力用変圧器を通して降圧し，非常用の所内低圧系統（パワーセンタ
及びモータコントロールセンタで構成）へ給電する設計とすることを
説明する。

※補足すべき事項の対象なし。

22

常用及び運転予備用の所内高圧系統は，主母線として，常用主母線及
び運転予備用主母線で構成し，母線として，常用母線及び運転予備用
母線で構成し，給電する設計とする。それぞれの母線から動力変圧器
を通して降圧し，常用及び運転予備用の所内低圧系統（パワーセンタ
及びモータコントロールセンタで構成）へ給電する設計とする。

Ⅵ-1-8-1　電気
設備に関する説
明書
Ⅵ-1-8-1-2　保
安電源設備の健
全性に関する説
明書

【2.1 再処理施設における電気系統の信頼性確保】
【2.1.1 機器の破損，故障その他の異常の検知と拡大防止】
【3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系統に関する設計】
【3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知と拡大防止】
常用及び運転予備用の所内高圧系統は，主母線として，常用主母線及
び運転予備用主母線で構成し，母線として，常用母線及び運転予備用
母線で構成し，給電する設計とする。それぞれの母線から動力変圧器
を通して降圧し，常用及び運転予備用の所内低圧系統（パワーセンタ
及びモータコントロールセンタで構成）へ給電する設計とすることを
説明する。

※補足すべき事項の対象なし。

23
所内高圧系統の一部は，廃棄物管理施設及びＭＯＸ燃料加工施設と共
用する設計とする。

Ⅵ−１−１−４
安全機能を有す
る施設，安全上
重要な施設及び
重⼤事故等対処
設備が使⽤され
る条件の下にお
ける健全性に関
する説明書

【3.2 悪影響防止　3.2.1　安全機能を有する施設及び安全上重要な
施設】
所内高圧系統の一部は，廃棄物管理施設及びＭＯＸ燃料加工施設と共
用する設計とすることを説明する。

※補足すべき事項の対象なし。
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24

所内高圧系統の一部は，廃棄物管理施設及びＭＯＸ燃料加工施設との
共用によって安全機能を有する施設への電力の供給が停止することが
ないよう，機器の損壊，故障その他の異常を検知した場合，常用主母
線又は運転予備用主母線の遮断器により故障箇所を隔離し，故障によ
る影響を局所化し，他の安全機能への影響を限定することから，共用
によって再処理施設の安全性を損なわない設計とする。

Ⅵ−１−１−４
安全機能を有す
る施設，安全上
重要な施設及び
重⼤事故等対処
設備が使⽤され
る条件の下にお
ける健全性に関
する説明書

【3.2 悪影響防止　3.2.1　安全機能を有する施設及び安全上重要な
施設】
再処理施設は廃棄物管理施設及びＭＯＸ燃料加工施設との共用によっ
て安全機能を有する施設への電力の供給が停止することがないよう，
機器の損壊，故障その他の異常を検知した場合，常用主母線又は運転
予備用主母線の遮断器により故障箇所を隔離し，故障による影響を局
所化し，他の安全機能への影響を限定することから，共用によって再
処理施設の安全性を損なわない設計とすることを説明する。

※補足すべき事項の対象なし。

25

また，所内高圧系統のうち廃棄物管理施設及びＭＯＸ燃料加工施設と
共用する所内高圧系統は，共用する負荷が接続されているが，共用す
る負荷を新たに追加するものではないため必要となる容量が増加する
ものではないことから，共用によって再処理施設の安全性を損なわな
い設計とする。

Ⅵ−１−１−４
安全機能を有す
る施設，安全上
重要な施設及び
重⼤事故等対処
設備が使⽤され
る条件の下にお
ける健全性に関
する説明書

【3.2 悪影響防止　3.2.1　安全機能を有する施設及び安全上重要な
施設】
所内高圧系統のうち廃棄物管理施設及びＭＯＸ燃料加工施設と共用す
る所内高圧系統は，共用する負荷が接続されているが，共用する負荷
を新たに追加するものではないため必要となる容量が増加するもので
はないことから，共用によって再処理施設の安全性を損なわない設計
とすることを説明する。

※補足すべき事項の対象なし。

26
7.1.1.4 所内低圧系統
非常用の所内低圧系統は，低圧母線で構成し，多重性を持たせた２系
統の母線で安全上重要な負荷等に給電する設計とする。

Ⅵ-1-8-1　電気
設備に関する説
明書
Ⅵ-1-8-1-2　保
安電源設備の健
全性に関する説
明書

【2.1 再処理施設における電気系統の信頼性確保】
【2.1.1 機器の破損，故障その他の異常の検知と拡大防止】
【3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系統に関する設計】
【3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知と拡大防止】
非常用の所内低圧系統は，低圧母線で構成し，多重性を持たせた２系
統の母線で安全上重要な負荷等に給電する設計とすることを説明す
る。

※補足すべき事項の対象なし。

27
常用及び運転予備用の所内低圧系統は，低圧母線で構成し，安全機能
を有する負荷等に給電する設計とする。

Ⅵ-1-8-1　電気
設備に関する説
明書
Ⅵ-1-8-1-2　保
安電源設備の健
全性に関する説
明書

【2.1 再処理施設における電気系統の信頼性確保】
【2.1.1 機器の破損，故障その他の異常の検知と拡大防止】
【3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系統に関する設計】
【3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知と拡大防止】
運転予備用及び常用の所内低圧系統は，低圧母線で構成し，安全機能
を有する負荷等に給電する設計とすることを説明する。

※補足すべき事項の対象なし。

28
所内低圧系統の一部は，廃棄物管理施設及びＭＯＸ燃料加工施設と共
用する設計とする。

Ⅵ−１−１−４
安全機能を有す
る施設，安全上
重要な施設及び
重⼤事故等対処
設備が使⽤され
る条件の下にお
ける健全性に関
する説明書

【3.2 悪影響防止　3.2.1　安全機能を有する施設及び安全上重要な
施設】
所内低圧系統の一部は，廃棄物管理施設及びＭＯＸ燃料加工施設と共
用する設計とすることを説明する。

※補足すべき事項の対象なし。

29

所内低圧系統のうち廃棄物管理施設及びＭＯＸ燃料加工施設と共用す
る所内低圧系統は，共用する負荷が接続されているが，共用する負荷
を新たに追加するものではないため必要となる容量が増加するもので
はないことから，共用によって再処理施設の安全性を損なわない設計
とする。

Ⅵ−１−１−４
安全機能を有す
る施設，安全上
重要な施設及び
重⼤事故等対処
設備が使⽤され
る条件の下にお
ける健全性に関
する説明書

【3.2 悪影響防止　3.2.1　安全機能を有する施設及び安全上重要な
施設】
所内低圧系統のうち他施設と共用する所内低圧系統は，給電先が共用
する負荷であり，必要となる電力及び燃料が増加するものではないこ
とから，共用によって再処理施設の安全性を損なわない設計とするこ
とを説明する。

※補足すべき事項の対象なし。
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30

7.1.1.1.5ディーゼル発電機
非常用ディーゼル発電機として，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋に第１
非常用ディーゼル発電機を，非常用電源建屋に第２非常用ディーゼル
発電機を設置する設計とする。

Ⅵ-1-8-1　電気
設備に関する説
明書
Ⅵ-1-8-1-1　非
常用発電装置の
出力の決定に関
する説明書

【3.1 非常用ディーゼル発電機】
【3.1.1　内燃機関】
【3.1.2　発電機】
【3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系統に関する設計】
【3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知と拡大防止】
非常用ディーゼル発電機として，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋に第１
非常用ディーゼル発電機を，非常用電源建屋に第２非常用ディーゼル
発電機を設置する設計とすることを説明する。

※補足すべき事項の対象なし。

31
また，ユーティリティ建屋に運転予備用ディーゼル発電機を，第２
ユーティリティ建屋に第２運転予備用ディーゼル発電機を設置する設
計とする。

Ⅵ-1-8-1　電気
設備に関する説
明書
Ⅵ-1-8-1-2　保
安電源設備の健
全性に関する説
明書

【3. 施設の設計方針】
【3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系統に関する設計】
【3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知と拡大防止】
ユーティリティ建屋に運転予備ディーゼル発電機を，第２ユーティリ
ティ建屋に第２運転予備用ディーゼル発電機を設置する設計とするこ
とを説明する。

※補足すべき事項の対象なし。

32
外部電源が完全に喪失した場合でも，第１非常用ディーゼル発電機で
使用済燃料の受入れ及び貯蔵に必要な施設の安全を確保するための負
荷に対して給電可能な設計とする。

Ⅵ-1-8-1　電気
設備に関する説
明書
Ⅵ-1-8-1-1　非
常用発電装置の
出力の決定に関
する説明書

非常用発電装置の出力の決定に関する説明書
【3.1 非常用ディーゼル発電機 】
【3.1.1　内燃機関】
【3.1.2　発電機】
外部電源が完全に喪失した場合でも，第１非常用ディーゼル発電機１
台で使用済燃料の受入れ及び貯蔵に必要な施設の安全を確保するため
の負荷に対して給電可能な設計とすることを説明する。

＜負荷の精緻化＞
安全上重要な施設及び設計基準事故に対処する
ための設備がその機能を確保するために十分な
容量を有する設計であることを補足説明する。
[補足電源1]非常用発電装置の供給負荷について
（非常用ディーゼル発電機（29条）／可搬型発
電機（46条））

33
また，第２非常用ディーゼル発電機で再処理施設（使用済燃料の受入
れ及び貯蔵に必要な施設を除く。）の安全を確保するための負荷に対
して給電可能な設計とする。

Ⅵ-1-8-1　電気
設備に関する説
明書
Ⅵ-1-8-1-1　非
常用発電装置の
出力の決定に関
する説明書

【3.1 非常用ディーゼル発電機】
【3.1.1　内燃機関】
【3.1.2　発電機】
第２非常用ディーゼル発電機１台で再処理施設（使用済燃料の受入れ
及び貯蔵に必要な施設を除く。）の安全を確保するための負荷に対し
て給電可能な設計とすることを説明する。

＜負荷の精緻化＞
安全上重要な施設及び設計基準事故に対処する
ための設備がその機能を確保するために十分な
容量を有する設計であることを補足説明する。
[補足電源1]非常用発電装置の供給負荷について
（非常用ディーゼル発電機（29条）／可搬型発
電機（46条））

34
なお，運転予備用ディーゼル発電機からユーティリティ建屋の運転予
備用主母線，第２運転予備用ディーゼル発電機から第２ユーティリ
ティ建屋の運転予備用主母線に給電できる設計とする。

Ⅵ-1-8-1　電気
設備に関する説
明書
Ⅵ-1-8-1-2　保
安電源設備の健
全性に関する説
明書

【3. 施設の設計方針】
【3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系統に関する設計】
【3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知と拡大防止】
ユーティリティ建屋に運転予備ディーゼル発電機を，第２ユーティリ
ティ建屋に第２運転予備用ディーゼル発電機を設置する設計とするこ
とを説明する。

※補足すべき事項の対象なし。

35

非常用ディーゼル発電機は,非常用所内電源系統低電圧信号で起動し，
設計基準事故における安全上重要な施設の設備の作動開始時間を満足
する時間である15秒以内に電圧を確立した後は，各非常用主母線に接
続し，負荷に給電する設計とする。

Ⅵ-1-8-1　電気
設備に関する説
明書
Ⅵ-1-8-1-1　非
常用発電装置の
出力の決定に関
する説明書

【3.1 非常用ディーゼル発電機】
【3.1.1　内燃機関】
【3.1.2　発電機】
非常用ディーゼル発電機は,非常用所内電源系統低電圧信号で起動
し，設計基準事故における安全上重要な施設の設備の作動開始時間を
満足する時間である15秒以内に電圧を確立した後は，各非常用主母線
に接続し，負荷に給電する設計とすることを説明する。

※補足すべき事項の対象なし。
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36
燃料貯蔵設備として，第１非常用ディーゼル発電機用に重油タンク
を，第２非常用ディーゼル発電機用に燃料油貯蔵タンクを設置する設
計とする。

Ⅵ-1-8-1　電気
設備に関する説
明書
Ⅵ-1-8-1-1　非
常用発電装置の
出力の決定に関
する説明書

【3.1 非常用ディーゼル発電機】
【3.1.1　内燃機関】
【3.1.2　発電機】
燃料貯蔵設備として，第１非常用ディーゼル発電機用に重油タンク
を，第２非常用ディーゼル発電機用に燃料油貯蔵タンクを設置する設
計とすることを説明する。

※補足すべき事項の対象なし。

37

重油タンク及び燃料油貯蔵タンクは，７日間の外部電源喪失を仮定し
ても，設計基準事故に対処するために必要な第１非常用ディーゼル発
電機及び第２非常用ディーゼル発電機をそれぞれ７日間運転すること
により必要とする電力を供給できる容量以上の燃料を事業所内に貯蔵
する設計とする。

Ⅵ-1-1-3
設備別記載事項
の設定根拠に関
する説明書
Ⅵ-1-1-3-7-1
電気設備

【2.1 常設の非常用発電装置の出力に関する設計方針】
燃料貯蔵設備の容量について説明する

※補足すべき事項の対象なし。

38
ディーゼル発電機の一部は，廃棄物管理施設及びＭＯＸ燃料加工施設
と共用する設計とする。

Ⅵ−１−１−４
安全機能を有す
る施設，安全上
重要な施設及び
重⼤事故等対処
設備が使⽤され
る条件の下にお
ける健全性に関
する説明書

【3.2 悪影響防止　3.2.1　安全機能を有する施設及び安全上重要な
施設】
ディーゼル発電機の一部は，ＭＯＸ燃料加工施設と共用する設計とす
ることを説明する。

※補足すべき事項の対象なし。

39

ディーゼル発電機のうちＭＯＸ燃料加工施設と共用する第１非常用
ディーゼル発電機及びその燃料を供給する重油タンクは，共用する負
荷が接続されているが，共用する負荷を新たに追加するものではない
ため必要となる容量が増加するものではないことから，共用によって
再処理施設の安全性を損なわない設計とする。

Ⅵ−１−１−４
安全機能を有す
る施設，安全上
重要な施設及び
重⼤事故等対処
設備が使⽤され
る条件の下にお
ける健全性に関
する説明書

【3.2 悪影響防止　3.2.1　安全機能を有する施設及び安全上重要な
施設】
ディーゼル発電機のうちＭＯＸ燃料加工施設と共用する第１非常用
ディーゼル発電機及びその燃料を供給する重油タンクは，共用する負
荷が接続されているが，共用する負荷を新たに追加するものではない
ため必要となる容量が増加するものではないことから，共用によって
再処理施設の安全性を損なわない設計とすることを説明する。

※補足すべき事項の対象なし。

40

ディーゼル発電機のうちＭＯＸ燃料加工施設と共用する第２運転予備
用ディーゼル発電機及びその燃料を供給する燃料貯蔵設備は，ＭＯＸ
燃料加工施設との共用によって安全機能を有する施設への電力の供給
が停止することがないよう，ＭＯＸ燃料加工施設への給電を考慮して
も十分な容量を有することから，共用によって再処理施設の安全性を
損なわない設計とする。

Ⅵ−１−１−４
安全機能を有す
る施設，安全上
重要な施設及び
重⼤事故等対処
設備が使⽤され
る条件の下にお
ける健全性に関
する説明書

【3.2 悪影響防止　3.2.1　安全機能を有する施設及び安全上重要な
施設】
ディーゼル発電機のうちＭＯＸ燃料加工施設と共用する第２運転予備
用ディーゼル発電機及びその燃料を供給する燃料貯蔵設備は，ＭＯＸ
燃料加工施設との共用によって安全機能を有する施設への電力の供給
が停止することがないよう，ＭＯＸ燃料加工施設への給電を考慮して
も十分な容量を有することから，共用によって再処理施設の安全性を
損なわない設計とする。ことを説明する。

※補足すべき事項の対象なし。
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41

ディーゼル発電機のうち廃棄物管理施設と共用する運転予備用ディー
ゼル発電機及びその燃料を供給する燃料貯蔵設備は，共用する負荷が
接続されているが，共用する負荷を新たに追加するものではないため
必要となる容量が増加するものではないことから，共用によって再処
理施設の安全性を損なわない設計とする。

Ⅵ−１−１−４
安全機能を有す
る施設，安全上
重要な施設及び
重⼤事故等対処
設備が使⽤され
る条件の下にお
ける健全性に関
する説明書

【3.2 悪影響防止　3.2.1　安全機能を有する施設及び安全上重要な
施設】
ディーゼル発電機のうち廃棄物管理施設と共用する運転予備用ディー
ゼル発電機及びその燃料を供給する燃料貯蔵設備は，共用する負荷が
接続されているが，共用する負荷を新たに追加するものではないため
必要となる容量が増加するものではないことから，共用によって再処
理施設の安全性を損なわない設計とする。ことを説明する。

※補足すべき事項の対象なし。

42
7.1.1.6直流電源設備
再処理施設の安全性を確保するために特に必要な設備に対し，直流電
源設備を設置する設計とする。

Ⅵ-1-8-1　電気
設備に関する説
明書
Ⅵ-1-8-1-2　保
安電源設備の健
全性に関する説
明書

【3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系統に関する設計】
【3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知と拡大防止】
再処理施設の安全性を確保するために特に必要な設備に対し，直流電
源設備を設置する設計とすることを説明する。

※補足すべき事項の対象なし。

43
非常用蓄電池として，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋に第１非常用蓄電
池を，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設以外の建屋で非常用電源
を必要とする建屋に第２非常用蓄電池を設置する設計とする。

Ⅵ-1-8-1　電気
設備に関する説
明書
Ⅵ-1-8-1-2　保
安電源設備の健
全性に関する説
明書

保安電源設備の健全性に関する説明書
【3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系統に関する設計】
【3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知と拡大防止】
非常用蓄電池として，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋に第１非常用蓄電
池を，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設以外の建屋で非常用電源
を必要とする建屋に第２非常用蓄電池を設置する設計とすることを説
明する。

※補足すべき事項の対象なし。

44

非常用の直流電源設備は，安全上重要な負荷のうち，平常時及び異常
時の監視制御用に，常に電源を必要とする負荷に給電するための非常
用所内電源として，蓄電池及び充電器で構成し，給電する設計とす
る。

Ⅵ-1-8-1　電気
設備に関する説
明書
Ⅵ-1-8-1-2　保
安電源設備の健
全性に関する説
明書

【3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系統に関する設計】
【3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知と拡大防止】
非常用の直流電源設備は，安全上重要な負荷のうち，平常時及び異常
時の監視制御用に，常に電源を必要とする負荷に給電するための非常
用所内電源として，蓄電池，充電器盤及び直流主分電盤で構成し，給
電する設計とすることを説明する。

※補足すべき事項の対象なし。

45
非常用の直流電源設備は，短時間の全交流動力電源の喪失に対して監
視制御機能を確保できる設計とする。

Ⅵ-1-8-1　電気
設備に関する説
明書
Ⅵ-1-8-1-2　保
安電源設備の健
全性に関する説
明書

【3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系統に関する設計】
【3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知と拡大防止】
非常用の直流電源設備は，短時間の全交流動力電源の喪失に対して監
視制御機能を確保できる設計とすることを説明する。

※補足すべき事項の対象なし。

46
常用の直流電源設備として，蓄電池及び充電器で構成する設計とす
る。

Ⅵ-1-8-1　電気
設備に関する説
明書
Ⅵ-1-8-1-2　保
安電源設備の健
全性に関する説
明書

保安電源設備の健全性に関する説明書
【3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系統に関する設計】
【3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知と拡大防止】
常用の直流電源設備として，蓄電池，充電器盤及び直流主分電盤で構
成する設計とすることを説明する。

※補足すべき事項の対象なし。

47
7.1.1.7計測制御用交流電源設備
　再処理施設の安全性を確保するために特に必要な設備に対し，非常
用の計測制御用交流電源設備を設置する設計とする。

Ⅵ-1-8-1　電気
設備に関する説
明書
Ⅵ-1-8-1-2　保
安電源設備の健
全性に関する説
明書

【3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系統に関する設計】
【3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知と拡大防止】
再処理施設の安全性を確保するために特に必要な設備に対し，非常用
の計測制御用交流電源設備を設置する設計とすることを説明する。

※補足すべき事項の対象なし。
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48

非常用の計測制御用交流電源設備は，安全上重要な負荷のうち，平常
時及び異常時の監視制御用に電源を必要とする負荷に給電するための
非常用所内電源として，無停電電源装置，非常用無停電交流母線及び
計測交流電源の計測母線で構成し，給電する設計とする。

Ⅵ-1-8-1　電気
設備に関する説
明書
Ⅵ-1-8-1-2　保
安電源設備の健
全性に関する説
明書

【3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系統に関する設計】
【3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知と拡大防止】
非常用の計測制御用交流電源設備は，安全上重要な負荷のうち，平常
時及び異常時の監視制御用に，常に電源を必要とする負荷に給電する
ための非常用所内電源として，無停電電源装置，非常用無停電交流母
線及び計測交流電源の計測母線で構成し，監視制御機能の維持が必要
な負荷へ給電する設計とすることを説明する。

※補足すべき事項の対象なし。

49
非常用の計測制御用交流電源設備は，短時間の全交流動力電源の喪失
に対して監視制御機能を確保できる設計とする。

Ⅵ-1-8-1　電気
設備に関する説
明書
Ⅵ-1-8-1-2　保
安電源設備の健
全性に関する説
明書

【3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系統に関する設計】
【3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知と拡大防止】
非常用の計測制御用交流電源設備は，短時間の全交流動力電源の喪失
に対して監視制御機能を確保できる設計とすることを説明する。

※補足すべき事項の対象なし。

50

非常用の計測制御用交流電源設備は，外部電源喪失時に必要な電力の
供給が非常用ディーゼル発電機から開始されるまでの間においても，
非常用直流電源設備である蓄電池（非常用）から直流電源が供給され
ることにより，非常用無停電交流電源盤に対し電力供給を確保できる
設計とする。

Ⅵ-1-8-1　電気
設備に関する説
明書
Ⅵ-1-8-1-2　保
安電源設備の健
全性に関する説
明書

【3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系統に関する設計】
【3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知と拡大防止】
非常用の計測制御用交流電源設備は，外部電源喪失時に必要な電力の
供給が非常用発電機から開始されるまでの間においても，非常用直流
電源設備である蓄電池（非常用）から直流電源が供給されることによ
り，非常用無停電交流電源盤に対し電力供給を確保できる設計とする
ことを説明する。

※補足すべき事項の対象なし。

51
常用の計測制御用交流電源設備として，無停電電源装置，無停電交流
母線及び計測交流電源の計測母線で構成し，給電する設計とする。

Ⅵ-1-8-1　電気
設備に関する説
明書
Ⅵ-1-8-1-2　保
安電源設備の健
全性に関する説
明書

【3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系統に関する設計】
【3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知と拡大防止】
常用の計測制御用交流電源設備として，無停電電源装置の無停電交流
母線及び計測交流電源盤の計測母線で構成し，給電する設計とするこ
とを説明する。

※補足すべき事項の対象なし。

52

安全上重要な施設に関係する動力回路，制御回路及び計装回路のケー
ブルは，その多重性及び独立性を確保するため，それぞれ相互に分離
したケーブルトレイ及び電線管を使用して敷設し，相互に独立性を侵
害することのない設計とする。

Ⅵ-1-8-1　電気
設備に関する説
明書
Ⅵ-1-8-1-2　保
安電源設備の健
全性に関する説
明書

【3.2 非常用所内電源系統及び常用所内電源系統に関する設計】
【3.2.1 機器の破損，故障その他の異常の検知と拡大防止】
安全上重要な施設に関係する動力回路，制御回路及び計装回路のケー
ブルは，その多重性及び独立性を確保するため，それぞれ相互に分離
したケーブルトレイ及び電線管を使用して敷設し，相互に独立性を侵
害することのない設計とすることを説明する。

※補足すべき事項の対象なし。

15,16
－20

(4) 規格及び基準に基づく設計
安全機能を有する施設の設計，材料の選定，製作，建設，試験及び検
査に当たっては，これを信頼性の高いものとするために，原則として
現行国内法規に基づく規格及び基準によるものとする。また，これら
に規定がない場合においては，必要に応じて，十分実績があり，信頼
性の高い国外の規格，基準に準拠するか，又は規格及び基準で一般的
でないものを，適用の根拠，国内法規に基づく規格及び基準との対比
並びに適用の妥当性を明らかにしたうえで適用する。

Ⅵ-1-8-1-1　非
常用発電装置の
出力の決定に関
する説明書
Ⅵ-1-8-1-2　保
安電源設備の健
全性に関する説
明書

【2.1 常設の非常用発電装置の出力に関する設計方針】
【3.1.5 電気設備の異常の予防等に関する設計事項】
【3.2.2 電気設備の異常の予防等に関する設計事項】
【3.3.2 電気設備の異常の予防等に関する設計事項】
ディーゼル発電機の内燃機関に対する火力省令への適合性，並びに発
電機，遮断器及びその他電気設備に対する電気設備の技術基準への適
合性について説明する。

＜規格及び基準等への準拠＞
⇒ディーゼル発電機の内燃機関に対する火力省
令への適合性，並びに発電機，遮断器及びその
他電気設備に対する電気設備の技術基準への適
合性について，準拠していることを補足説明す
る。
[補足電源2]規格及び基準等への準拠について
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別紙６ 
変更前記載事項の既設⼯認等との紐づけ 

 

変 更 前 変 更 後 

7.その他再処理設備の附属施設 

7.1 動力装置及び非常用動力装置 

7.1.1 電気設備 

電気設備の設計に係る共通的な設計方針については，第１章 共通項目の「２．地盤」，「３．自然現象

等」，「５．火災等による損傷の防止」，「６．再処理施設内における溢水による損傷の防止」，「７．再処理

施設内における化学薬品の漏えいによる損傷の防止」，「９．設備に対する要求」及び「10．その他」に基

づくものとする。 

 

再処理施設は，安全上重要な施設がその機能を維持するために必要となる電力を当該安全上重要な施設

に供給するため，電力系統に連系した設計とする。 

再処理施設に接続する再処理施設内開閉所の外の電力系統（以下「電線路」という。）のうち少なくとも

２回線は，電力系統と非常用所内電源系統とを接続する外部電源系統を２つ以上設ける設計とすることに

より，再処理施設において受電可能な設計とし，かつ，それにより再処理施設を電力系統に連系する設計

とする。 

再処理施設には，非常用電源設備（安全機能を有する施設に属するものに限る。）を設ける設計とする。 

再処理施設の安全性を確保するために特に必要な設備には，無停電電源装置又はこれと同等以上の機能

を有する設備を設ける設計とする。 

再処理施設の保安電源設備（安全機能を有する施設へ電力を供給するための設備をいう。）は，電線路及

び非常用電源設備から安全機能を有する施設への電力の供給が停止することがないよう，送電線，変圧器，

母線，発電機に保護継電器を設置し，電気系統の機器の短絡，地絡，母線の低電圧，過電流，過電圧を感

知した場合は，ガス絶縁開閉装置あるいはメタルクラッド開閉装置，パワーセンタ及びモータコントロー

ルセンタの遮断器により故障箇所を隔離することによって，故障による影響を局所化できるとともに，他

の安全機能への影響を限定できる設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

再処理施設の非常用電源設備及びその附属設備（非常用所内電源設備（非常用ディーゼル発電機，非常

用蓄電池，燃料貯蔵設備等）及び安全上重要な施設への電力供給設備（非常用メタルクラッド開閉装置，

非常用パワーセンタ，非常用モータコントロールセンタ，ケーブル））は，多重性を確保し，及び独立性を

確保し,その系統を構成する機械又は器具の単一故障が発生した場合であっても，運転時の異常な過渡変

化時又は設計基準事故時において安全上重要な施設及び設計基準事故に対処するための設備がその機能

を確保するため，７日間の外部電源喪失を仮定しても非常用ディーゼル発電機の連続運転により電力を供

給できる設計とする。 

非常用ディーゼル発電機の燃料を貯蔵する燃料貯蔵設備（耐震Ｓクラス）は，７日分の連続運転に必要

な容量以上の燃料を事業所内に貯蔵できる設計とする。 

 

7.その他再処理設備の附属施設 

7.1 動力装置及び非常用動力装置 

7.1.1 電気設備 

電気設備の設計に係る共通的な設計方針については，第１章 共通項目の「２．地盤」，「３．自然現象

等」，「５．火災等による損傷の防止」，「６．再処理施設内における溢水による損傷の防止」，「７．再処理

施設内における化学薬品の漏えいによる損傷の防止」，「９．設備に対する要求」及び「10．その他」に基

づくものとする。 

 

再処理施設は，安全上重要な施設がその機能を維持するために必要となる電力を当該安全上重要な施設

に供給するため，電力系統に連系した設計とする。 

再処理施設に接続する再処理施設内開閉所の外の電力系統（以下「電線路」という。）のうち少なくとも

２回線は，電力系統と非常用所内電源系統とを接続する外部電源系統を２つ以上設ける設計とすることに

より，再処理施設において受電可能な設計とし，かつ，それにより再処理施設を電力系統に連系する設計

とする。 

再処理施設には，非常用電源設備（安全機能を有する施設に属するものに限る。）を設ける設計とする。 

再処理施設の安全性を確保するために特に必要な設備には，無停電電源装置又はこれと同等以上の機能

を有する設備を設ける設計とする。 

再処理施設の保安電源設備（安全機能を有する施設へ電力を供給するための設備をいう。）は，電線路及

び非常用電源設備から安全機能を有する施設への電力の供給が停止することがないよう，送電線，変圧器，

母線，発電機に保護継電器を設置し，電気系統の機器の短絡，地絡，母線の低電圧，過電流，過電圧を感

知した場合は，ガス絶縁開閉装置あるいはメタルクラッド開閉装置，パワーセンタ及びモータコントロー

ルセンタの遮断器により故障箇所を隔離することによって，故障による影響を局所化できるとともに，他

の安全機能への影響を限定できる設計とする。 

 

 

 

 

また，外部電源に直接接続している受電変圧器の一次側において３相のうちの１相の電路の開放が生じ

た場合，安全機能を有する施設への電力の供給が不安定になったことを検知し，故障箇所の隔離又は非常

用母線の接続変更その他の異常の拡大を防止する対策（手動操作による対策を含む。）を講ずることによ

って，安全機能を有する施設への電力の供給が停止することのないように，電力供給の安定性を回復でき

る設計とする。 

安全上重要な施設への電力供給に係る電気盤及び当該電気盤に影響を与えるおそれのある電気盤（安全

上重要な施設を除く。）について，遮断器の遮断時間の適切な設定，非常用ディーゼル発電機の停止によ

り，高エネルギーのアーク放電によるこれらの電気盤の損壊の拡大を防止することができる設計とする。 

 

 

再処理施設の非常用電源設備及びその附属設備（非常用所内電源設備（非常用ディーゼル発電機，非常

用蓄電池，燃料貯蔵設備等）及び安全上重要な施設への電力供給設備（非常用メタルクラッド開閉装置，

非常用パワーセンタ，非常用モータコントロールセンタ，ケーブル））は，多重性を確保し，及び独立性を

確保し,その系統を構成する機械又は器具の単一故障が発生した場合であっても，運転時の異常な過渡変

化時又は設計基準事故時において安全上重要な施設及び設計基準事故に対処するための設備がその機能

を確保するため，７日間の外部電源喪失を仮定しても非常用ディーゼル発電機の連続運転により電力を供

給できる設計とする。 

非常用ディーゼル発電機の燃料を貯蔵する燃料貯蔵設備（耐震Ｓクラス）は，７日分の連続運転に必要

な容量以上の燃料を事業所内に貯蔵できる設計とする。 

 

【凡例】 

：その他既設工認に記載されていないが，従前より設計上考慮して 
 実施していたもの 

：既設工認に記載されている内容と全く同じではないが，既設工認の記載を 
 詳細展開した内容であり，設計上実施していたもの 

既設工認に記載はないが，従前より設計上考慮して実施しているため，変更前に記
載。 

保安電源④ 

保安電源② 

保安電源① 

保安電源③ 

保安電源⑤ 
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別紙６ 
変更前記載事項の既設⼯認等との紐づけ 

 

変 更 前 変 更 後 

 保安電源設備は受電開閉設備，変圧器，所内高圧系統，所内低圧系統，ディーゼル発電機，直流電源設

備，計測制御用電源設備及びケーブルで構成する設計とする。 

非常用電源建屋は，地上２階，地下１階の建物とする設計とする。 

 

 

 

7.1.1.1 受電開閉設備 

再処理施設の電力は，外部から 154ｋＶ送電線２回線で受電し，所要の電圧に降圧し再処理施設へ給電

する設計とする。 

送電線２回線の停止時に備えて，非常用ディーゼル発電機，非常用蓄電池，燃料貯蔵設備等で構成する

非常用電源設備及びその附属設備を設置する設計とする。 

受電開閉設備は，廃棄物管理施設と共用する設計とする。 

受電開閉設備は，廃棄物管理施設との共用によって安全機能を有する施設への電力の供給が停止するこ

とがないよう，廃棄物管理施設への給電を考慮しても十分な容量を有することから，共用によって再処理

施設の安全性を損なわない設計とする。 

 

 

 

7.1.1.2 変圧器 

受電開閉設備で受電し，受電変圧器を通して 6.9ｋＶに降圧した後，再処理施設へ給電する設計とする。 

 

受電変圧器は，廃棄物管理施設と共用する設計とする。 

受電変圧器は，廃棄物管理施設との共用によって安全機能を有する施設への電力の供給が停止すること

がないよう，廃棄物管理施設への給電を考慮しても十分な容量を有することから，共用によって再処理施

設の安全性を損なわない設計とする。 

 

 

7.1.1.3 所内高圧系統 

非常用の所内高圧系統（メタルクラッド開閉装置で構成）は，高圧主母線及び高圧母線で構成し，多重

性を持たせた２系統の母線で安全上重要な負荷等に給電する設計とする。 

また，動力用変圧器を通して降圧し，非常用の所内低圧系統（パワーセンタ及びモータコントロールセ

ンタで構成）へ給電する設計とする。 

常用及び運転予備用の所内高圧系統は，主母線として，常用主母線及び運転予備用主母線で構成し，母

線として，常用母線及び運転予備用母線で構成し，給電する設計とする。それぞれの母線から動力変圧器

を通して降圧し，常用及び運転予備用の所内低圧系統（パワーセンタ及びモータコントロールセンタで構

成）へ給電する設計とする。 

保安電源設備は受電開閉設備，変圧器，所内高圧系統，所内低圧系統，ディーゼル発電機，直流電源設

備，計測制御用電源設備及びケーブルで構成する設計とする。 

非常用電源建屋は，地上２階，地下１階の建物とする設計とする。 

 

 

 

 

 

7.1.1.1 受電開閉設備 

再処理施設の電力は，外部から 154ｋＶ送電線２回線で受電し，所要の電圧に降圧し再処理施設へ給電

する設計とする。 

送電線２回線の停止時に備えて，非常用ディーゼル発電機，非常用蓄電池，燃料貯蔵設備等で構成する

非常用電源設備及びその附属設備を設置する設計とする。 

受電開閉設備は，廃棄物管理施設及びＭＯＸ燃料加工施設と共用する設計とする。 

受電開閉設備は，廃棄物管理施設及びＭＯＸ燃料加工施設との共用によって安全機能を有する施設への

電力の供給が停止することがないよう，廃棄物管理施設及びＭＯＸ燃料加工施設への給電を考慮しても十

分な容量を有することから，共用によって再処理施設の安全性を損なわない設計とする。 

 

 

 

7.1.1.2 変圧器 

受電開閉設備で受電し，受電変圧器を通して 6.9ｋＶに降圧した後，再処理施設へ給電する設計とする。 

 

受電変圧器は，廃棄物管理施設及びＭＯＸ燃料加工施設と共用する設計とする。 

受電変圧器は，廃棄物管理施設及びＭＯＸ燃料加工施設との共用によって安全機能を有する施設への電

力の供給が停止することがないよう，MOX 燃料加工施設及び廃棄物管理施設への給電を考慮しても十分な

容量を有することから，共用によって再処理施設の安全性を損なわない設計とする。 

 

 

 7.1.1.3 所内高圧系統 

非常用の所内高圧系統（メタルクラッド開閉装置で構成）は，高圧主母線及び高圧母線で構成し，多重

性を持たせた２系統の母線で安全上重要な負荷等に給電する設計とする。 

また，動力用変圧器を通して降圧し，非常用の所内低圧系統（パワーセンタ及びモータコントロールセ

ンタで構成）へ給電する設計とする。 

常用及び運転予備用の所内高圧系統は，主母線として，常用主母線及び運転予備用主母線で構成し，母

線として，常用母線及び運転予備用母線で構成し，給電する設計とする。それぞれの母線から動力変圧器

を通して降圧し，常用及び運転予備用の所内低圧系統（パワーセンタ及びモータコントロールセンタで構

既設工認に記載はないが，従前より設計上考慮して実施しているため，変更前に記
載。 

既設工認に記載はないが，従前より設計上考慮して実施しているため，変更前に記
載。 

既設工認に記載はないが，従前より設計上考慮して実施しているため，変更前に記
載。 

保安電源② 

 

保安電源③ 

保安電源② 

保安電源④ 

 

保安電源⑦ 
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変 更 前 変 更 後 

所内高圧系統の一部は，廃棄物管理施設と共用する設計とする。 

所内高圧系統の一部は，廃棄物管理施設との共用によって安全機能を有する施設への電力の供給が停止

することがないよう，機器の損壊，故障その他の異常を検知した場合，常用主母線又は運転予備用主母線

の遮断器により故障箇所を隔離し，故障による影響を局所化し，他の安全機能への影響を限定することか

ら，共用によって再処理施設の安全性を損なわない設計とする。 

また，所内高圧系統のうち廃棄物管理施設と共用する所内高圧系統は，共用する負荷が接続されている

が，共用する負荷を新たに追加するものではないため必要となる容量が増加するものではないことから，

共用によって再処理施設の安全性を損なわない設計とする。 

 

 

 

7.1.1.4 所内低圧系統 

非常用の所内低圧系統は，低圧母線で構成し，多重性を持たせた２系統の母線で安全上重要な負荷等に

給電する設計とする。 

常用及び運転予備用の所内低圧系統は，低圧母線で構成し，安全機能を有する負荷等に給電する設計と

する。 

所内低圧系統の一部は，廃棄物管理施設と共用する設計とする。 

所内低圧系統のうち廃棄物管理施設と共用する所内低圧系統は，共用する負荷が接続されているが，共

用する負荷を新たに追加するものではないため必要となる容量が増加するものではないことから，共用に

よって再処理施設の安全性を損なわない設計とする。 

 

 

 

7.1.1.5 ディーゼル発電機 

非常用ディーゼル発電機として，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋に第１非常用ディーゼル発電機を，非常

用電源建屋に第２非常用ディーゼル発電機を設置する設計とする。 

また，ユーティリティ建屋に運転予備用ディーゼル発電機を，第２ユーティリティ建屋に第２運転予備

用ディーゼル発電機を設置する設計とする。 

外部電源が完全に喪失した場合でも，第１非常用ディーゼル発電機で使用済燃料の受入れ及び貯蔵に必

要な施設の安全を確保するための負荷に対して給電可能な設計とする。 

また第２非常用ディーゼル発電機で再処理施設（使用済燃料の受入れ及び貯蔵に必要な施設を除く。）

の安全を確保するための負荷に対して給電可能な設計とする。 

なお，運転予備用ディーゼル発電機からユーティリティ建屋の運転予備用主母線，第２運転予備用ディー

ゼル発電機から第２ユーティリティ建屋の運転予備用主母線に給電できる設計とする。 

非常用ディーゼル発電機は,非常用所内電源系統低電圧信号で起動し，設計基準事故における安全上重要な

成）へ給電する設計とする。 

所内高圧系統の一部は，廃棄物管理施設及びＭＯＸ燃料加工施設と共用する設計とする。 

所内高圧系統の一部は，廃棄物管理施設及びＭＯＸ燃料加工施設との共用によって安全機能を有する施

設への電力の供給が停止することがないよう，機器の損壊，故障その他の異常を検知した場合，常用主母

線又は運転予備用主母線の遮断器により故障箇所を隔離し，故障による影響を局所化し，他の安全機能へ

の影響を限定することから，共用によって再処理施設の安全性を損なわない設計とする。 

また，所内高圧系統のうち廃棄物管理施設及びＭＯＸ燃料加工施設と共用する所内高圧系統は，共用す

る負荷が接続されているが，共用する負荷を新たに追加するものではないため必要となる容量が増加する

ものではないことから，共用によって再処理施設の安全性を損なわない設計とする。 

 

 

7.1.1.4 所内低圧系統 

非常用の所内低圧系統は，低圧母線で構成し，多重性を持たせた２系統の母線で安全上重要な負荷等に

給電する設計とする。 

常用及び運転予備用の所内低圧系統は，低圧母線で構成し，安全機能を有する負荷等に給電する設計と

する。 

所内低圧系統の一部は，廃棄物管理施設及びＭＯＸ燃料加工施設と共用する設計とする。 

所内低圧系統のうち廃棄物管理施設及びＭＯＸ燃料加工施設と共用する所内低圧系統は，共用する負荷

が接続されているが，共用する負荷を新たに追加するものではないため必要となる容量が増加するもので

はないことから，共用によって再処理施設の安全性を損なわない設計とする。 

 

 

 

7.1.1.5 ディーゼル発電機 

非常用ディーゼル発電機として，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋に第１非常用ディーゼル発電機を，非常

用電源建屋に第２非常用ディーゼル発電機を設置する設計とする。 

また，ユーティリティ建屋に運転予備用ディーゼル発電機を，第２ユーティリティ建屋に第２運転予備

用ディーゼル発電機を設置する設計とする。 

外部電源が完全に喪失した場合でも，第１非常用ディーゼル発電機で使用済燃料の受入れ及び貯蔵に必

要な施設の安全を確保するための負荷に対して給電可能な設計とする。 

また，第２非常用ディーゼル発電機で再処理施設（使用済燃料の受入れ及び貯蔵に必要な施設を除く。）

の安全を確保するための負荷に対して給電可能な設計とする。 

なお，運転予備用ディーゼル発電機からユーティリティ建屋の運転予備用主母線，第２運転予備用ディ

ーゼル発電機から第２ユーティリティ建屋の運転予備用主母線に給電できる設計とする。 

非常用ディーゼル発電機は,非常用所内電源系統低電圧信号で起動し，設計基準事故における安全上重

既設工認に記載はないが，従前より設計上考慮して実施しているため，変更前に記
載。 

既設工認に記載はないが，従前より設計上考慮して実施しているため，変更前に記
載。 

保安電源⑦ 

保安電源⑧ 

 

保安電源⑨ 

 

保安電源⑩ 

 

保安電源⑪ 

 

保安電源⑫ 

 

保安電源⑬ 

63



別紙６ 
変更前記載事項の既設⼯認等との紐づけ 

 

変 更 前 変 更 後 

施設の設備の作動開始時間を満足する時間である15秒以内に電圧を確立した後は，各非常用主母線に接続し，

負荷に給電する設計とする。 

燃料貯蔵設備として，第１非常用ディーゼル発電機用に重油タンクを，第２非常用ディーゼル発電機用に燃

料油貯蔵タンクを設置する設計とする。 

重油タンク及び燃料油貯蔵タンクは，７日間の外部電源喪失を仮定しても，設計基準事故に対処するために

必要な第１非常用ディーゼル発電機及び第２非常用ディーゼル発電機をそれぞれ７日間運転することにより

必要とする電力を供給できる容量以上の燃料を事業所内に貯蔵する設計とする。 

ディーゼル発電機の一部は，廃棄物管理施設と共用する設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

ディーゼル発電機のうち廃棄物管理施設と共用する運転予備用ディーゼル発電機及びその燃料を供給する

燃料貯蔵設備は，共用する負荷が接続されているが，共用する負荷を新たに追加するものではないため必要と

なる容量が増加するものではないことから，共用によって再処理施設の安全性を損なわない設計とする。 

 

 

 

7.1.1.6 直流電源設備 

再処理施設の安全性を確保するために特に必要な設備に対し，直流電源設備を設置する設計とする。 

非常用蓄電池として，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋に第１非常用蓄電池を，使用済燃料の受入れ施設及

び貯蔵施設以外の建屋で非常用電源を必要とする建屋に第２非常用蓄電池を設置する設計とする。 

非常用の直流電源設備は，安全上重要な負荷のうち，平常時及び異常時の監視制御用に，常に電源を必

要とする負荷に給電するための非常用所内電源として，蓄電池及び充電器で構成し，給電する設計とする。 

非常用の直流電源設備は，短時間の全交流動力電源の喪失に対して監視制御機能を確保できる設計とす

る。 

常用の直流電源設備として，蓄電池及び充電器で構成する設計とする。 

 

7.1.1.7 計測制御用交流電源設備 

 再処理施設の安全性を確保するために特に必要な設備に対し，非常用の計測制御用交流電源設備を設置

する設計とする。 

非常用の計測制御用交流電源設備は，安全上重要な負荷のうち，平常時及び異常時の監視制御用に電源

要な施設の設備の作動開始時間を満足する時間である 15 秒以内に電圧を確立した後は，各非常用主母線

に接続し，負荷に給電する設計とする。 

燃料貯蔵設備として，第１非常用ディーゼル発電機用に重油タンクを，第２非常用ディーゼル発電機用

に燃料油貯蔵タンクを設置する設計とする。 

重油タンク及び燃料油貯蔵タンクは，７日間の外部電源喪失を仮定しても，設計基準事故に対処するた

めに必要な第１非常用ディーゼル発電機及び第２非常用ディーゼル発電機をそれぞれ７日間運転するこ

とにより必要とする電力を供給できる容量以上の燃料を事業所内に貯蔵する設計とする。 

 

ディーゼル発電機の一部は，廃棄物管理施設及びＭＯＸ燃料加工施設と共用する設計とする。 

ディーゼル発電機のうちＭＯＸ燃料加工施設と共用する第１非常用ディーゼル発電機及びその燃料を供給

する重油タンクは，共用する負荷が接続されているが，共用する負荷を新たに追加するものではないため必要

となる容量が増加するものではないことから，共用によって再処理施設の安全性を損なわない設計とする。 

ディーゼル発電機のうちＭＯＸ燃料加工施設と共用する第２運転予備用ディーゼル発電機及びその燃料を

供給する燃料貯蔵設備は，ＭＯＸ燃料加工施設との共用によって安全機能を有する施設への電力の供給が停止

することがないよう，ＭＯＸ燃料加工施設への給電を考慮しても十分な容量を有することから，共用によって

再処理施設の安全性を損なわない設計とする。 

ディーゼル発電機のうち廃棄物管理施設と共用する運転予備用ディーゼル発電機及びその燃料を供給する

燃料貯蔵設備は，共用する負荷が接続されているが，共用する負荷を新たに追加するものではないため必要と

なる容量が増加するものではないことから，共用によって再処理施設の安全性を損なわない設計とする。 

 

 

 

7.1.1.6 直流電源設備 

 

 

 

変更なし 

 

 

 

 

 

7.1.1.7 計測制御用交流電源設備 

 

 

既設工認に記載はないが，従前より設計上考慮して実施しているため，変更前に記
載。 

既設工認に記載はないが，従前より設計上考慮して実施しているため，変更前に記
載。 

保安電源⑤ 

保安電源⑭ 

保安電源③ 

保安電源⑮ 

保安電源⑯ 

保安電源⑰ 

保安電源⑱ 

保安電源⑭,⑮ 
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変 更 前 変 更 後 

を必要とする負荷に給電するための非常用所内電源として，無停電電源装置，非常用無停電交流母線及び

計測交流電源の計測母線で構成し，給電する設計とする。 

非常用の計測制御用交流電源設備は，短時間の全交流動力電源の喪失に対して監視制御機能を確保できる

設計とする。 

非常用の計測制御用交流電源設備は，外部電源喪失時に必要な電力の供給が非常用ディーゼル発電機から

開始されるまでの間においても，非常用直流電源設備である蓄電池（非常用）から直流電源が供給される

ことにより，非常用無停電交流電源盤に対し電力供給を確保できる設計とする。 

常用の計測制御用交流電源設備として，無停電電源装置，無停電交流母線及び計測交流電源の計測母線で

構成し，給電する設計とする。 

安全上重要な施設に関係する動力回路，制御回路及び計装回路のケーブルは，その多重性及び独立性を

確保するため，それぞれ相互に分離したケーブルトレイ及び電線管を使用して敷設し，相互に独立性を侵

害することのない設計とする。 

 

 

 

 

変更なし 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

保安電源③ 

保安電源⑱ 

保安電源⑲ 

保安電源④ 
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長方形

j2180135
タイプライターテキスト
保安電源①
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j2180135
タイプライターテキスト
保安電源②
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j2180135
長方形

j2180135
長方形

j2180135
タイプライターテキスト
保安電源③

j2180135
タイプライターテキスト
保安電源④

j2180091
タイプライターテキスト
保安電源⑭

j2180135
長方形

j2180091
タイプライターテキスト

j2180135
長方形

j2180135
長方形

j2180091
タイプライターテキスト
保安電源⑰
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j2180091
タイプライターテキスト
保安電源⑮
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j2180135
タイプライターテキスト
保安電源⑦
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j2180091
タイプライターテキスト
保安電源⑭
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j2180091
タイプライターテキスト
保安電源⑲
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j2180091
タイプライターテキスト
保安電源⑲



76



77



78

j2180135
タイプライターテキスト
保安電源⑤

j2180135
長方形

j2180135
タイプライターテキスト
保安電源⑧

j2180135
長方形
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j2180135
長方形

j2180135
タイプライターテキスト
保安電源⑮
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j2180091
タイプライターテキスト
保安電源⑩



j2180091
タイプライターテキスト
保安電源⑭
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j2180135
長方形

j2180135
長方形

j2180135
タイプライターテキスト
保安電源④

j2180135
タイプライターテキスト
保安電源③
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j2180135
長方形

j2180135
タイプライターテキスト
保安電源⑧

j2180135
長方形

j2180091
タイプライターテキスト
保安電源⑬
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j2180091
タイプライターテキスト

j2180091
タイプライターテキスト
保安電源設備⑤
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j2180091
タイプライターテキスト
保安電源⑪
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j2180135
タイプライターテキスト
保安電源⑨

j2180135
長方形
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j2180135
長方形

j2180091
タイプライターテキスト
保安電源⑨



j2180091
タイプライターテキスト
保安電源⑫




